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浅利美鈴（京都大学）、小口正弘（国立環境研究所） 

 

 

 

研究目的 

水銀の人為的な排出を削減し、地球的規

模の水銀汚染の防止するため水銀に関する

水俣条約が採択され、水銀の国際的な削減

プログラムが進行している。また、水銀以

外の金属（カドミウム(Cd)、鉛(Pb)）も予

防的アプローチとして国際規制物質候補と

なっている。本研究では循環利用しつつも

最終的に余剰となる水銀等の有害金属を管

理していくための枠組みを提示することを

目指している。本研究での枠組みを図 1 に

示す。水銀等の有害金属の管理手法として

は環境排出や廃棄物の実態を調査してイン

ベントリおよびフローモデルを作成するこ

とがまず必要である。水銀については今後余剰となるため処分・保管するための回収量推計と安定

化技術の開発が求められている。これら推計データの評価をベースとして、マテリアルフローを簡

便に計算できるツールキットを整備して有害金属の動態を把握するとともに、水銀安定化物の最終

的な処分・保管する時のリスク評価を行うことによって、日本およびアジアにおける水銀等の有害

金属の管理手法を政策提言することが本研究の目的である。 

 

研究方法 

 図 1 に示したように、本研究は大きく 5 つに分かれ、それぞれに研究の狙いおよび方法を示す。 

1)有害金属の環境排出・廃棄物実態調査およびインベントリ・フローモデルの作成 

図 1 本研究の枠組み 

有害金属の環境排出・廃棄物実態調査および
インベントリー・フローモデルの作成

Hg：ほぼ終了
他の金属：まだ

アジアは詳細不明

有害金属の環境排出を考慮した
マテリアルフローツールキット

金属水銀の安定化技術開発・評価

水銀処分・保管フローにおけるリスク評価

有害金属含有廃棄物の管理手法の政策提言 手段

手段

多相分配
主にアジアアジア

（粗い）

水銀回収量推計の精緻化
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化学物質排出移動量届出制度（Pollutant Release and Transfer Register:PRTR）の届出排出量の算出方

法についてアンケート調査による実態把握を行い、環境排出量としての PRTR データの適用可能性

を整理した。Cd、Pb のマテリアルフロー・ストックおよび環境排出量について、既存事例の推計方

法から PRTR 届出排出量の環境排出量としての適用可能性を考慮した補正、排出係数に基づいた廃

棄物処理施設からの排出量推計、廃棄物・副産物の有効利用に係るフロー追加等を加えて改善を図

った推計方法の全体を提示した。この方法を用いて Cd、Pb のマテリアルフロー・ストックと大気

排出量の最新データ作成および時系列的な推計を行った。 

水銀については、我が国には詳細なインベントリ・マテリアルフローがあるが、アジアの実態は

明らかではない。今後の我が国のアジア支援を想定し、マレーシアを取り上げ、文献調査およびヒ

アリング、都市ごみ焼却施設および石炭火力発電所での排ガス中水銀の実測、燃焼残さおよび原料

の水銀量測定を行い、マレーシアの大気への水銀排出インベントリを作成した。 

2)水銀回収量推計の精緻化 

最終的な余剰水銀量を見積もるためには、意図的水銀添加製品については将来的な動向も踏まえ

て回収実態を把握する必要がある。産業活動に伴い発生する焼却飛灰等の産業系水銀含有廃棄物に

ついては、回収対象量と埋立処分対象量を切り分けることを考えねばならない。意図的水銀添加製

品については代表的な製品である蛍光管を中心に水銀フローの経年変化を把握した。また、蛍光管

を徹底して回収し、循環利用している台湾を調査し、システム把握を行った。日本におけるデータ

をベースに 2030 年までのアジアにおける蛍光管需要量の推計を試みた。 

産業系水銀含有廃棄物については水銀を添加した都市ごみ焼却飛灰をキレート処理した処理物に

対して溶出試験を行い、従来方式による安定化手法では処分できない限界の含有率を求めた。 

今後のアジアにおける水銀管理の在り方を議論するための基礎資料とすべくアジアの余剰水銀量

の将来推計を行った。既存報告書をベースにいくつかのデータをアップデートするとともに水俣条

約で規定された制約条件を加味したシナリオを作成し、中国とそれ以外のアジアに分けて余剰水銀

量の評価を行い、2010 年～2050 年のアジア全体での余剰水銀量を見積もった。 

3)金属水銀の安定化技術の開発・評価 

水銀含有廃棄物から回収した余剰水銀の安定化技術について、これまで遊星ボールミルによる方

法を検討してきたが、本研究ではより簡便でコストの安い転動型ボールミルによる合成法と我が国

では検討されていない気相合成法について水銀と硫黄のモル比、反応時間といったパラメータを変

化させて実験的に検討するとともに、生成された硫化水銀については環境庁告示 46 号溶出試験で水

系汚染評価を、ヘッドスペースにおける水銀濃度調査で大気系汚染評価を、合成物の結晶性につい

ては粉末X 線回折分析（XRPD）で評価した。最終的に、先行して行われた遊星ボールミルによる

方法と比較検討することで、金属水銀の安定化技術の評価を行った。 

4)有害金属の環境排出を考慮したマテリアルフローツールキットの開発 

視覚的なシステムダイナミックスソフトウェアの『Vensim PLE』と『Vensim DSS』を用い、有害

金属の環境排出量の多い排出源、石炭火力発電や石油精製、鉄鋼製造、非鉄金属製錬、セメント製

造、石灰石製造、パルプ・製紙製造などの産業プロセスおよび有害金属を含む製品を対象に、Input

に原料や燃料中の含有有害金属量、また各産業プロセス内で使用されている排ガス処理装置などの

低減効率を用いて、Outputとなる排ガス、排水、固体廃棄物への有害金属の移行量を予測するツー

ルキットの開発を行った。計算結果の検証には環境省インベントリデータおよび本研究で行った「有

害金属の環境排出・廃棄物実態調査およびインベントリ・フローモデルの作成」の成果を用いた。
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最大の特徴は排出物がリサイクルなどにより産業セクター間を移動する場合であり、セクター別の

インベントリに加えて原料（燃料）別の排出寄与が特定化した。 

5)水銀廃棄物処分・保管におけるリスク評価 

埋立地で余剰水銀（25 トンの硫化水銀を想定）の埋立処分を行う場合での、水銀漏出に伴う水銀

環境動態モデルを構築し、気候シナリオ別にシミュレーションを実施した。人体（健康）へのリス

クを評価するとともに、環境リスクに影響を特に与えるパラメータを検討した。 

 

結果と考察 

1)有害金属の環境排出・廃棄物実態調査およびインベントリ・フローモデルの作成 

アンケート調査の結果から、非鉄金属製錬、蓄電池製造、蛍光ランプ製造、溶融亜鉛めっきなど

の事業所については届出排出量が大気排出量として利用できる性格の値であると考えられた。ただ

し、届出のない事業所からの排出を上乗せ補正することが必要であることもわかった。Cd とPb の

マテリアルフロー・ストック量と大気排出量について改善を加えた推計方法の全体を提示し、2001

～2010 年度における時系列的な推計を行った。カドミウムを例に結果を図 2 に示す。マテリアルフ

ロー量や大気排出量はいずれも非鉄金属製錬や廃棄物（特にニカド電池、鉛蓄電池）に係るものの

寄与が大きく、これらの部門の推計を精緻化することの重要性が示された。排出係数を用いた一般

廃棄物焼却からの大気排出量を推計し、既存の方法による推計値が未回収電池等の可燃ごみ混入率

設定に起因して過大になっている可能性を指摘した。廃棄物・副産物の有効利用に伴う Cd、Pb の

マテリアルフローは廃棄物焼却残渣のCd を除けば大きくはないと考えられた。 

 

 
(c) 使用済みCd 処理処分フロー量                     (d) Cd 大気排出量 

図 2 カドミウムの処理処分フロー量と大気排出量の推計結果 

 

アジアの中進国ともいえるマレーシアを対象に、都市ごみ焼却施設および石炭火力発電所の現地

調査およびヒアリング、文献調査をベースにマレーシアの水銀排出インベントリを作成した。現地

調査においては、都市ごみ焼却施設の実測結果は変動が大きく、排ガス中水銀濃度の推定値は

1.1-27.6µg/Nm3 と見積もられた。また石炭火力発電所は比較的安定しており、排ガス中水銀濃度と

して 4.6-12.4µg/Nm3と推定された。これら実測データと文献・ヒアリングにより大気への水銀排出

量は 1.20～19.3 トン/年と推定された。小規模金採掘の寄与が最も高く、次いで、セメント産業、医

療廃棄物燃焼、石炭火力の順であった。小規模金採掘は金属水銀の輸出入のデータからもある一定

の活動はありうると推定された。インベントリの作成により今後の対応分野を絞ることが可能とな
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った。今後は小規模金採掘に関する情報収集、排出量が大きいセメント工場、有害廃棄物、医療系

廃棄物燃焼施設での排ガス中水銀濃度の実測を行うことによって、より信頼性の高いインベントリ

を作成する必要がある。 

2) 水銀回収量推計の精緻化 

水銀フローの経年変化を確認した結果（図 3）、水銀フローは原材料段階での変化が大きく、特

に輸出量が増大していた。意図的水銀添加製品としては、蛍光管が主要であることに変わりはない

もののバックライトの需要の激減やLED への転換等により、全体に減少傾向にあることがわかった。

また、台湾においては、販売者（製造メーカーおよび輸入業者）から販売量に応じた回収リサイク

ル税を基金に集め、それを回収・リサイクルに補助金として充てるというシステムが構築されてお

り、加えて、市民が分別回収に参加しやすいごみ収集システムの実施、教育の徹底などがなされて

いることがわかった。アジア地域における蛍光管需要推定結果から 2030 年には 260 トン以上に達す

る可能性があった。 

産業系水銀含有廃棄物の

従来方式の安定化手法では

処分できない限界の含有率

を求めるため、日本の環告

13 号法の他、アメリカの

TCLP 試 験 、 EU の

prEN12457-4 によってキレ

ート処理物を評価した結果、

水溶性の水銀であっても

0.1%以下の水銀含有率で

あれば現在の安定化手法で

埋立判定基準を満足できる

と推定された。キレート処

理物の長期安定性の検討か

らは水銀溶出量の増加傾向

が示されたが、処理物の保

管環境（酸素）の影響も考

えられた。この状況下でも水銀含有率 0.05％以下では埋立判定基準を満足した。 

アジアでの水銀需給状況および余剰水銀量推移を明らかにするため、既存の文献をベースにしな

がら、最新データおよび条約に定められた制約条件等を用いて、2010 年～2050 年のアジアにおける

水銀需給およびストックの推移を試算した。その結果を図４に示す。中国以外ののアジアでは 2048

年以降でないと、余剰水銀の発生は認められなかった。一方、中国は 2010 年当初より余剰水銀が発

生した。アジア全体での水銀の輸出入を自由に行えるとすると、余剰水銀量は 2017 年までは発生せ

ず、水銀が不足する結果となった。2018 年以降は余剰水銀が発生し、それらは中国での余剰水銀量

の影響を大きく受ける結果となった。また、最終的な余剰水銀の累積量を試算すると、40 年間でア

ジア全体で 6000 トン程度となった。さらに、日本での保管量 1200 トンを引くと、4800 トンとなる。

中国がアジアへの金属水銀供給元となるため、この量が中国での余剰水銀保管累計量となると考え

られる。さらに、中国においては一次鉱出を調整すると 3300 トン程度まで抑えることが可能であっ

図 3 蛍光管に焦点を当てた国内の水銀フロー 

（2000 年～2010 年の間の 2 期間について） 

液晶製品

製
品

原
材
料 廃

製
品

国内生産
13‐19
6.7‐15

国内販売
12‐17

昨年度
在庫
70‐190
1.5‐130

国内調達
22‐130
0.6‐280

輸入
5.5‐11
0.003‐3.5

輸出
5.8‐130
72‐260

今年度
在庫
70‐190
0.023‐49

焼却処理
9.1‐13

ストック追加
1.7‐2.3

回収
0.56‐0.63

蛍光管 5.2‐7.0
2.7‐4.9

バックライト 1.1‐2.9
0.2‐1.7

その他回収
汚染土壌
25‐121

直接埋立
1.0‐1.4

2000‐2003年の最小値‐最大値
2004‐2010年の最小値‐最大値

在庫量は減少

その他の製品
0.56‐0.63

単位：t‐Hg/yr

製品製造で最も多くを占めるのは、蛍光管だ
が、バックライトは減少

輸入は減少（ほぼゼロへ）&輸出
は増加



 

- 5 -

た。この場合、クロロアルカリの廃止に伴うものを除けば、2030 年から余剰水銀が発生すると推定

された。 

 
図 4 2010 年から 2050 年までのアジアにおける水銀需給および余剰水銀量推移 

 

3) 金属水銀の安定化技術の開発・評価 

本研究ではこれまで検討してきた遊星ボールミルによる水銀安定化物の作成に加え、導入コスト

が安い転動型ボールミル法およびヨーロッパおよびアメリカで稼働実績のある気相合成法について、

実験的に検討し、手法を比較した結果を表 1 に示す。 

 

表 1 硫化水銀製造技術の比較 

 

 

転動ボールミル法については加熱が不要なため危険が少なく、また一般的な回転架台などで実施

することができる点がメリットであることが確認されたが、水銀安定化物を作成するには長時間の

反応が必要であり、多量の水銀を処理するのには向いていないことが示唆された。また、単なる転

動型ボールミルのみの処理では気相への水銀揮発量が日本の作業環境評価基準を満足するのみで

EU の暫定基準は満足しないことがわかった。気相合成に関しては、結晶性の良い硫化水銀が生成

され、比較的短時間で安定化を行うことが確認されたが、加熱を行うため、周囲への漏洩の危険が
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溶出試験（46号法） ○ ○ ○

揮発試験（ヘッドスペース） △ ○ ○
安定化に必要な時間 36時間以上 0.5-1時間 1時間

消費電力 中 低 高
加熱の必要性 無 無 有

作成時の水銀漏えい 無 無 注意
装置導入コスト 安 高 中
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伴い、本研究においても回収率が低かったように、実際に水銀を処理する上では試料を完全に密閉

し加熱できる装置が必要であった。 

以上を考慮すると、遊星ボールミル法は導入コストはやや高いと想定されるが、環境安全性、生

成物の結晶性、反応時間についても気相合成法と同等であり、また、消費電力についてはこれらの

方法の中では最も低いことから、最終的には遊星ボールミルによる金属水銀の安定化手法がこの３

つの中では最も適していると考えられた。 

4) 有害金属の環境排出を考慮したマテリアルフローツールキットの開発 

開発された水銀マテリアルフローツールキットでの計算結果は環境省から報告されている 2010

年度の大気排出インベントリデータとかなりよく一致するところまで改善できた。図 5 および図 6

に全セクターからの最終移行先および各セクター別の大気排出量推計の計算結果を示す。産業セク

ター別で比較すると相違があり、集塵装置や湿式脱硫装置などの排ガス処理装置による水銀排出低

減効率（水銀捕捉効率）など実測データのバラツキや平均値の取り扱いなどについては引き続き調

査が必要であった。しかしながら、これらは Input データであり、どのプロセスの水銀捕捉効率（Input

データ）を上げれば大気排出量を削減できるかなどの予測は可能であり、水銀マテリアルフローツ

ールキットとしての機能はほぼ満足する段階まで開発した。さらなる「使い易さ」と「マニュアル」

の作成の観点から見直しが今後必要である。 

 

 

 図5 全セクター合計での最終移行先     図6 各セクター別の大気排出量推計（2010年） 

 

 (5) 水銀廃棄物処分・保管におけるリスク評価 

水銀動態モデルシミュレーションにより、幾つかのケースにおいて水銀の環境リスクが無視でき

なくなることを示した。埋立地の水相における深さ別の酸化水銀濃度およびメチル水銀濃度を図 7

に示す。時間の経過とともに水相中の水銀が増加していくこと、拡散によって埋立水銀層より上の

土壌層へも水銀が移動していく傾向が示された。参照ケースでは、埋立処分から 1412 年後に環境リ

スクが無視できなくなった。降雨強度や降雨日数が大きくなるほど環境リスクは大きくなるため、

熱帯地域の方が最終処分には不利であった。埋立地から排出される水銀の約 80％が酸化水銀である

が、水銀種の組成比は環境リスクに大きな影響を与えなかった。環境リスクに特に影響力があるパ

ラメータは湖沼底質でのメチル化速度係数ならびに脱メチル化速度係数、底質－水間でのメチル水

銀の分配係数、湖沼長さ、底質厚さ、生物濃縮係数であり、正確かつ信頼性の高い環境リスク評価

にはこれらのパラメータ値の精査が求められる。参照ケースでは 50 年後に埋立地浸出水中の水銀濃

度が排水基準値を超えており、埋立処分後の長期的なモニタリングの必要性が示唆された。日本で
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水銀を埋立処分する場合、埋立地表面を透水性が低く、長期間の物理的安定性が期待できるベント

ナイト層を敷設するなどして、雨水浸透を下げることが現実的かつ有効な手段として提案される。 

 

 

環境政策への貢献 

1)有害金属の環境排出・廃棄物実態調査およびインベントリ・フローモデルの作成 

 鉛、カドミウムは国際的な化学物質管理戦略（SAICM）では予防的アプローチとして国際規制物

質候補として取り上げられている。近年、電子・電気機器廃棄物の不適正な取り扱いにより、主に

海外のホットスポットにおける健康影響・環境汚染が懸念されている。すでに、マテリアルフロー

に関する研究はあるが、環境排出や循環利用に係る有害金属フローが描ききれていない。本研究の

調査でカドミウム、鉛の処理処分フローにおいては使用済み製品の最終処分が全体の数十%を占め

るなどその寄与が大きいことがわかった。循環利用においては Cd については廃棄物・副産物の有

効利用に伴うフローが処理処分全体の数%に相当すると推計され、マテリアルフロー全体において

無視できない量であることがわかった。その有効利用先はセメント原料化、建設資材利用、山元還

元など様々であり、各有効利用先での環境排出量の把握も必要と考えられた。大気排出量は非鉄金

属製錬からの排出量減少によって全体としても減少傾向にあると推計された。以上のマテリアルフ

ロー・排出量の推計は、効果的な有害金属管理対策の基礎資料となりうる。 

 水銀に関する水俣条約が合意され、2013 年秋に熊本市、水俣市で条約の署名会議が行われた。日

本は本条約制定に関して積極的に関与し、条約の発効に向けた協力として途上国の取り組みを後押

しするため、我が国は 100 万ドル規模の資金支援を行う用意があることを石原環境大臣が表明して

いる。特に、アジアは世界の水銀排出の 40％以上を占めており、我が国はその詳細を明らかにし、

水銀を適正管理する方向へ先導していく必要がある。本研究ではこれまで日本が培ってきた水銀の

排出・管理に関する手法を海外展開していくための試みとして、マレーシアにおける大気への水銀

排出インベントリの作成を行った。実測に基づく結果によりUNEP から標準的に提案されている係

数よりも信頼性の高いデータを求めることができている。この成果は直接的にUNEP のToolkit の改

訂に貢献すると考えられる。また、効果的に対応すべき分野を絞ることが可能となった。インベン

トリ作成について積極的に他国に協力することで効果的に環境への水銀排出を削減するとともに日

本の技術の海外展開につながる。国際的な有害金属管理政策の中で、水銀に関しては我が国の分析

図 7 埋立地での深さ別の水銀濃度（10～100 年後） 

（左：酸化水銀、右：メチル水銀） 
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機器産業や静脈系産業、コンサルタントとの連携により海外ビジネスの可能性もあると考えられ、

環境省が別途実施している「日系静脈産業メジャーの育成・海外展開促進事業」とも関連する。 

2)水銀回収量推計の精緻化 

我が国では、自国の需要をはるかに超える余剰水銀が発生しているが、水銀条約が締結されると

輸出について制限を受け、余剰水銀を国内で安全に長期・永久保管あるいは最終処分する必要があ

る。その際、今後どれだけに渡って余剰水銀がどの程度発生するかについての推計が必要である。 

意図的水銀添加製品の実態把握としては、2000 年から 2003 年と、2004 年から 2010 年にわけて、

水銀フローの経年変化を確認した結果、原材料段階での変化が大きく、特に輸出量が増大しており、

水銀条約や金属価格高騰／変化の影響を受けていると考えられた。意図的水銀添加製品としては、

蛍光管が主要であることに変わりないものの、バックライトの需要の激減や、長寿命化、LED への

転換等により、全体に減少傾向にあった。日本における蛍光灯の回収率は 30％程度と見積もってい

るが、今後の動向も見極めつつ、循環を含めた管理システムの在り方や規模を検討する必要がある。

蛍光管のクローズドループシステムを確立しつつある台湾の実態を調査した結果、台湾では製造メ

ーカー等の回収・リサイクル義務（費用負担）が課せられ、リサイクル基金管理団体（環境省が運

用）が必要経費の徴収と配分を、製品群ごとに行っている。日本においても同様のシステムが成立

しうるかの検討が必要であるが、蛍光灯の回収率が 90％と世界一であることから、意図的水銀添加

製品系廃棄物の回収・収集システムを考えるための一つのグッドプラクティスとして、参考とすべ

き知見であるといえる。 

産業系水銀含有廃棄物について、我が国のマテリアルフローにおいては非鉄金属製錬からの汚泥

は水銀含有率が高いことから現在水銀回収がなされている。同様に産業プロセスから排出される水

銀含有廃棄物としては熱処理過程での飛灰等が挙げられるが、これらの多くは含有率が低いことか

ら適正処分（安定化後埋立処分）なされている。水銀含有廃棄物は日本や EU では溶出試験により

規定されており、含有率に関する基準は見当たらない。一方でバーゼル条約やスウェーデンでは

0.1%と含有率が規定されている。またアメリカについては 260 mg/kgという独自の基準をもってお

り、別途溶出濃度についても規定を持っている。水銀条約の第十一条の 2 では、水銀廃棄物の定義

とする含有率（Threshold）を今後開催される締約国会議で定めることになった。したがって、回収

すべきものと適正処分するものを分ける基準に関する科学的知見が必要である。本研究では都市ご

み焼却飛灰を模擬水銀含有廃棄物として実験的に検討した結果、0.05％（500mg/kg）が含有率の目

安になることを示した。この成果は我が国から科学的基礎情報として提供できうる。 

アジアにおける水銀フロー・ストック状況を明らかにするため、本研究では、アジアの余剰水銀

量の将来推計を行った。中国がアジアへの金属水銀供給元となるため、中国において余剰水銀を輸

出しない政策をとると、40 年間の累積余剰水銀量は 10000 トン程度まで達することがわかった。ア

ジア全体での水銀の輸出入を自由に行えるとすると、2017 年までは水銀が不足し、2018 年以降は余

剰水銀が発生し、それらは中国での余剰水銀量の影響を大きく受けた。しかし、中国の一次鉱出を

調整することで余剰水銀量を解消することが可能であった。この場合、クロロアルカリの廃止に伴

うものを除けば、2030 年から余剰水銀が発生すると推定された。 

つまり、現時点から計画的に削減していけば、条約で定めた 15 年の採掘可能延長期間内に中国の

一次鉱出は停止可能であること、中国における一次鉱出と余剰水銀の調整がなされない場合は 2017

年からアジアで余剰水銀が発生することから、我が国での余剰水銀対応を早期に準備する必要があ

る。将来的な余剰水銀の源は非鉄金属製錬から回収された水銀であることが明白となり、この管理
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が重要である。今後の国際的な水銀の使用削減政策の反映によりアジアの水銀がどのように動くか

をおおまかに把握することができたことからアジアにおける水銀管理の在り方を議論する基礎的な

資料となりうる。 

3) 金属水銀の安定化技術の開発・評価 

水銀含有廃棄物から回収した余剰水銀の安定化技術について様々な方法が検討されているが、安

定化手法により合成物の性状が変化することは容易に想定されることから、各手法を比較検討して

おく必要がある。締約国会議で水銀廃棄物分野において BAT/BEP が議論される際には各技術の科

学的根拠が必要となる。気相合成法は EU、アメリカ等で民間会社によって検討されているが、詳

細な学術的知見は公表されておらず、また、国内では検討されていない。そのため、気相合成法の

基礎的検討を行った。また、途上国への対応を考えた場合、より安価な安定化技術が求められるこ

とから、転動型ボールミル法を検討した。気相合成法については各反応条件を適切に設定すれば水

銀の溶出・揮発量が各基準値（0.5μg/L、3μg/m3）以下となるような物質を生成できることが分かっ

た。先行して開発された遊星ボールミル法とともに、3 つの方法を比較評価すると、いずれの方法

についても日本の環境基準を満足する硫化水銀を生成することが可能であったが、気相への移行に

おいては転動型ボールミル法では EU の暫定基準値を満足できなかった。遊星ボールミル法は導入

コストはやや高いと想定されるが、環境安全性、生成物の結晶性、反応時間については気相合成法

と同等であり、また消費電力についてはこれらの方法の中では最も低いことから、遊星ボールミル

による金属水銀の安定化手法がこの３つの中では最も適していると考えられた。各の長所・短所を

把握したことから、今後の余剰水銀安定化技術の選択の幅が広がるとともに、将来的な技術ガイド

ラインの基礎的資料となりうる。 

4)有害金属の環境排出を考慮したマテリアルフローツールキットの開発 

 システムダイナミックソフトウェアVensimをベースにマテリアルフローモデルを構築すること

により、産業セクター別や原料（燃料）別に有害金属のマテリアルフローが分析可能となった。例

えばセメント製造のように複数の産業セクターから副原料が流入する場合に、Vensim上で副原料の

流入割合の変更や水銀捕捉効率の異なる低減装置の導入が水銀の大気排出抑制にどの程度有効なの

かを予測可能であり。さらに重要なことは、大気への水銀排出を抑制した場合の川・海洋、埋立、

土壌への流出あるいはどの程度を貯蔵できるかなどを見積もることができ、有害微量金属の移動評

価、排出量予測、パラメータ変更で予防的アプローチを可能とする。最終的には民間企業や自治体

の政策担当者でも扱えること、さらには先進国のみならず開発途上国でも国全体の水銀フローから

最終保管量を予測できることから、現在、UNEP から提供されている大気排出を見積もるためのTool 

kit と組み合わせることで有害金属の管理のための一つの手段を提供できると考えられる。UNEP 水

銀パートナーシッププログラムで我が国は廃棄物分野のリード国であり、これまで「廃棄物からの

水銀排出管理のためのグット・プラクティス集」を準備してきた。上記の台湾の事例やマレーシア

での水銀実態調査に加え、本マテリアルフローツールキットについては、廃棄物分野の良い事例の

一つとなりうることから、上記のグット・プラクティス集の改訂にあたっては貢献が可能と考えら

れる。 

5)水銀廃棄物処分・保管におけるリスク評価 

25 トンの硫化水銀が埋立処分されたケースを想定し、水銀の環境動態モデルを構築して埋立処分

された水銀の環境リスクを評価した。幾つかのケースでは水銀の環境リスクが長期的（1000 年単位）

には無視できないことを示し、埋立処分から 50 年後に埋立地浸出水の水銀濃度が排水基準を超える
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など、埋立処分後の長期的なモニタリングの必要性が示された。処分地選定には環境影響評価が不

可欠であるが、その信頼性を高める上で精査が必要なパラメータを本成果として選定しており、環

境影響評価の信頼性と効率的の向上に貢献できるものである。また本成果をもとに、埋立処分に伴

う環境リスクを現実的かつ効果的に低減化させる方法を提案しており、将来の埋立処分において活

用可能な知見を提供できた。 

 

研究成果の実現可能性 

鉛、カドミウムの環境排出を考慮したマテリアルフロー、意図的水銀添加製品廃棄物の実態・回

収・収集システム調査、産業系水銀含有廃棄物の水銀含有率の基準、水銀含有廃棄物の処分・保管

時の環境リスク評価に関する成果については、今後の国の有害金属管理の基礎資料となりうる。マ

レーシアにおける海外調査についてはマレーシア環境省とも意見交換していることから、今後マレ

ーシアの国家インベントリの基礎資料となりうる。また、アジアにおける余剰水銀量の将来推計に

ついてはUNEP の水銀廃棄物パートナーシップにおいても基礎資料となりうる。マテリアルフロー

ツールキットについてはデータ等の整備が必要であるが、UNEP Tool kitとリンクさせる形で用いら

れる可能性があり、アジア諸国での利用に実現可能性がある。リスク評価プログラムについては余

剰水銀の処分・保管場所選定の一つの手段となりうる。 

 

結論 

本研究により以下の知見が得られた。 

有害金属のPRTR データは環境排出量として活用できる性格の値であるが、届出のない事業所か

らの排出を上乗せ補正することは必要である。カドミウム、鉛の環境排出を考慮したマテリアルフ

ロー・ストック全体の推計方法を提示し、時系列的な推計値を作成した。マテリアルフロー・環境

排出量においては、カドミウム、鉛ともに非鉄金属製錬や廃棄物に係る部分の寄与が大きく、これ

らの部門の精緻化が重要であることなどを示した。マレーシアでの水銀実態調査では石炭火力発電

所、都市ごみ焼却施設の実測によりインベントリの精緻化ができた。水銀回収量推計の精緻化では

意図的水銀添加製品の実態を把握し、水銀添加製品の徹底回収の実現可能性・重要性が把握された。

産業系水銀含有廃棄物については通常安定化処理できない限界の含有率（0.05％以上）を求めた。

アジアにおける余剰水銀量の将来推計を把握し、今後のアジアにおける水銀管理の基礎資料を作成

した。余剰水銀の安定化技術として気相合成法・転動型ボールミル法の適用性を確認し、他法と比

較することで総合的な評価を行い、遊星ボールミル法が適していることを明らかにした。現在のと

ころ日本基準ではあるが、有害微量金属のマテリアルフローを予測するツールキットを開発し、十

分な機能を有することを明らかにした。今後、一般ユーザが使用するには取扱説明書や入力データ

フォーマット（EXCEL ファイル）を整備して、“使いやすさ”を充実させる必要がある。埋立処分さ

れた水銀の環境リスク評価においては重要なパラメータを抽出でき、シミュレーション結果の信頼

性を向上させる重要な知見を得た。 

以上、水銀等有害金属の排出実態やマテリアルフローに関するデータの取得から、そのデータを

利用して簡易にマテリアルフローを計算できるツールキットを開発した。また、余剰となる水銀量

の推計を行うとともに、余剰水銀を環境負荷の低い安定な硫化水銀へと変換する技術を開発し、そ

の安定化物を埋立処分した場合の環境リスクを評価した。これらの成果から、たとえ余剰水銀が発

生したとしても技術的に適正管理可能であることを示した。 



 

- 11 -

第 1 章 研究背景および目的 

水銀は有用な物質であるとともに、重大な健康影響をもたらす物質でもある。近年、水銀の地球

規模のリスクに関する様々な科学的知見が集積されて、国際的に水銀使用低減の潮流ができ、国連

環境計画(UNEP)が中心となって管理枠組みの構築が提案された。昨年 1 月、「水銀に関する水俣条

約」の制定が合意され、昨年 10 月には外交会議が我が国熊本市および水俣市で開催された。条約の

中には第十一条に水銀廃棄物の処理・処分が挙げられている。これまで様々な製品や生産プロセス

において使用されてきた水銀は、条約が発効すると、その使用についてかなりの制限がかけられる

こととなる。つまり、生産プロセスの変換（例えば、2025 年までのクロロアルカリプラントの全廃）

が求められるとともに製品に使用されなくなると、余剰水銀が発生する。もはや使用用途がない余

剰水銀は有害廃棄物として扱わねばならない。このように、元素である水銀自体を今後管理してい

く必要がある。また、水銀を含む製品が廃棄物となった場合やプロセスの残渣に含まれる水銀も水

銀含有廃棄物として適正な管理が望まれる。 

昨年 3 月 21 日に環境省は水銀マテリアルフローのアップデート版を公表している 1）。図 1.1.1 に

一部簡略化した水銀マテリアルフローを示す。ここに示されているデータはヒアリングや数年間の

実績により積み上げて作成されているため、詳細においては数値が完全には一致していないが、信

頼性は高いと思われる。 

 

 

図 1.1.1 水銀のマテリアルフロー1） 

 

我が国の水銀マテリアルフローの主な流れとしては、輸入原燃料中に含まれる水銀が 73 トン、

国内で生産される原燃料中に含まれる水銀が 6.5 トンで、これらが工業利用プロセスに入っていく。

主な水銀起源は非鉄金属製錬の鉱石由来の不純物としてである。これらの工業利用プロセスへ流入

した水銀のうち、水銀回収工程に送られるのが 36 トン程度と推定されている。製品系の廃棄物など
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の回収による水銀は 15 トン程度、両者を合わせて回収水銀量は 52 トンと見込まれている。現在の

国内需要は 8 トン程度であるので、44 トン強程度が余剰水銀となる。これ以外にも最終処分に流れ

ている水銀量が 11～24 トンあることが推定されている。したがって、水銀および水銀含有廃棄物の

管理を考えた場合、現時点ではこれら 55～68 トンが今後の管理対象と見込まれる量となる。 

日本では回収・再生・リサイクルされている水銀量 52 トンに対し、最終処分されている量は

20 トン程度と見積もられることから、まだまだ蛍光管などのリサイクル率に上昇余地はあるとは

いえ、EU と比べると全体として見たときの日本の水銀回収・再生システムは健全であるといえ

よう 2)。ただ、これは水銀が有価で取引されているから回っているシステムであるといえ、今後

水銀が廃棄物としてのみの取引になった場合にも健全なシステムが働くようにしていかねばなら

ない。一方、水銀保管・最終処分の点では、EU やアメリカはそれぞれ独自の方法で水銀を保管

する方向を見出している。日本は地震や台風などの自然災害の多発地域であることを考慮すると、

アメリカのような金属水銀での保管はリスクが高く、EU のような適した廃岩塩鉱はない。した

がって、新たな日本式の管理の在り方を模索していく必要がある。条約に批准するにあたり、水

銀の安定化方法や最終保管法に関する技術的要件、水銀回収システム、保管用地の立地や関係法

令の整備などの社会・制度的要件、保管・処分費用や関係主体間の費用分担などの経済的要件な

ど多くの検討事項があり、現在の水銀を取り巻く状況および関係主体の意見などを踏まえながら、

よりよい管理システムを考えていかねばならない。さらには「水俣条約」はわが国の名前がつい

た条約であり、日本が他国を先導していく必要がある。特に条約による法的な規制とともに、自

主的な削減努力の促進のためUNEP では各分野においてパートナーシップ制度を設けている。我

が国は廃棄物分野のリード国であり、適正管理に関する技術、制度的な情報を収集し、各国、特

に水銀排出の最大地域であるアジアへ提供していく必要がある。 

一方で、国際的な化学物質管理戦略（SAICM）では水銀以外の金属（カドミウム、鉛）も予防的

アプローチとして国際規制物質候補となっている。重金属に関する国際動向としては UNEP では、

2001 年からのUNEP 水銀プログラムに加え、2005 年からは、鉛およびカドミウムも対象に加えて

いる（UNEP 重金属プログラム）。これを受け、わが国においても環境省が 2006 年度に有害金属対

策策定基礎調査専門検討会を設置し、国際的観点からの有害金属対策戦略を策定するための基礎的

検討が開始されている 3)。この検討の中では基礎的データとして沖縄県の辺戸岬における大気中粒

子状物質中の有害金属類（鉛、カドミウム、クロム等）が測定されている。2006 年には化学物質安

全性政府間フォーラム(IFCS)で「水銀、鉛およびカドミウムに関するブダペスト声明」が採択され、

UNEP 管理理事会に対し、水銀および適切な場合には鉛とカドミウムについて、法的拘束力のある

手段やパートナーシップを含む様々な選択肢を検討し、人の健康と環境への影響に対処することに

優先事項として取り組むよう要請している。また、国連欧州経済委員会(UNECE)では水銀、鉛およ

びカドミウムの排出量の定期的報告や製品に含有される水銀、鉛およびカドミウムの削減・代替の

検討を求める重金属議定書を 2003 年に発効している。欧州連合(EU)では 2006 年に電気電子機器へ

の水銀、鉛、カドミウム、六価クロム、ポリ臭素化ビフェニル、ポリ臭素化ジフェニルエーテルの

使用を原則禁止する「特定有害物質使用制限指令」（RoHS 指令）が発効されている。現在、わが国

においては製品中への重金属類の使用に関し産業界では自主的に対応してきているが、今のところ

製品への重金属類の使用を規制する法律は制定されていないが、特定の工場や事業場から排出され

る鉛・カドミウムについては、大気汚染防止法により規制がかけられておりカドミウムは 1.0mg/Nm3、

鉛は 10～30 mg/Nm3 (焼結炉では 30 mg/Nm3、焙焼炉では 10 mg/Nm3等）以下とされている 4)。 
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以上の研究背景から、水銀を含めた有害金属による健康影響および環境汚染を最小化するための

適正な管理が求められている。 

そこで本研究では水銀を含めた有害金属

(鉛、カドミウム)を循環利用しつつも適正管

理していくための枠組みを提示することを目

指している。特に、最終的に余剰となる水銀

については安定的に処分・管理していくため

の具体的方策を提示することを目指している。

本研究の枠組みを図 1.1.2 に示す。水銀等の有

害金属の管理手法としては排出実態を調査し

てインベントリおよびフローモデルを作成す

ることがまず必要である。水銀については環

境省によりインベントリ・マテリアルフロー

は作成されているが、他の金属については十

分ではない。また、アジアがこれら金属排出

の大きな源と考えられているが、その詳細は不明である。我が国においてはより一層の需要の減少

と不純物として流入により、水銀については今後余剰となるため水銀を処分・保管するための回収

量推計と安定化技術が求められている。以上の課題についてはデータを収集し、要素技術の開発を

行うことが目的である。最終的に、これらデータおよび要素技術をベースとして、マテリアルフロ

ーを簡便に計算できるツールキットを整備して有害金属の動態を把握し、最終的な処分・保管する

時のリスク評価を行うことによって、日本およびアジアにおける有害金属の管理手法を政策提言す

ることが本研究全体の目的である。以下、各研究パートに分けてそれぞれの具体的な研究背景およ

び目的を記す。 

 

1）有害金属の環境排出・廃棄物実態調査およびインベントリ・フローモデルの作成 

1-1) 環境排出を考慮した有害金属のマテリアルフロー・ストックの推計 

水銀をはじめとする有害金属の適正管理に向けた基礎情報として、そのマテリアルフロー・スト

ックと環境排出量の把握は重要である。水銀については国際的管理に向けたこれまでの検討の中で

マテリアルフローや排出インベントリのデータ整備が行われてきており、今後も「水銀に関する水

俣条約」に基づいて継続的なデータ整備が行われるものと思われる。一方、カドミウム（Cd）と鉛

（Pb）も上記したように国際規制物質候補となっている。Cd、Pb については直ちに国際的な規制

が始まるわけではないが、将来の適正管理に向けて将来を見据えてマテリアルフローや環境排出量

に係る基礎的情報の整備を進めていくことが必要と考えられる。 

Cd や Pb の環境排出を含めたマテリアルフロー・ストックの代表的な推計事例として、（独）産

業技術総合研究所による研究 5,6)が挙げられる。この推計は、環境中のCd やPb のリスク評価の一部

として行われたものであり、国内のマテリアルフロー・ストックと環境排出を幅広くカバーした網

羅性の高いものである。しかしながら最新状況の把握と精緻化に向けて下記の点などについてさら

なる検討を加えることで、推計モデルと推計値の改善を図ることができると考えられる。 

① PRTR届出排出量を環境排出量として適用することの妥当性検討と必要に応じた補正 

② 近年のCd やPb 使用製品の販売量減少等を反映した最新データの作成と時系列データの整備 

図 1.1.2 本研究の枠組み 

有害金属の環境排出・廃棄物実態調査および
インベントリー・フローモデルの作成
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他の金属：まだ

アジアは詳細不明

有害金属の環境排出を考慮した
マテリアルフローツールキット

金属水銀の安定化技術開発・評価

水銀処分・保管フローにおけるリスク評価

有害金属含有廃棄物の管理手法の政策提言 手段

手段

多相分配
主にアジアアジア

（粗い）

水銀回収量推計の精緻化
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③ 廃棄物処理施設からの環境排出量データの検証（実測値等に基づく排出係数を用いた推計など） 

④ 廃棄物・副産物の有効利用に係る有害金属フローの推計の追加とその寄与の大きさ把握 

本研究ではこれらの点について検討を行うため、PRTR 届出排出量算出方法等の実態調査とそれ

に基づく環境排出量としての届出データの適用可能性検討、マテリアルフローおよび環境排出量推

計のための基礎情報収集整備と推計方法の修正や部門追加を行い、Cd、Pb の環境排出を含めたマテ

リアルフロー・ストックモデルの作成と最新かつ時系列データの推計を行った。 

 

1-2）マレーシアにおける水銀排出実態調査 

水銀に関する水俣条約では第八条において各国は大気への水銀排出インベントリを作成すること

を義務づけられている 7）。また、条約においては国際的な情報交換、研究、開発支援が求められて

いる。したがって、日本はこれまでに培ってきた水銀の排出・管理に関する手法を今後アジアに展

開していくべき立場にある。水銀の排出インベントリについてはこれまでにUNEP はオーストラリ

アやメキシコ、フィリピンなど 15 カ国を作成している 8）。また、デンマーク環境保護庁によって、

北欧諸国やアメリカ、カナダ、ロシアの排出インベントリがまとめられている 9）。 

本研究ではUNEPが排出インベントリを作成している国以外で日本とは気候・風土が全く異なり、

かつ排出量が多いアジア地域の情報が求められていることから、マレーシアを対象国としてまず大

気への排出インベントリを作成することを試みた。マレーシアは政治的に比較的安定しているとと

もにある程度、鉱業・工業があり、UNEP が当初、条約交渉の過程で排出削減目標と具体的な行動

計画を示す必要があるとしていた 10 トン/年の排出枠にかかっている可能性がある。そこで本研究

では、文献調査およびマレーシア環境省へのヒアリング、都市ごみ系焼却施設および石炭火力発電

所での排ガス中水銀の実測、燃焼残さおよび石炭やセメントなどの原料の水銀量測定を行い、マレ

ーシアの水銀の排出インベントリを作成することを目的とした。 

 

2）水銀回収量推計の精緻化 

2-1）意図的水銀添加製品系廃棄物の実態、収集・回収システム 

製品回収やその適切な管理は、水銀管理における消費者との接点として、また水銀廃棄物に伴う

水銀汚染を効率的に制御する観点からも、重要な課題である。日本における家庭からの水銀製品の

回収・排出フローについては、近年の回収業者の多様化や、将来の液晶テレビ中バックライト対応

など、変化が著しいと考えられる。また、過去に購入・使用されたものが、現在でも保有・退蔵（使

われていないが捨てられずに保有）されている可能性も考えられる。 

これまでの日本国内における水銀利用先の推移を図 1.1.3 に、それをベースに作成した累積使用量

を図 1.1.4 に示す。これにより、1960 年代をピークに水銀が多量に使用され、近年減少しているこ

とが明確にわかる。累積量を見ると、クロロアルカリ工業や触媒、無機薬品、農薬利用が多く、こ

れらは現在使用も退蔵も少ない（もしくは把握が難しい）と考えられる 10)が、電気機器・測定機や

測定機器、アマルガム、電池材料等についても、累積で十万トンから百数十万トンの水銀が使用さ

れてきたことがわかる。これらの使用や保管・退蔵実態についての予備調査においては、家庭や病

院・歯科医院において、体温計や血圧計、電池等の製品として、相当量の退蔵がある可能性がわか

った 10)。また、これらに対して、適正な回収を行わなければ、不適切な投棄に結びつく可能性があ

る 11)。 
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そこで、今後の水銀管理の在り方を考えるためにも、意図的水銀添加製品系廃棄物に着目したフ

ロー解析のアップデートを行った。また、水銀を今後確実に回収していくため、その基礎的知見と

して排出量推計を精緻化するためには、過去の水銀含有製品が保有・退蔵されている可能性のある

病院や歯科医へのアンケート調査が必要と考えられる。そこで、全国の病院・診療所や歯科医への

アンケート調査を実施した。さらに、製品由来水銀の回収促進のためのモデルが必要であり、蛍光

管を徹底して回収し、循環利用している台湾を調査し、システム把握を行った。また最後に、将来

的にも製品利用が続くと考えられる蛍光管について、アジアにおける将来需要推計を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.3 日本における水銀需要の用途推移        図 1.1.4 日本における累積使用量（トン-Hg） 

（トン-Hg／年） 

 

2-2）産業系水銀含有廃棄物の処分・回収に関する基準 

産業系水銀含有廃棄物を水銀回収プロセスに送るか、適正処分（安定化処理後埋立処分）するか

は、将来的な水銀回収量に影響を及ぼす。本研究では回収量に大きく関わる産業系水銀含有廃棄物

中の水銀含有率についての検討を行った。 

現在日本は水銀含有廃棄物については、溶出試験にて規定しており、含有率に関する基準はない。

EU においてもいくつかの溶出試験により規定されており、含有率に関する基準は見当たらない。

一方でバーゼル条約やスウェーデンでは 0.1%と含有率で規定されている 2）。またアメリカについて

は 260ppm という独自の基準をもっており、また溶出濃度についても規定を持っている 12）。水銀条

約の最終文案では、水銀廃棄物の定義とする含有率を決めることとなったこと 13）から、今後締約国

会議で定められるはずである。ここでは、日本の水銀含有廃棄物処分における溶出基準と、水銀含

有率との関係を調査するため模擬水銀廃棄物を用いた実験を行い、水銀含有率の基準をどこに置く

のが妥当かを検討することを目的とした。 

 

2-3) アジアにおける余剰水銀量の将来推計 

 日本においてはこれまで述べてきたように国内における水銀需要量は小さく、非鉄金属製錬など

からの回収量が需要を超えており、余剰水銀が生み出される状況にある 1)。世界全体でみるとヨー

ロッパやアメリカにおいても余剰水銀が発生する状況にあるが、水銀の排出が最も多量で、水銀の

フローの把握が要望されているアジアでの水銀需給状況は明らかではない。このような背景から
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2008 年にバンコクで開催された水銀保管プロジェクトに関する会合に、Concorde（Peter Maxson）

によって調査された「2010 年～2050 年におけるアジアの余剰水銀評価」という報告書が提出されて

いる 14)。興味深い報告書であるが、2013 年に条約が採択を受け、いくつかの制約条件などが変化し

ていることから、本研究では、上記報告書をベースにいくつかのデータをアップデートし、アジア

における余剰水銀量の評価を行い、今後のアジアにおける水銀管理の在り方を議論するための一つ

の基礎資料とすることとした。 

 

3)金属水銀の安定化技術の開発・評価 

金属水銀は使用されなくなった時点で廃棄物となり、安定化処理が求められる。一般的な水銀含

有廃棄物とは異なり、独自の安定化技術が求められる。すでに、硫化・セレン化・アマルガム化・

不溶性基質を用いた安定化などの方法が検討されている 15）。本研究では水銀を安定な硫化水銀とす

る「硫化」に着目した。すでに研究者らのグループでは遊星ボールミルによる硫化は検討済みであ

ったため 16)、転動型ボールミル法および気相での反応(気相合成法)による硫化に着目した。転動型

ボールミル法については、遊星ボールミル法と原理はほぼ同じであるが、よりも簡易であることか

ら検討対象とした。気相合成法を用いた硫化による水銀安定化はドイツのリサイクル業者である

DELA17）やアメリカの水銀リサイクル業者であるBethlehem Apparatus18）が用いている手法である。

しかし、この手法について反応条件を変化させた場合における生成物の性質の変化などに関する知

見は少ない。そこで本研究では、転動型ボールミル法および気相合成法を用いた金属水銀の硫化反

応を様々な条件で行い、生成物の性質や環境面での安定性など 19）を中心にその有効性を検討した。

最終的に、金属水銀の安定化技術として、遊星ボールミル法・転動型ボールミル法・気相合成法の

3 つの方法の比較を行い、我が国で安定化を行う場合に最も適した技術を提示することとした。 

 

4）水銀マテリアルフローツールキットの開発 

日本からの水銀大気排出インベントリは早くから環境省を中心に取り組まれ、現在は水銀排出源

の見直しと排出量の精緻化が進められている1）。またUNEPでは開発途上国および先進国別にUNEP 

Toolkit20)を提供し、大気、水域、土壌への水銀排出量の推算からどの排出源の寄与が大きいかを予

測できるソフトウェアを提供している。世界的には大気への水銀排出量が最も大きな排出源は石炭

火力とされ、OECD/IEA Coal Clean Centre は石炭火力発電プロセス内の排ガス処理装置の水銀除去効

果を推定できるソフトウェア iPOG を提供している。産業施設からの水銀排出量の実測には多大な

予算と時間を要することから、水銀排出寄与の大きな排出源の特定化および有効な対策技術の指針

決定に、これらのソフトウェアは有効である。その一方で、UNEP が対象としている水銀、鉛、カ

ドミウムのような有害金属はいくら排ガス処理対策を講じても消失するわけではなく、大気への排

出量が減少した分は自然系の水域か土壌に、あるいは何らかの製品として貯蔵（ストック）される

か輸出されることになる。排出されずに市場に出回っている、あるいは産業系を移動している「水

銀の行方」を明らかにしなければ、隠れた排出源を生むことになる。そのため有害金属の行方を明

らかにすることは重要であり、これまでもインベントリ調査と併せてマテリアルフローについても

調査検討されてきた 21）。しかしながら、調査研究では個々の排出源に対する出入りからマテリアル

フローが検討され、全体での物質収支が一致していない。そのため全体を俯瞰し、全体の物質収支

が成立するマテリアルフローツールキットの開発が求められてきた。さらに、水銀除去技術の導入

と水銀の排出量の削減効果を明らかにするには、排出源となる事業所あるいは産業セクター間の水
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銀移動量を予測する必要があり、使いやすいツールキットとしてのマテリアルフローモデルの構築

が必要となる 21,22）。 

本研究では排出源、発生量などのデータが比較的揃っている水銀を対象としてマテリアルフロー

モデルを構築し、その後に鉛等に展開することを目指した。また、ここで開発を進めているマテリ

アルフロー分析モデルは、民間企業や自治体の政策担当者でも扱えること、さらには先進国のみな

らず開発途上国でも国全体の水銀フローから最終保管量を予測できることを開発目標とした。 

 

5）水銀廃棄物処分・保管時におけるリスク評価 

回収された余剰水銀や水銀含有廃棄物を具体的にどのように環境上適正に保管ないし処分するか

は今後の課題であり、例えば、スウェーデンEPA は余剰水銀の地中保管を処分方法として検討して

いる 23）。1000 年以上の環境安全な地中処分を目標に、放射性廃棄物の高深度埋設保管が水銀の地中

処分でも参考モデルとなると指摘している。ただし、余剰水銀の地中処分に許容される社会的コス

トを考慮した場合、より安価かつ環境安全な手法・技術が求められることは十分に想定される。 

そこで本研究では、地中保管施設を想定している放射性廃棄物の処分方法と異なり、現状に使用

されている埋立地で余剰水銀の埋立処分を行うことを想定し、リスクを計算した。このような地中

処分を実施した場合、水銀漏出に伴う生態系および人体（健康）へのリスクはどの程度か評価する

ことが本研究の目的である。水銀が環境中へ放出され、様々な場で物理的・化学的・生物学的反応

を経て人体曝露へ至るケースを想定し、そのリスクを評価するとともに、より精度の高いリスク評

価のために精査すべきモデルパラメータについて検討を行った。これらの成果を踏まえ、効率的か

つ現実的な水銀の埋立処分方法を本稿にて提案した。 
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第 2 章 研究方法 

2.1 有害金属の環境排出・廃棄物実態調査およびインベントリ・フローモデルの作成 

2.1.1 有害金属の環境排出量としてのPRTR 届出排出量の適用可能性検討 

 有害金属の環境排出量に関して、我が国では化学物質排出移動量届出制度（Pollutant Release and 

Transfer Register、以下PRTR 制度）によって継続的に取りまとめられる情報も存在する。有害金属

の環境排出量データの継続的な整備を効率的に行っていくためには、このような既存施策によるデ

ータの活用を視野に入れることも重要である。前述の推計事例 5,6)でも一部の排出源を除いて PRTR

データを環境排出量として適用している。 

ただし、PRTR 制度における各事業所からの届出排出量はその算出方法によって環境排出量とし

ての適用可能性が異なること、年間取扱量や従業員数などの届出要件の存在によって届出排出量は

環境排出量として過小になっている可能性があることなどから、PRTR データの活用にあたっては

データの特徴を個別に把握した上で活用可能性を議論しておく必要がある。 

そこで本節では、Cd、Pb、Hg の PRTR 届出排出量について、その算出方法による届出データの

特徴を整理した上で、いくつかの業種を対象としたアンケート調査によって届出排出量算出方法等

の実態を把握し、PRTR データの環境排出量としての適用可能性を考察した。Hg については過去の

研究 24)においてPRTR データが環境排出量として著しく過小であることは報告されているが、その

要因を考察するという意味においてアンケート調査の対象に加えた。 

1) 算出方法によるPRTR 届出排出量の特徴 

 届出排出量の算出方法は化管法施行規則（第 2 条）において 5 つの方法が定められている。事業

者においては、排出ポイントの数や種類、特徴、排出濃度レベル、排出量や濃度の変動などを考慮

して、より確からしく透明性が高い算出結果が得られると考えられる方法またはその組み合わせを

その中から選択、使用することとなっている。ここではそれぞれの算出方法についてその原理をふ

まえて、環境排出量としての適用可能性の観点から算出された届出排出量の性格を整理した。 

2) PRTR 届出排出量算出方法等の実態アンケート調査 

 Cd（物質番号 75（政令改正前 60）「カドミウム及びその化合物」）、Pb（物質番号 304「鉛」およ

び 305「鉛化合物」、政令改正前は 230「鉛及びその化合物」）、（物質番号 237（政令改正前 175）「水

銀及びその化合物」）の届出排出量（大気）の届出について下記のとおりアンケート調査を実施した。

その結果に基づいて、環境排出量としてのPRTR 届出排出量の適用可能性を考察した。 

PRTR 届出排出量の多い業種を中心に、原料等の不純物に由来する排出または原料としての有害

金属の使用が想定される工程を持つ業種を調査対象業種として選定した（表 2.1.1）。各業種につい

て、関連団体の会員リストや各団体へのヒアリング、PRTR 届出情報等をもとに主要事業所をリス

トアップして調査対象事業所とした。業種ごとの調査対象物質と調査票の発送回収状況は表 2.1.1

に示した。 

アンケートでは、PRTR 制度の届出に係る対象有害金属の取扱量の把握方法、届出排出量の算出

方法、過去における算出方法の変更有無、（届出をしていない事業所については）届出をしていない

理由と排出量の把握状況、主要製品の生産量実績などについて質問した。調査票は郵送で発送（希

望する事業所には電子ファイルでも送付）し、回答は郵送、FAX、電子メールのいずれかで回収し

た。調査は 2013 年 3 月～2014 年 2 月の間に複数回にわけて実施した。 
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表 2.1.1 PRTR 届出排出量算出方法等の実態アンケート調査の対象 

調査対象業種 

（PRTRにおける業種） 

関連団体 調査対象物質 調査対象事

業所数(*1) 

回答事業

所数(*1) 

回答

率 Cd Pb Hg

非鉄金属製錬 

（非鉄金属製造業） 

日本鉱業協会 ○ ○ ○ 28 (14) 

(*2) 

20 (9) 71%

溶融亜鉛めっき 

（金属製品製造業） 

（一社）日本溶融亜鉛鍍金協会 ○ ○  111 (53) 31 (21) 28%

蓄電池製造 

（電気機械器具製造業） 

（一社）電池工業会 ○ ○  14 (3) 10 (10) 71%

蛍光ランプ製造 

（電気機械器具製造業） 

（一社）日本照明工業会 

（旧（一社）日本電球工業会）

  ○ 17 (14) 15 (3) 88%

化学工業 － ○ ○  45 (45) 29 (29) 64%

輸送用機械器具製造業 －  ○  28 (28) 19 (19) 68%

*1 括弧内は少なくとも調査対象金属のいずれかについて排出量の届出がある事業所の数。 

*2 一部、日本鉱業協会会員以外の企業の事業所（主に二次製錬）を含む。 

 

2.1.2 環境排出を考慮した有害金属のマテリアルフロー・ストック推計 

 Cd およびPb の環境排出を含めたマテリアルフローデータの推計は、既存推計 5,6)の推計モデルを

ベースとしながら背景・目的の章で挙げた課題点に関して修正を加えた。なお、推計モデルの改善

のために本研究で推計方法の修正や追加を実施した主な点は下記のとおりである。 

・前述の実態調査結果をふまえ、活動量あたり届出排出量を適用して届出のない主要事業所の排出

を含めた値を拡大推計した（非鉄金属製錬、蓄電池製造、溶融亜鉛めっきを対象に実施）。 

・使用年数・台数収支モデル 25)を用い、使用済み製品（特にブラウン管や鉛蓄電池など）のストッ

クや使用済み発生量の推計を精緻化し、近年の生産や需要減少をふまえた最新データを推計した。 

・一般廃棄物焼却からの大気排出量の推計を実測に基づく排出係数を用いた方法に修正した。 

・廃棄物・副産物の有効利用に伴うフロー量を追加推計し、これに伴って最終処分量も修正した。 

 

2.1.3 マレーシアにおける水銀排出実態調査 

 マレーシアの水銀排出インベントリ作成は、現地調査と文献調査、ヒアリングから成る。 

現地調査では、都市ごみ焼却施設および石炭火力発電所それぞれ 1 施設においてポータブルの水

銀連続分析計（日本インスツルメンツ株式会社：WLE-8+EMP-2）にて燃焼排ガス中の水銀濃度測

定を行った。入手した固形残さのサンプル中水銀については、帰国後、大学内の加熱気化全自動水

銀測定装置（日本インスツルメンツ株式会社：MA-2000）により分析した。分析結果より、燃焼物

の都市ごみおよび石炭に含まれていた水銀量を推定し、Toolkit の設定値および日本の調査データと

比較して考察した。この値の妥当性を確認するため、別の都市ごみ系焼却施設にて同様の排ガス測

定を行った。また、過年度の調査からセメント施設が一つの大きな排出源であることが推測された

ため、マレーシア産の石灰石について地質学者の協力を得て、入手し、MA-2000 により石灰石中の

水銀濃度を分析し、セメントからの排出推定値と比較評価した。 

これらのデータとともにマレーシア環境省による調査報告書 26）および各種統計から得られた活

動量データおよびヒアリング情報から、主として 2010 年の各排出源からの排出ポテンシャルおよび

大気への排出量（排出インベントリ）の推計を行った。推計方法は次のとおりである。排出源は統
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計値があった燃焼部門 6 項目（石炭、石油、天然ガス、一般廃棄物、医療廃棄物、石油精製）、製造

部門 8 項目（非鉄金属（鉛）、金採掘、小規模金採掘、セメント、鉄鋼、パルプ、石灰石、バイオマ

ス発電）、その他 1 項目（火葬）、意図的排出（水銀含有廃棄物 7 品目）を調査対象とした。各項

目についてその活動量を調べ、活動量に排出係数を掛けることにより、排出ポテンシャルを求めた。

排出係数は上記の実測データに基づく計算値や UNEP の Toolkit20）に示されているもので推計した。

また、大気への分配率についてはUNEP Toolkitから、総括排出係数については実測データもしくは

ヒアリング情報からの値を用いて、最終的に大気への水銀排出量を求めた。 

 

2.2 水銀回収量推計の精緻化 

2.2.1 意図的水銀添加製品系廃棄物の実態、収集・回収システム 

2.2.1.1 日本における水銀フローの把握 

1）対象範囲 

本研究では、2000～2003 年（年単位）の水銀フローに関する既存研究 27,28)に対して、2010 年の状

況までアップデートを行った。システム境界は日本とし、製品に使用される水銀を主たる対象とし、

日本への輸入のための国外生産および日本から国外への輸出のための国内生産も対象範囲に含めた。

なお、製造プロセス等からの廃棄物や石炭火力発電のように不純物として水銀を含む製品、自然由

来発生源、埋立地や自然環境中等のストックは対象としていない。製品のライフサイクルは 4 段階、

つまり、原材料、製品（生産～販売）、製品段階（使用～廃棄）、廃製品段階に分け、各段階の流出

入および滞留に関わる係数を定めて主に製品ごとに推定を行った。過去の研究からの改善点として、

①原料段階で、「再生水銀（出荷）量」を設定し、流出入をバランスさせ、②HID ランプも対象製

品に追加した。なお、廃製品段階については、大きな変化はないと考えられることから、更新して

いない。 

2）係数の設定 

（1） 原材料段階 

回収量、国内需要量および在庫量については、鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計 29)に、輸出入量に

ついては貿易統計 30)に基づき、以下の修正を加えた。 

・ 後述の製品段階（生産～販売）において、製品内訳ごとに国内生産量が把握できた製品分類

については国内需要量内訳をその値に補正した。ただし蛍光管に使用する水銀については、

鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報 29)に含まれていないとされる 31)ため、電気機器等とも別

分類と考え加算した。 

・ 回収量について、書面によるヒアリング調査を行ったリサイクル業者の報告量 7)を下回る年

はその報告量を加算した。 

・ 統計上の分類を設定したインベントリへ統廃合し、上記のような補正を加えた後、最後に需

要供給バランスを在庫量で調整した。 

（2） 製品段階（生産～販売） 

各製品の流出入および滞留については、基本的に公表された統計値に基づいたが、蛍光管につい

ては、以下のように推定・修正を加えて個数を算出し、それに水銀推定含有量を乗じた。表 2.2.1

に推定に用いた値を示す。ここで、BL は蛍光管バックライト、TV は液晶テレビ、PC は液晶パソ

コン（デスクトップ・ノートブック型）、モニターはパソコン用液晶ディスプレイモニターであり、

以下、これらの略称を用いる。 
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表 2.2.1 製品段階（生産～販売）の係数推定に用いた値 
製品 x：輸入品直接販売率 在庫量の仮定方法 Hg 含有量(mg/個) 

BLを除く蛍光管       

直管形40W 50% 

- 10※1 

直管形20W 50% 

環形 50% 

その他 50% 

BL 0% 

BL製品（TV） 70% 
- 

150※2 

BL製品（PC） 50% 50※2 

BL製品（モニター） 90% BL 製品(PC)の在庫/生産比に同値 60※2 

X 消費者が直接輸入元から購入する可能性を判断し、また収支に矛盾ないよう設定 

※1 1 本あたりの水銀封入量 32)   ※2 筆者らが廃製品を解体した結果等より推定（本数×10mg32)） 

 

・ 機械統計 33)は、一定規模以上の国内企業を対象として、製品動態の推定を行っているが、貿

易統計 30)における輸入製品の中には、機械統計対象外の企業に出荷され、販売されるものも

あると考えられる。そこで、その割合を x %として、ある t年における各係数を次式の通り推

定した。また、機械統計において生産量のみが明らかなもの、もしくは関係業界へのヒアリ

ングにより生産量データが得られたものについては、在庫量を仮定し、同様の推定を行った。 

SST = stt-1 

DP = pt - (1-x/100)･it 

FP = it 

DS = st - et + (x/100)･it 

FS = et 

EST = stt 

・ BL については、製品に内蔵された形でも流通しており、BLの主要な用途と考えられるTV、

PC、モニターの 3 品目について、それらに伴う BL のフローも推定対象とした。また、その

他のBL使用製品は、BL国内販売総量とこれら 3 品目の国内生産量との差とした。 

 

（3） 製品段階（使用～廃棄） 

国内販売量と購入量が等しいと考え、その購入は買い替えであると仮定すると、毎年国内販売量

と等しい量が排出されることになる。 

 

2.2.1.2 病院等における保有・退蔵調査 

表 2.2.2 に示す通り、病院・診療所、歯科医院の電話番号が掲載されているデータベースより、無

作為に抽出し、FAX アンケートの依頼を電話で行った。回答を検討してみるとの電話回答が得られ

たところに対して FAX 番号を教えてもらい、調査票を送信した。国内にある病院・診療所は約 10

万件、歯科医院は 6 万 8 千件ある。データベースには、病院・診療所が 1 万 8 千件にとどまるが、

歯科医院は 6 万 7 千件とほぼカバーしている。病院・診療所を 200 件、歯科医院 200 件を送付数の

目標とした。400 件以上をリストアップし電話にて依頼をしたが、拒否するところもあり、送付数

は病院・診療所が 177 件、歯科医院が 157 件となった。ただし、病院については目標の数を送付し、

SST：年初在庫  pt：機械統計における生産量 

DP ：国内生産  st：機械統計における販売量 

FP ：国外生産  stt：機械統計における在庫量 

DS ：国内販売  et：貿易統計における輸出量 

FS ：国外販売  it ：貿易統計における輸入量 

EST：年末在庫 
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診療所や歯科医院については、全府県について少なくとも目標の半数以上に送付数を確保した。回

答数は病院・診療所が 74 件、歯科医院が 71 件であり、回答率は送付数の 30～50％であった。 

調査内容としては、病院・診療所に対しては水銀式体温計、血圧計、マーキュロクロム液、歯科

医院に対してはアマルガムを対象に、使用（過去も含む）・保管・退蔵実態、今後の処理に関する質

問を行った。 

 

表 2.2.2 調査対象を選定するために利用したデータベースと依頼・回答数等の関係 

  全 数 DB件数 依頼数 目標送付数 送付数 回答数 回答率 
病院 8,794 4,949 105 57 63 22 34.9%
診療所 99,083 13,016 295 143 114 52 45.6%
病院+診療所 107,877 17,965 400 200 177 74 41.8%
歯科医院 67,779 67,337 413 201 157 71 45.2%
出典 Ｈ21地域医療基礎統計 ワムネット           

※回答率は、送付数に対する回答数の割合である。 

 

2.2.1.3 台湾における蛍光管回収システム調査 

日本において、現在流通している主要な水銀含有製品は蛍光管であるが、回収・リサイクル率は

3～4 割程度にとどまっている。それに対し、台湾は約 8 割以上の回収率とのことであり、その回収・

リサイクルシステムについて、次の通り、ヒアリング調査および視察を行った。 

・ 訪問日：2012 年 3 月、2013 年 12 月 

・ 訪問先 

① 蛍光管製造プラント（ブランド名：東亜光電、会社名：中国電器）陳氏、葉氏、韓氏（顧問） 

② SRTI（Sus Recycling Technology Inc）蘇氏（理事長）ら 

③ 蛍光管リサイクル会社（中台資源科技有限会社） 葉氏、王氏 

④ 台北科学技術大学 張添晉氏（院長） 

 

2.2.1.4 アジアにおける将来の蛍光管需要推計 

水銀の製品利用については、実態把握や将来需要予測が難しい。ここでは、水銀の需要や大気排

出が増加してきたアジア地域を対象に、将来的にも利用が続くと考えられる蛍光管について、その

需要を推計した。推計にあたっては、次のような仮定・手順を踏んだ。 

・ 日本において、統計データが得られる 1990 年から、需要が増加基調にある 2007 年までの蛍光

管の国内需要実績データをベースとして用いる（2008 年度以降は、経済状況の変化やLED 普及

などによりモデル化できるほどのデータがない）。 

・ 目的変数を 1 人あたり需要、説明変数を 1 人あたりGDP にした。照明環境水準の向上を経済発

展で説明することで単純化した。 

・ アジア各国（23 カ国）の 2030 年までの人口 34)およびGDP 予測値 35)を用い、指数回帰分析によ

り、将来の需要を予測した。 

アジア各国を経済水準が高く、かつ成熟経済に入ってしまった日本のデータで外挿することは簡

単ではないが、一つの試みとして算出した。 

 

2.2.2 産業系水銀含有廃棄物の処分・回収に関する基準 
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水銀を含む廃棄物の一つとして都市ごみ焼却飛灰を考え、模擬水銀廃棄物として都市ご

み焼却飛灰（ストーカー式焼却炉：A 工場のバグフィルタから採取）に水銀試薬を添加し

たものを用いた。水銀試薬は金属水銀、塩化第一水銀、酸化第二水銀、塩化第二水銀の 4
種類を使用した。含有率が 0.05%~5%になるように水銀試薬を添加した飛灰を液体キレート

剤（高分子重金属捕集剤：アッシュエース L-5000M：日立造船（株））によって処理した。

液体キレート剤を用いる薬剤添加処理は一般的な重金属溶出対策として行われているもの

である。液体キレート剤の添加量は金属水銀、塩化第一水銀、酸化第二水銀を添加した飛

灰については重量比で 5%、塩化第二水銀を添加した飛灰については 12.5%とした。これは

予備試験より、水溶性の塩化第二水銀の不溶化には相対的に多くの量の液体キレート剤が

必要であるとの結果が得られたためである。 
処理物の環告 13 号法による溶出試験を行い、埋立判定基準を満足するかどうかを評価した。

一部のサンプルについてはアメリカの TCLP 溶出試験、EU の prEN12457-4 溶出試験を実施し

た。また、キレート処理後 90 日間の溶出量の変化も調査した。基本的に 1 条件につき 2 サン

プル作成し、各サンプル 2 回ずつ測定して得た 4 つの値の平均値を結果としているが、90 日

間の溶出量の変化の調査では 1 条件につき 1 サンプルとし、2 回測定の平均値を結果とした。

検液は還元気化水銀測定装置(RA-2：日本インスツルメンツ株式会社製)で分析を行い、水銀

濃度を定量した。 
 
2.2.3 アジアにおける余剰水銀量の将来推計 
2.2.3.1 地域 

基本的な推計方法は、Maxson によって行われた手法にならうこととした 14)。まず、アジア

の範囲としては、東アジア・東南アジアがブルネイ、カンボジア、中国、北朝鮮、インドネ

シア、日本、ラオス、マレーシア、モンゴル、ミャンマー、パプアニューギニア、フィリピ

ン、韓国、シンガポール、タイ、ベトナムである。南アジアはアフガニスタン、バングラデ

ッシュ、ブータン、インド、モルジブ、ネパール、パキスタン、スリランカである。さらに、

この報告書の中では、中国とそれ以外のアジアという分け方がなされている。これは中国の

みがアジアでは水銀の一次鉱出を行っており、水銀使用量も最大であることによる。次の仮

定をおいて、水銀の使用量、回収量を試算した。 
1） 中国 
・水銀の供給源は、製品リサイクルからの回収水銀、塩化ビニルモノマーの廃触媒からの回

収水銀（回収率 47％）、非鉄金属製錬業からの回収水銀である。クロロアルカリプラントか

らの回収物について供給から除外した（後述する）。 
・水銀の一次鉱出については、条約第三条 4 より、15 年間の採掘許可があるため、2030 年ま

で採掘するものと仮定した。したがって、一次鉱出量は USGS の水銀データベース 36)から過

去 5 年間の生産量と 2030 年を 0 として、線形的に減少すると仮定して、線形予測式をたて、

各年度の生産量に割り当てた。 
・中国国内のみを考えた場合、余剰水銀を生み出すようになった場合、保管に回る。 
・2010 年のデータについては文献等からアップデート可能なものについては最新データを用

いた 37-40)。 
2） 他のアジア 
・各国間での水銀の輸出入はありうるとした。 
・中国からの以外の金属水銀の輸入の有無はシナリオにより考慮した。 
・アジア以外への水銀の輸出はないとした。 
・地域が余剰水銀を生み出すようになったとき、保管に回る。 
・ASGM については、MercuryWatch によりアップデートした 40）。 
 
2.2.3.2 各製品および製造工程での水銀使用量および水銀回収量の設定 
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 本設定は、Maxson の設定 14)と条約により新たな制約条件となったことを考慮した 41)。なお、

Maxson の設定は、UNEP における水銀含有製品のパートナーシップにおけるビジネスプラン

および UNEP の水銀に関する供給、貿易、需要情報のサマリーにおける水銀削減シナリオに

基づくものである 14)。 
1)製造工程 

水銀化合物を使用する製造工程として、人力小規模金採掘（ASGM）、VCM、クロロアルカ

リについて考えた。各条件については下記のとおりである。 
(1) ASGM 

2020 年までに 2010 年ベースの 50％に削減、その後、毎年 5％減と想定した。 
(2) VCM 

条約附属書 B の一つのオプションとして、2010 年から 2020 年までに半減。その後 2030
年で全廃するとした。廃水銀触媒からの回収率は 47％と設定した。 
(3) クロロアルカリ 

条約附属書 B に従い、2025 年までには全廃とした。インド以外は 2015 年、2020 年、2025
年の 3 回に分けて廃止とした。インドは先行しているとの情報から 14)、2015 年、2020 年で全

廃とした。また、条約第三条 5(b)よりクロロアルカリより回収される水銀は保管（需要を満

たすことはない）に回るものとし、他の用途へ使えないものとした。 
2)製品への水銀使用量の設定 
(1) 電池 

2005 年ベースから 2015 年までで 75％削減を目標とした。2010 年の数値があるので、2010
年~2015 年まではその目標値までを線形で補間した。条約にも記載されているため、2020 年

までに 2015 年レベルから半減させた。その間、線形補間した。以降、2020 年レベルから毎

年 5％減とした 
(2) 歯科アマルガム 

2005 年ベースから 2015 年までで 15％削減を目標とした。条約にも記載されているため、

2020 年までに 2015 年レベルから半減させた。その間、線形補間した。以降、2020 年レベル

から毎年 5％減とした 
(3)計測機器等 

2005 年ベースから 2015 年までで 60％削減を目標とした。条約にも記載されているため、

2020 年までに 2015 年レベルから半減させた。その間、線形補間した。以降、2020 年レベル

から毎年 5％減とした 
(4）蛍光灯 

2005 年ベースから 2015 年までで 15％削減を目標とした。2010 年の数値があるので、2010
年~2015 年まではその目標値までを線形で補間した。条約にも記載されているため、2020 年

までに 2015 年レベルから半減させた。その間、線形補間した。以降、2020 年レベルから毎

年 5％減とした。 
(5)電気機器等 

2005 年ベースから 2015 年までで 55％削減を目標とした。条約にも記載されているため、

2020 年までに 2015 年レベルから半減させた。その間、線形補間した。以降、2020 年レベル

から毎年 5％減とした。 
(6）その他 

2005 年ベースから 2020 年までで 25％削減を目標とした。以降、2020 年レベルから毎年 5％
減とした。 
 
3)水銀回収量の設定 
 回収量においては、Maxson の報告書でも日本とそれ以外の地域で違う設定がなされている。

今回の試算では、日本のデータについては独自のデータを利用した 1)。回収プロセスの大き

なものとしては、非鉄金属製錬からの回収があるが、基本的には亜鉛製錬からの回収量を試
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算した後、他の鉛、銅、金などの製錬は合わせて亜鉛製錬の一律 25％相当という設定をして

いる。なお、日本については亜鉛とその他の金属を分けずに回収量のデータがあること、お

よび、過去の研究代表者らの調査で非鉄金属製錬の活動量は日本においては変化がないと推

測されたことから、一定の回収量（36 トン）とした 42)。 
 中国においては、亜鉛製錬からの大気への水銀排出量の報告値が 40 トン/年程度で施設で

の排ガス中水銀の除去率が 90％程度との報告があることから 43)、実際の亜鉛製錬に流入する

水銀は 400 トン程度と見込まれたが、Maxson の試算では大規模で回収されるであろう水銀の

みを対象とし、2010 年で 129 トンとの設定を行っていたが、実際はそれ以上であると考えら

れた。したがって、2010 年では 200 トンと仮定し、その後、10 年間のうちにプラントの水銀

回収率が 10％ずつ上昇して水銀が回収されていくと仮定した。また、亜鉛の生産量は世界的

な増加から、年率 2％ずつ上昇するものとして 44)、連動して水銀も増加すると仮定した。 
 日本、中国以外のその他アジアについては、Maxson が設定していた 2010 年～2050 年の値

を基本的に使用することにした。なお、Maxson の報告書には 5 年ごとの値しか掲載されてい

ないことから、線形補間して、各年の値を求めた。プラントの水銀回収率の設定は中国の場

合と同様とした。 
 製品からの回収については、日本においては環境省推計からの独自の値を用いた 1)。また、

他国については、製品からの回収率は Maxson の設定にならい、2010 年時点では 5％で、2020
年までには 10％、2040 までには 25％と設定し、その間は線形補間した。 
 以上より、各年の水銀供給量、使用量、回収量を算出して、余剰水銀量がどの程度発生す

るかを試算した。 
 
2.3 金属水銀の安定化技術の開発・評価 
2.3.1 安定化実験 
 転動型ボールミル・気相合成の 2 つの方法で

金属水銀の硫化を行い、それぞれの生成物を回

収した。なお使用した試薬は、金属水銀・特級

99.5％(購入先：和光純薬工業)と粉末硫黄・98％
(購入先：ナカライテスク)である。なお、先行研

究事例として研究代表者らが行った遊星ボール

ミルとの結果と比較するため、ここでは簡単に

遊星ボールミルによる方法も記述する。 
 
2.3.1.1 転動型ボールミル 
 転動型ボールミルは遊星ボールミルと同様、

密閉容器に試料とボールを入れ、混合撹拌す

ることで試料を粉砕・反応させる装置である。

容器に与えるのは自転運動だけなので、遊星

ボールミルと比べて衝突のエネルギーは小さ

いが、装置の構造は単純である。本研究では

金属水銀と粉末硫黄を同一容器に入れ、小型

ボールミル回転架台(AV-2：アサヒ理化製作所

製)に載せて自転運動を与え、内部を混合撹拌

し反応させた。反応条件を表 2.3.1 に示す。 
 
2.3.1.2 気相合成 
 気相合成は複数の試料を気体状態にして混

合し、反応させる方法である。気相合成法を

用いた硫化による水銀安定化はドイツのリサ

縦型管

プログラ ム

コ ント ローラ

( 温度制御装置 ) ピラ ニー真空計

酸素分圧計

露点計

ロータ リ ー

ポンプ

ブルド ン真空計

ガス入力口 ガス出力口 はコ ッ ク を表す

ヒ ータ ー

冷却用

フ ァ ン

採光窓

観察窓

図 2.3.1 電気炉および周辺装置の概観 

表 2.3.1 転動型ボールミルの反応条件 

 

水銀投入量(g) 60.00
硫黄投入量(g) 10.08

水銀と硫黄のモル比 Hg：S=1：1.05
ボール径(mm) 19.04
ボール材質 ステンレススチール

ボールの個数(個) 29
回転速度(rpm) 220
反応時間(時間) 2～12、30～36
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イクル業者である DELA17) やアメリ

カの水銀リサイクル業者である

Bethlehem Apparatus18)が用いている

が、この手法について反応条件を変

化させた場合における生成物の性質

の変化などに関する知見は少ない。

本研究では金属水銀と粉末硫黄を

別々の容器に入れ、ステンレス製の

管(真空チャンバー)に封入した。そ

の後真空引きを行い、管を加熱して水銀と硫黄の気化・混合を行った。装置の概観を図 2.3.1
に、反応条件を表 2.3.2 に示す。 
 
2.3.1.3 遊星型ボールミル 
 遊星型ボールミルは密閉容器に試料と粉砕用のボールを入れ、容器に自転運動と公転運動

を同時に与えることで試料とボールの衝突を引き起こし、短時間で試料を粉砕・反応させる

装置である。本研究では金属水銀と粉末硫黄を同一容器に入れ、遊星ボールミル

(purverisette-6：FRITSCH 社製)で混合撹拌を行うことで反応させた。なおボールの個数は、消

費エネルギーの測定結果から、ボールのエネルギーが最も大きくなる個数を選択した 16)。 
 
2.3.2 生成物の性質評価 
 生成物からの水銀の溶出性・揮発性および生成物の結晶性を確認するために、それぞれ 46
号溶出試験・ヘッドスペースにおける水銀濃度の測定・粉末 X 線回折分析を行った。 
 
2.3.2.1 環境庁告示 46 号溶出試験 45） 
 生成物からの水銀の溶出性を評価するため、平成 3
年の環境庁告示 46 号で定められた方法による溶出試験

(以下、46 号溶出試験)を行った。この告示は土壌の汚染

に係る各物質の環境基準やその測定方法を定めるもの

であり、総水銀の環境基準は0.5μg/Lと定められている。

46 号溶出試験により作成した検液は還元気化水銀測定

装置(RA-2：日本インスツルメンツ株式会社製)で分析を

行い、水銀濃度を定量した。 
 
2.3.2.2 ヘッドスペースにおける水銀濃度の測定 
 生成物から大気中への水銀の揮発性を評価するため、

生成物上部の気体(ヘッドスペース)における水銀濃度

の測定を行った。水銀揮発量の基準としては、EU で受

入基準として水銀蒸気圧 3μg/m3 以下が提案されている。

測定では図 2.3.2 に示すように、生成物 10g をガラス瓶

の底面に一様に敷き詰め、コック付きテフロンチューブを通したゴム栓で蓋をした装置を使

用した。この装置を一定温度・湿度 60％にて安定させておいた恒温恒湿槽に入れ、装置のチ

ューブを形態別水銀連続分析計(MS-1A/DM-6B：日本インスツルメンツ株式会社製)に繋げて

3 時間連続分析を行った。こ

の分析計はガス中の水銀を

Hg0 と Hg2+の形態別に測定す

ることができ、それぞれにつ

いて 3 時間測定した平均値を

測定値とした。 

表 2.3.2 気相合成法の反応条件 

図 2.3.2 ヘッドスペース 
試験装置 

X線 Cu-Kα1/40kV/20mA 受光スリット 0.3mm

ゴニオメータ 広角ゴニオメータ 走査モード 連続
試料ホルダ ニッケル スキャンスピード 2deg/sec
発光スリット 1deg スキャンステップ 0.02deg
散乱スリット 1deg 走査範囲 20-60deg

表 2.3.3 XRPD の測定条件 
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2.3.2.3 粉末 X 線回折分析(XRPD) 
生成物を同定し結晶性を評価するため、粉末 X 線回折(X-Ray Powder Diffraction；XRPD)に

よる分析を行った。装置は粉末 X 線回折装置(RINT-UltimaPC：株式会社リガク製)を使用し、

表 2.3.3 に示すような測定条件で生成物質の組成および結晶化の度合いを計測した。 
 
2.4 水銀マテリアルフローツールキットの開発 
2.4.1 Vensim ソフトウェア 

Vensim は System Dynamics (SD)ツールのひとつであり 46）、産業セクターで用いられる燃料

や原料中水銀量、各種製造プロセスから自然界に排出される大気、水、土壌への排出量、さ

らに製品あるいは廃棄物としての循環量などを「単純な矢印」で結びつけることにより視覚

的にモデリングでき、どんな水銀除去装

置をどの産業セクターの製造プロセス

に組み込んだ場合に水銀削減効果が高

いのかを予測できる。本研究ではシステ

ムダイナミックスソフトウェアの

『Vensim PLE』（無料）と『Vensim DSS』
（有料）を用いた。Vensim ソフトウェア

の特徴を表 2.4.1 に示す。 
 
2.4.2 対象排出源 
 ここでは環境省の水銀大気排出インベントリ 1）が対象とした排出産業セクターをモデル化

を行った。各産業セクター（石炭火力発電および石炭産業用ボイラ、石油火力、石油精製、

製鉄、非鉄、製紙、セメント、石灰石、廃棄物、汚泥廃棄物、産業廃棄物）のうち例示とし

て石炭セクターとセメントセクターについての Vensim マテリアルフローを図 2.4.1 および図

2.4.2 に示す。 
 
2.4.3  使用項目 

各原料は 2002-2010 年までの年度別生産量・消費量 47)、それらを産業別の活動量として、

水銀含有率、水銀含有量、廃棄物と製品製造の水銀含有量および水銀の輸出入量、土壌排出

割合、河川・海洋排出割合、副原料化、埋立、再利用、焼却割合を入力あるいは関数として

を使用している。また 産業セクターの各製造プロセスで用いる低減装置の種類と低減率、

また各プロセスでの使用装置データを別途与えた。 

 

1. プログラミングが不要 
2. EXCEL 関数が使用可能 
3. 年度変化（将来予測）が可能 
4. 簡易フローチャートの作成とループ計算が

可能 
5. 無料のシステムダイナミックソフトウェア 

表 2.4.1  Vensim の特長 
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図 2.4.1 石炭火力発電および石炭産業用ボイラ 
 

 
図 2.4.2 セメント製造 

 
2.4.4 計算手順 
 マテリアルフローモデルを作る手順は、大きくは 3 つのステップがある。最初のステップ

は対象となる 各産業セクターの製造プロセスの水銀フローを描く(図 2.4.1、2.4.2)。2 番目の

ステップは全体としての水銀の移動先へのフローを描く。図 2.4.3 に例を示す。図中の

“Industrial sector database”、“活動量(Activity)”、“大気(Air)”等の中に最初のステップの各セク

ターで使用される燃料・原料中の水銀量、生産量、大気排出量等が組み込まれ積算される。

ここまでは「お絵描き」である。 
 

図 2.4.3 水銀マテリアルフローの全体図（Level-1） 
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 3 番目のステップ(Level-3)は、各セクターの水銀物質収支に関わる生産量・消費量、水銀濃

度、排出係数等の各種統計データを参照して、入力データベースを作成する。このデータベ

ースに EXCEL を用いてリンクする場合には Vensim DSS（有料版）を購入する必要がある。

後から車などの移動発生源を加える場合には 2 番目のステップの“大気（Air）”に直接追加す

ればよい。第 1 ステップの各セクター別フローは第 2 階層(Lebvel-2)に、それらを集約したフ

ローが第 1 階層(Level-1)に、入力データベースは第 3 階層(Level-3)にあると考えればよい。第

2 階層には各セクター別フローとは別に、各種水銀除去技術に関するフローも入っている。

図 2.4.3 中の“低減割合データベース(Reduction rate database)”は各セクターの各種水銀除去技

術フロー（Level-2）と第 3 階層の入力データベース（Level-3）ともリンクしている。蛍光灯、

水銀ランプ、電気スイッチ、圧力計、温度計、歯科用アマルガム等の“製品製造データベース

(Product database)”も各々の製品の廃棄量に関する第 2 階層のフローおよび第 3 階層のデータ

ベースとリンクしている。また、マテリアルフローモデルでは図 2.4.4 に示すような石炭火力

発電セクターからの水銀含有飛灰がセメント製造セクターに移動する場合のフローが重要で

あり、図 2.4.3 では飛灰を“副原料（Auxiliary material）”として扱っている。セメントに移動

するリサイクル廃棄物も同様である。 
 
         
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.4.4 石炭飛灰がセメント製造施設に移動する場合の水銀移動を Vensim で表現 
 
2.4.5 鉛、カドミウムのマテリアルフロー 
 Pb と Cd のマテリアルフローを、当初、水銀のマテリアルフローをベースに構築する予定

でいたが、非鉄金属製錬の移動工程、地金の輸出入に加え、Pb ではバルブ、はんだ、塩化ビ

ニル、バッテリ（蓄電池）、硬鉛鋳物、ブラウン管、鉛管板、Cd ではニカド電池、両者に関

わる顔料、亜鉛メッキ、黄銅棒など製品側へのフローと廃棄時のフローなど、Vensim で作成

した水銀マテリアルフローにさら

に「製品製造フロー」(Level-2)と「製

品製造データベース」（Level-3）を

充実させる必要があることがわか

った。そこで、「2.1 有害金属の環境

排出・廃棄物実態調査およびインベ

ントリ・フローモデルの作成」と連

携して、Excel ベースのマテリアル

フローを Vensim に移行させるよう

試みた。例えば、図 2.4.5 は Pb を含

むバッテリーのマテリアルフロー

であり、図 2.4.6 はバッテリー車載

の自動車のマテリアルフローであ

る。これらを「製品製造フロー」

(Level-2)に組み入れた後、全体の

マテリアルフロー（Level-1）で環

境への排出量を計算することに

図 2.4.5 バッテリーが含有する鉛のマテリアルフロー 
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なるが、本研究では各マテリアルフローの適正を確認するにとどまった。Excel ベースのマテ

リアルフローは「有害金属の環境排出・廃

棄物実態調査およびインベントリ・フロー

モデルの作成」を参照されたい。 
 

2.5 水銀の環境動態モデルの構築 
2.5.1 水銀の環境リスクの考え方 
 埋立処分された水銀が何らかの原因によ

って環境中へ放出され、最終的に湖沼や海湾

へ至り、そこで魚介類へ濃縮される。水銀が

濃縮された魚介類を人間が摂取することで

水銀に曝露されるとする。この水銀曝露量が

WHO によって報告されている水銀の耐用

摂取量（1.6 μg/kg/week）を超える場合に、

水銀の環境リスクが無視できないと評価

する。環境リスクの大小を定量的に評価するため、本モデルでは水銀曝露量が耐用摂取量を

超えるまでの時間をリスク顕在化時間（Negligible risk time）と定義し、リスク顕在化時間の

大きさで環境リスクを定量的に評価することとした。 
 
2.5.2 水銀の環境動態モデルの考え方 
 水銀は硫化水銀（HgS）の形態で埋立地に埋立処分される。水銀用の保管容器は腐食のた

め、水銀が直接、環境中に放出可能な状態になっているとする。埋立地内部で環境中へ放出

された水銀は埋立地から大気、表流水、地下水へと移動し、やがて半閉鎖水域（湖沼など。

以後、湖沼とする）に到達する。これらの移動中、および湖沼内にて水銀は物理的、化学的、

生物学的反応を受ける。水銀種（酸化水銀（Hg2+）、

メチル水銀（HgMe）、金属水銀（Hg0））のうち、

湖沼にてメチル水銀は生物濃縮され、魚介類へ濃

縮される。魚介類の一部は人間に摂取され、水銀

は人体へと至る。 
 よって、環境動態モデルは①埋立地内での水銀

の移動および形態変化、②地下水での移動および

形態変化、③表流水での移動および形態変化、④

大気中での移動および形態変化、⑤湖沼内での移

動および形態変化、⑥水銀摂取量の評価、の計 6
個のプロセスからなる。これを図 2.5.1 に示す。 
 
2.5.3 水銀の環境動態モデルの詳細 
2.5.3.1 環境動態モデルの計算条件 
 埋立地は鉛直 1 次元、大気、地下水は水平 1 次元モデルとした。シミュレーションにおけ

る差分距離は埋立地で 10 cm、大気で 1.0 m、地下水で 31.7 m である。表流水はワンセルモデ

ルのため、差分距離はない。差分時間は埋立地、大気で 0.1 d（day）、地下水、表流水で 1 d
である。湖沼はワンセルモデルであり、差分時間は 1 yr（year）である。 
 
2.5.3.2 埋立地の設定条件 
 管理型埋立地とし、雨水は埋立地表面から浸透して下部の集水管へ移動し、埋立地外へ放

出される。また、埋立地から発生した気体（ガス）は埋立地表面および集水管へ移動し、埋

立地外へ放出される。埋立地内部は固相、液相、気相の三相であり、固相率はどの深さにお
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図 2.5.1 水銀の環境動態モデル 

図 2.4.6 自動車のマテリアルフロー（図 2.4.5
から続く） 
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いても 0.5 で一定とした。液相率および気相率は時間、深さによって変化し、液相率の変化

幅は 0.01～0.45 とした。（よって、気相率は 0.05～0.49 の間で変化する。） 
 埋立地は縦横 50 m×50 m、深さ 9 m の直方体とし、深さ 4～5 m の間に硫化水銀（HgS）が

埋立処分されている。よって、水銀層（厚さ 1 m）の上部および下部に 4 m の土壌層がある

サンドイッチ構造である。HgSの充填密度を 1.0 Mg/m3とした場合、埋立地への充填量は25 Mg
（25 トン）となる。 
 雨水は埋立地表面から内部へ浸透するが、浸透しきれなかった雨水の流出（run off）は考

慮しない。雨水は表面に留まり続け、埋立地表面の液相率の変化に応じて浸透するとした。 
 
2.5.3.3 埋立地内部の移動および形態変化 
1)水銀層からの水銀の溶出 
 硫化水銀（HgS）として埋立処分された水銀は、雨水と接触することでその一部が液相中

に溶解する。溶解した水銀は酸化水銀（Hg2+）として液相中を移動し、形態変化を経ながら

気相や固相へ分配される。埋立水銀層の表面近傍における酸化水銀濃度は硫化水銀の溶解度

と等しいとし、液相中の酸化水銀濃度と埋立水銀層表面での酸化水銀濃度（＝硫化水銀の溶

解度）との差に比例して水銀の溶解速度が決定されるとした。 
 
2)埋立地内での水分の移動 
 埋立地表面から浸透した水分は、埋立地内を不飽和浸透流れによって移動し、埋立地底部

の集水管へ到達する。この水分移動は鉛直方向への不飽和浸透流れとし、保存則より浸透流

速（U）と液相率は以下の式で表される。 
 

 
 
ここで ε は液相率（-）、U は浸透流速（m/d）、t は時間（d）、z は鉛直距離（z）である。 
不飽和浸透係数（K）は Van Genuchten 式で表すこととしたため、浸透流速は以下の式で記述

される。 
 
 
 
ここで K は不飽和浸透係数（-）、H は全水頭（m）、S は有効飽和度（-）である。εl、εl,min、εl,max

はそれぞれ液相率（-）、最小液相率（-）、最大液相率（-）である。α、m、n は Van Genuchten
パラメータであり、m=1-1/n の関係にある。Van Genuchten パラメータの α、n はそれぞれ 0.23、
1.48 の値を用いた。 
 
3)埋立地内での水銀の移動 
 埋立水銀層から溶出した酸化水銀（Hg2+）は、液相、固相および気相に分配されながら移

動していく。水銀は固相へ吸着するとともに、固相から液相への再溶出も生じる。固相表面

においては吸着平衡状態とし、吸着量と平衡濃度（＝固相表面での水銀濃度）には Langmuir
型の等温吸着式が成り立つとした。吸着および再溶出は固相表面での水銀濃度と液相中の水

銀濃度の差に比例してその速度が決定される。金属水銀（Hg0）のみ気相へ移行し、気相中を

拡散によって移動する。液相中の水銀は拡散、移流、固相への分配（吸着・再溶解）、気相へ

の分配（金属水銀の気化）によって移動する。 
 
4)埋立地内での水銀の形態変化 
 埋立地内の液相および固相において、生物学的反応によって酸化水銀（Hg2+）はメチル水

銀（HgMe）に（＝メチル化）、メチル水銀は酸化水銀に変化する（＝脱メチル化）。また、酸
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化水銀の一部は生物学的還元反応によって金属水銀（Hg0）に変化する。これらの形態変化は

すべて一次反応とした。 
 
5)埋立地内での水銀濃度変化 
 以上より、埋立地の液相、固相、気相での水銀濃度変化は次の偏微分方程式で表される。 
＜液相＞ 

 

 
 
ここで、CHg2、CHgMeは酸化水銀およびメチル水銀の濃度（μg-Hg/m3）、εLは液相率（-）、DHg2、

DHgMeは酸化水銀およびメチル水銀の拡散係数（m2/d）、U は浸透流速（m/d）、kMはメチル化

速度係数（1/d）、kDemは脱メチル化速度係数（1/d）、kredは還元速度係数（1/d）、ktransferは物質

移動係数（1/m2/d）、S は液相に接している固相表面積（m2/kg）、Cs,Hg2、Cs,HgMe は固相表面近

傍での酸化水銀およびメチル水銀濃度（μg-Hg/m3）である。 
 
＜固相＞ 

 

 

 

 
 
ここで、εSは固相率（-）、ρ_Soilは土壌密度（kg/m3）、qHg2、qHgMeは土壌への水銀吸着量（μg-Hg/kg）、
qmaxは最大水銀吸着量（μg-Hg/kg）、K は吸着平衡定数（m3/μg-Hg）である。 
 
＜気相＞ 

 
 
ここで、CHg0は気相中の金属水銀濃度（μg-Hg/m3）、DHg0は金属水銀の拡散係数（m2/d）であ

る。 
 
2.5.3.4 地下水での移動および形態変化 
1)埋立地からの水銀流入と地下水での移動 
 埋立地から液相経由で（＝集水管を通して）排出された水銀（酸化水銀（Hg2+）とメチル

水銀（HgMe））の 50％が地下水に流入すると想定した。地下水の流入断面積は 1.0 m2とし、

流速は 1.0×10-6 m/s、湖沼までの流下距離を 1.0 km とした。地下水での水銀の移動は、固相へ

の吸着ならびに固相からの再溶出、液相中での地下水流れによる移流である。固相率、液相

率はそれぞれ 0.5 である。埋立地と同様に、固相での水銀吸着量と平衡濃度（＝固相表面で

の水銀濃度）には Langmuir 型の等温吸着式が成り立ち、吸着および再溶出は固相表面での水

銀濃度と液相中の水銀濃度の差に比例してその速度が決定されるとした。また、地下水流れ

は飽和浸透流れとした。 
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2)地下水での水銀の形態変化 
 埋立地内と同様に、地下水での液相および固相において、酸化水銀（Hg2+）のメチル化、

メチル水銀（HgMe）の脱メチル化（＝メチル化）が起きるとした。酸化水銀の金属水銀（Hg0）

への還元反応については考慮しない。これらの形態変化はすべて一次反応とした。 
3)地下水での水銀濃度変化 
 以上より、地下水の液相、固相での水銀濃度変化は次の偏微分方程式で表される。 
＜液相＞ 

 

 
 
ここで、CHg2、CHgMeは酸化水銀およびメチル水銀の濃度（μg-Hg/m3）、εLは液相率（-）、U は

地下水流速（m/d）、kM はメチル化速度係数（1/d）、kDem は脱メチル化速度係数（1/d）、ktransfer

は物質移動係数（1/m2/d）、S は液相に接している固相表面積（m2/kg）、Cs,Hg2、Cs,HgMe は固相

表面近傍での酸化水銀およびメチル水銀濃度（μg-Hg/m3）である。 
 
＜固相＞ 

 

 

 

 
 
ここで、εSは固相率（-）、ρ_Soilは土壌密度（kg/m3）、qHg2、qHgMeは土壌への水銀吸着量（μg-Hg/kg）、
qmaxは最大水銀吸着量（μg-Hg/kg）、K は吸着平衡定数（m3/μg-Hg）である。 
 
2.5.3.5 表流水での移動および形態変化 
1)埋立地からの水銀流入と表流水での移動 
 埋立地から液相経由で（＝集水管を通して）排出された水銀（酸化水銀（Hg2+）とメチル

水銀（HgMe））の 50％が表流水に流入すると想定した。表流水の流量は 1.0×10-2 m3/s であり、

湖沼までの平均流下距離を 2.0 km とした。また、大気から地表へ乾性沈着した酸化水銀も表

流水へ流入するとした。表流水での水銀の移動では、固相への吸着は考慮しないため、表流

水による移流のみである。 
 
2)表流水での水銀の形態変化 
 埋立地内や地下水と同様に表流水での液相においても、酸化水銀（Hg2+）のメチル化、メ

チル水銀（HgMe）の脱メチル化（＝メチル化）が起きるとした。酸化水銀の金属水銀（Hg0）

への還元反応については考慮しない。これらの形態変化はすべて一次反応とした。 
 
3)表流水での水銀濃度変化 
 以上より、表流水の液相、固相での水銀濃度変化は次の常微分方程式で表される。 
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ここで、CHg2、CHgMe は酸化水銀およびメチル水銀の濃度（μg-Hg/m3）、kM はメチル化速度係

数（1/d）、kDemは脱メチル化速度係数（1/d）である。 
 
2.5.3.6 大気での移動および形態変化 
 埋立地表面および集水管から排出された金属水銀（Hg0）は大気へと放出される。大気中は

拡散によって移動し、オゾン酸化によって金属水銀が酸化水銀（Hg2+）へ形態変化するもの

とする。酸化水銀はただちに浮遊粒子に吸着し、地表へ乾性沈着するとした。地表へ沈着し

た酸化水銀は雨水によって表流水中へ移動する。本モデルでは、排出源（埋立地）から 10 km
を拡散移動するまでにオゾン酸化され、乾性沈着して表流水へ流入する水銀量を計算した。 
 金属水銀のオゾン酸化は金属水銀とオゾンの 1 次反応とし、これより大気中の水銀濃度は

次の常微分方程式で表される。 

 
 
ここで、CHg0は金属水銀濃度（mol/m3）、C03はオゾン濃度（mol/m3）DHg0は拡散係数（m2/s）、
koxiは酸化速度係数（m3/mol/s）である。 
 
2.5.3.7 湖沼での移動および形態変化 
1)湖沼の環境条件 
 湖沼面積は 62500 m2（250 m×250 m）、深さを 10 m、底質厚さを 10 cm とする。地下水と表

流水が湖沼へと流入し、湖沼水の一部は再び湖沼から流れ出る。このとき、地下水の流入断

面積は 1.0 m2とし、湖沼の平均滞留時間は 3.95 年とした。 
 
2)湖沼での水銀の移動 
 地下水および表流水から湖沼へ流入した水銀は、ただちに水相および固相（＝底質）へと

分配される。また、水相から固相への沈降および固相からの再溶出は常に生じており、これ

は絶えず水相／固相間の水銀分配係数が一定となるように移動するとした。水相の水銀の一

部は表流水の流出によって湖沼から排出される（＝水理学的希釈）。また水相中のメチル水銀

は生物濃縮によって魚介類へ濃縮されていく。なお、湖沼中での水銀マスバランスにおいて、

魚介類へ濃縮された水銀量を考慮していない。しかし、魚介類中の水銀量は水相および固相

の水銀量と比較して極めて小さいため、環境リスク評価に与える誤差は無視できることを注

記しておく。 
 
3)湖沼での水銀の形態変化 
 埋立地や地下水と同様に、湖沼での液相および固相において、酸化水銀（Hg2+）のメチル

化、メチル水銀（HgMe）の脱メチル化（＝メチル化）が起きるとした。酸化水銀の金属水銀

（Hg0）への還元反応については考慮しない。これらの形態変化はすべて一次反応とした。 
 
4)湖沼での水銀濃度変化 
以上より、湖沼の液相、固相での水銀濃度変化は次の常微分方程式で表される。 
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
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ここで、CHg2、CHgMeは酸化水銀およびメチル水銀の濃度（μg-Hg/m3）、JGW,Hg2、JGW,HgMeは地下

水からの酸化水銀およびメチル水銀の流入量（μg-Hg/yr）、JSW,Hg2、JSW,HgMe は表流水からの酸

化水銀およびメチル水銀流入量（μg-Hg/yr）、VWは湖沼水の体積（m3）、kMはメチル化速度係

数（1/d）、kDem は脱メチル化速度係数（1/d）、JS,Hg2、JS,HgMe は底質への酸化水銀およびメチル

水銀の沈降量（また底質からの再溶出量）（μg-Hg/yr）、τ は湖沼水の滞留時間（yr）である。 
 
＜固相＞ 
 
 
 
 
 
 
ここで、qHg2、qHgMe は酸化水銀およびメチル水銀の土壌吸着量（累積）（μg-Hg/kg）、JS_Hg2、

JS_HgMeは地下水から土壌へ吸着する酸化水銀量およびメチル水銀量（μg-Hg/kg）、kMはメチル

化速度係数（1/d）、kDemは脱メチル化速度係数（1/d）、ρ_Soilは土壌密度（kg/m3）、Kdis,Hg2、Kdis,HgMe

は酸化水銀、メチル水銀の湖沼—底質間での分配係数（-）である。 
 
2.5.3.8 水銀の生物濃縮と水銀曝露量 
 湖沼の水相のメチル水銀は食物連鎖を経て魚介類へ生物濃縮されるとする。魚介類中のメ

チル水銀濃度は生物濃縮係数（BMF）により次のように表される。 

 
 
ここで、DHgMeは魚介類のメチル水銀濃度（μg-Hg/kg）、BMF は生物濃縮係数（-）、CHgMeは湖

沼水中のメチル水銀濃度（μg-Hg/m3）である。 
 人体への水銀曝露は、魚介類の摂取のみを考える。日本人一人あたりの魚介類摂取量（0.096 
kg/d）に魚介類中のメチル水銀濃度を乗じ、水銀曝露量とした。 

 
 
ここで、IHgMeは体重 1 kg、一週間あたりの水銀摂取量（μg/kg/week）X は一日あたり魚介類

摂取量（kg/d）、DHgMe は魚介類中のメチル水銀濃度（μg-Hg/kg）、BW は平均体重（kg）であ

る。 
 
2.5.4 降雨シナリオ 
 埋立地からの水銀排出は水相（＝埋立地浸出水）および気相（埋立地表面および集水管か

ら大気中への放出）経由となるため、特に降雨条件は着目すべき環境条件である。日本、熱

帯地域（タイを想定）、乾燥地帯（エジプトを想定）の平均降雨強度および平均降雨日数を降

雨条件とする 3 つシナリオにおいて、水銀の環境リスクを評価した。降雨条件は表 2.5.1 のと

おりである。 
 

表 2.5.1 日本、熱帯地域、乾燥地域での降雨条件 
 日本 熱帯地域 乾燥地域 
平均降雨強度（mm/d） 4.19 4.53 0.53 

平均降雨日数（d/yr） 111 156 24 
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

JGW ,HgMe  JSW ,HgMe

VW

 kMCHg2  kDemCHgMe 
JS,HgMe

VW

VW


CHgMe

 
DHgMe  BMF 

CHgMe

1000

 IHgMe 
7X DHgMe

BW

 dqHg2

dt


JS,Hg2

VS_ Soil

 kMqHg2  kDemqHgMe

 dqHgMe

dt


JS,HgMe

VS_ Soil

 kM qHg2  kDemqHgMe

 
Kdis,Hg2 

_ SoilqHg2

CHg2

 const

 
Kdis,HgMe 

_ SoilqHgMe

CHgMe

 const



- 36 - 

 

2.5.5 モデルパラメータの値 
 水銀の環境動態モデルにおいて採用したパラメータ値は表 2.5.2 のとおりである。パラメー

タ値が複数報告されているものについては、それらの幾何平均値を本モデルでは用いた。 
 
 

表 2.5.2 モデルパラメータ値 
パラメータ 単位 値 参考文献 

εS 固相率 [-] 0.5 設定値 
εL 液相率 [-] 0.01-0.45 設定値 
εG 気相率 [-] 0.05-0.49 設定値 
Csat_Hg2 溶解度（硫化水銀） [μg-Hg/m3] 10776 48 
Csat_HgMe 溶解度（メチル水銀） [μg-Hg/m3] 1.0×107 49 
ktransfer・S 物質移動係数×表面積 [1/d] 0.955 50 
kM メチル化速度係数 [1/d] 6.56×10-3 51-53 
kDem 脱メチル化速度係数 [1/d] 3.26×10-3 51-53 
kred 還元速度係数 [1/d] 1.00×10-6 54 
koxi オゾン酸化速度係数 [m3/mol/s] 3.26×10-26 55 
CO3 オゾン濃度 [mol/m3] 6.25×10-4 56 

Kdis_Hg2 水/底質間の分配係数（無機水銀） [-] 125075 57-60 

BMF 生物濃縮係数 [-] 50691 61-68 
X 日本人の平均魚介類摂取量 [g/d] 96 69 
KSat 飽和透水係数 [m/d] 0.1 70 

n Van Genuchten [-] 1.48 71 
m Van Genuchten [-] 0.324 71 

α Van Genuchten [1/m] 0.23 71 
DHg2 拡散係数（無機水銀） [m2/d] 7.32×10-5 72 
DHgMe 拡散係数（メチル水銀） [m2/d] 7.32×10-5 - 
DHg0 拡散係数（金属水銀） [m2/d] 0.377 73 
qMax 最大水銀吸着量 [μg/kg] 207000 74 
K 水銀吸着平衡定数 [m3/μg] 3.68×10-8 74 
ρSoil 土壌密度 [kg/m3] 1000 設定値 
τ 湖沼の平均滞留時間 [yr] 3.95 74-78 

Kdis_HgMe 水/底質間の分配係数（無機水銀） [yr] 5908 57-60 
BW 日本人の平均体重 [kg] 65 79 

 
2.5.6 環境動態モデルのパラメータの感度解析 
 水銀の環境動態モデルで用いられているパラメータにおいて、環境リスク（＝水銀曝露量）

に大きな影響を与えるものを感度解析によって調査した。降雨条件のパラメータは約 0.3～1.4
倍に、それ以外のパラメータ値は 0.1～10 倍に変化させ、リスク顕在化時間（Negligible risk time）
の変化を調べた。パラメータの影響の大きさについては、以下に定義されるインパクトファ

クターの値でもって評価した。なお、インパクトファクターの値が大きいほど、リスク評価

に与える影響が大きいことを示す。 

 
 
ここで、IF はインパクトファクター（-）、Timeref、Timechanged は参照ケースおよびパラメー

タ値を変化させたときのリスク顕在化時間（yr）、X はパラメータの変化倍率（-）である。 
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第 3 章 研究結果と考察 
3.1 有害金属の環境排出・廃棄物実態調査およびインベントリ・フローモデルの作成 
3.1.1 有害金属の環境排出量としての PRTR 届出排出量の適用可能性検討 
3.1.1.1 算出方法による PRTR 届出排出量の特徴 
 表 3.1.1 に PRTR 届出排出量の 5 つの算出方法の概要 80)および算出方法の原理をふまえて環

境排出量としての届出排出量の特徴を整理した。なお、やや古い調査であり有害金属に限っ

た調査ではないが、2001 年度の届出事業所に対するアンケート調査 81)では実際に様々な算出

方法が用いられていた。 
表 3.1.1 算出方法による届出排出量の特徴 

算出方法 概要 届出排出量の特徴 

① 物 質 収

支 に よ る

方法 

対象物質の年間取扱量から製品としての搬

出量、実測や排出係数等から算出した他の排

出量、移動量を差し引いて排出量を算出する

方法。 

・不純物由来の排出を含むかは取扱量把

握方法に依存。  

・値の精度は他の排出量の算出精度に影

響。  

② 実 測 に

よる方法 

事業所の主要な排出口における排出物（排ガ

ス、排水等）の対象物質濃度を実測し、排出

物量（排ガス量、排水量等）とかけ合わせて

排出量を算出する方法。 

・原理的には不純物由来の排出を含む。 

・値の精度は実測値の代表性、定量下限

値未満実測値の取扱方法に影響。  

③ 排 出 係

数 に よ る

方法 

対象物質の年間取扱量にモデル実験などで

別途算定した取扱量と排出量の比（排出係

数）をかけ合わせて排出量を算出する方法。

・不純物由来の排出を含むかは取扱量把

握方法に依存。  

・排出抑制対策の効果反映には係数見直

しが必要。 

④ 物 性 値

を 用 い た

計 算 に よ

る方法 

飽和蒸気圧や水への溶解度等により対象物

質の排出物（排ガス、排水等）中の濃度を推

測し、排出物量（排ガス等、排水量等）とか

け合わせて排出量を算出する方法。 

・不純物由来の排出を含むかは取扱量把

握方法に依存する。  

⑤ そ の 他

の方法 

上記以外に排出量を的確に算出できると認

められる方法（例えば、経験値を用いる方法

など）。 

－ 

 
例えば、②の実測による方法を採用した場合、原理的には不純物由来の排出も含む値が得

られるので、データの性格としては環境排出量に相当する。ただし、届出排出量の精度は実

測値の代表性に左右される。一方、①の物質収支による方法や③の排出係数による方法では

取扱量をもとに届出排出量を算出することから、基本的には原料等の不純物に由来する排出

は考慮されない。ただし、取扱量の把握方法や排出係数の作成方法（例えば実測に基づく排

出係数を用いる場合など）によっては算出される届出排出量に不純物由来の排出も含まれる

可能性もある。 
 また、②の実測による方法について、算出マニュアル 80)に従えば、実測値が検出下限未満

の場合はゼロ、検出下限以上定量下限未満の場合は定量下限値の 1/2 とみなして届出排出量

を算出することになっている。このため、排出濃度レベルによっては届出排出量が過大また

は過小に算出される可能性がある。特に排ガスや排水の量が多い事業所がこれに該当した場

合には、この影響は大きいため注意が必要である。 
 
3.1.1.2 有害金属の PRTR 届出排出量算出方法等の実態調査 
1) PRTR 届出大気排出量算出方法の実態 
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 図 3.1.1 に PRTR 届出大気排出量算出方法の実態調査結果を示す。以下、業種ごとに考察を

加える。 

 
図 3.1.1 PRTR 届出排出量算出方法の調査結果（大気排出量、届出のある事業所） 

 
① 非鉄金属製錬、蓄電池製造、蛍光ランプ製造 

非鉄金属製錬（Cd、Pb、Hg）、蓄電池製造（Cd、Pb）の全ての回答事業所、蛍光ランプ製

造（Hg）の 3 つの回答事業所のうち 2 事業所において、実測による方法を用いており、算出

方法の上では届出排出量に原料としての使用だけではなく原料等の不純物に由来する排出量

も含まれていると考えられた。また、物質収支による方法を用いていた蛍光ランプ製造の 1
事業所も、Hg 排出は原料としての使用に由来すると考えられることから、届出排出量は大気

排出量として利用できる値になっていると考えられた。以上より、非鉄金属製錬、蓄電池製

造、蛍光ランプ製造の事業所からの届出大気排出量は、算出方法の上では実際の大気排出量

として利用できると考えられた。  
ただし、定量下限値未満の実測値の取扱は様々であり（図 3.1.2）、特に排出濃度の低い工

程に係る届出排出量は環境排出量として過大または過小となっている可能性が高いと考えら

れた。非鉄金属製錬の Cd、Pb、蓄電池製造の Pb は個々の届出排出量も大きく、この理由に

よる過小または過大推計の可能性は低いと考えられるが、非鉄金属製錬の Hg、蓄電池製造の

Cd、蛍光ランプ製造の Hg は届出排出量が小さいまたはゼロの事業所も多く、環境排出量と

して過大または過小である可能性も高い。代表的な工程や排出濃度レベルなどについてさら

なる実態把握が求められる。 
また、一部の調査において実測頻度を尋ねたところ、例えば非鉄金属製錬の事業所では全

ての回答事業所で 1 年に複数回（半数以上が年 6 回以上）の実測を行っており、届出排出量

の算出においては排出濃度の変動が一定程度平均化されていると考えられた。また、実測頻

度を考慮すれば、排出低減対策や原料の不純物含有率変化などの影響も届出排出量に反映さ

れているものと考えられた。 
② 溶融亜鉛めっき 

溶融亜鉛めっき（Cd、Pb）の全ての回答事業所が排出係数による方法を用いていた。具体

的な算出方法は（一社）日本溶融亜鉛鍍金協会のマニュアル（以下、協会マニュアル）によ

るものであり、集じん灰量に基づいて、集じん設備でのばいじん捕集率（0.9）とばいじん大

気排出率（0.1）、集じん灰の Cd、Pb 含有率から届出排出量を算出していた。集じん灰には原

料の不純物由来の Cd、Pb も含まれるはずであるから、溶融亜鉛めっきの事業所における Cd、
Pb の届出排出量は不純物由来の排出も含んでおり、大気排出量として利用できる値になって

いると考えられた。 
ただし、集じん灰の Cd、Pb 含有率の値は事業所によって様々であった（回答事業所につい

ては Cd は 0.0004%～0.023%、Pb は 0.006%～3.33%の範囲で異なっていた）。これは、異なる

値を掲載した異なる版の協会マニュアルが存在すること、成分分析結果から独自の含有率を

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（Hg, n=8）

（Pb, n=17）

非鉄金属製錬（Cd, n=16）

蛍光ランプ製造（Hg,  n=3）

（Pb, n=9）

蓄電池製造（Cd, n=3）

（Pb, n=20）

溶融亜鉛メッキ（Cd, n=8）

（Pb, n=24）

化学工業（Cd, n=4）

輸送機械器具（Pb, n=20）

実測による方法 物質収支による方法 排出係数による方法

物性値による方法 その他 無回答
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設定している事業所もあることが原因であった。事業所ごとの工程に応じて適切な値が設定

されていれば問題はないが、集じん灰の実態との整合について今後把握を行うことも必要で

ある。 
 

 
図 3.1.2 PRTR 届出排出量の算出における定量下限値未満の実測値の取扱 

（大気排出量、実測による方法を用いている事業所） 
 
③ 化学工業、輸送機械器具製造業 
 化学工業（Cd、Pb）、輸送機械器具製造業（Pb）の回答事業所の多く（55%～75%）は大気

への排出がないため届出排出量をゼロとしていた。この結果は実際の大気排出量がゼロであ

ることを必ずしも担保するものではなく、主要工程を確認するとともに、使用原料等に含ま

れる有害金属の排出可能性を詳細に検討する必要がある。また、その他の回答事業所は事業

所によって異なる方法を採用していた。以上より、これらの業種における届出排出量の環境

排出量としての適用可能性の判断は、現時点では困難である。 
2) 排出量の届出をしていない事業所の実態 
排出量の届出をしていない事業所が届出をしていない理由は、多くが年間取扱量の要件（Cd、

Pb は 0.5 トン以上、Hg は 1 トン以上）または原料の含有率要件（Cd、Pb は 0.1 質量%以上、

Hg は 1 質量%以上）に該当しないためであった。ただし、このことは必ずしも取扱量がゼロ

であることを意味しない。排出量を届け出ている同業種の事業所もあること、アンケート調

査において届出のない事業所でも自主的に排出量把握を行っている例があったことから、届

出のない事業所においても現実には有害金属の大気排出が存在する蓋然性は高い。 
したがって、PRTR 届出大気排出量を大気排出量として利用する上では、業種ごとに主要事

業所をリストアップした上で、届出がない主要事業所からの排出分を上乗せ補正することが

必須である。例えば届出のある事業所のみの届出排出量と活動量（例えば製品の生産量）デ

ータから活動量あたりの届出排出量（排出係数に相当）を算出し、業種全体の活動量を用い

て業種全体の排出量を拡大推計するなどの方法が考えられる。紙面の都合上詳細は省くが、

活動量あたりの届出排出量の作成方法は平成 23 年度報告書 82)を参照されたい。 

 
3.1.2 環境排出を考慮した有害金属のマテリアルフロー・ストックの推計 
表 3.1.2 および表 3.1.3 に改善を図った部門ごとのマテリアルフロー・ストック量と大気排

出量の推計式を示す。既存事例に対して推計方法の修正や使用データの変更を行った部分も

表中に示した。推計の基礎データはできる限り継続的な入手が可能なものとして表に示した

情報源（文献 5、6、29、30、33、83-112）のデータを用いる方法を提示した。 
2001～2010 年度について推計した部門別の Cd および Pb の地金流通、製品使用・流通、使

用済み排出、処理処分フローの推移を図 3.1.3 および図 3.1.4 に示す。マイナスのフロー量は

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（Hg, n=7）

（Pb, n=17）

非鉄金属製錬（Cd, n=16）

蛍光ランプ製造（Hg,  n=2）

（Pb, n=8）

蓄電池製造（Cd, n=2）

ゼロとみなしている 定量下限値の1/2としている

定量下限値としている 検出下限値としている

定量下限値未満にならないように測定 その他

無回答



表 3.1.2 カドミウムのマテリアルフロー・ストックと大気排出量の推計方法（推計式） 

 
 

 

 

 

部門 項目 Cdマテリアルフロー・ストック量 Cd大気排出量
推計方法(計算式) データ出典(文献番号) ※ 推計方法(計算式) データ出典(文献番号) ※

製錬 鉄鋼業 － － － =PRTR届出排出量(鉄鋼業) － －
非鉄金属製錬 =Cd地金生産量 83 =合計(非鉄金属製錬) － 改

銅製錬(粗銅) － － － =粗銅生産量×生産量あたり届出排出量 29(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出量改
鉛製錬(粗鉛) － － － =粗鉛生産量×生産量あたり届出排出量 29(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出量改
鉛製錬(再生鉛) － － － =再生鉛生産量×生産量あたり届出排出量 92(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出量改
亜鉛製錬(電気亜鉛) － － － =電気亜鉛生産量×生産量あたり届出排出量 29(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出量改
亜鉛製錬(蒸留亜鉛) － － － =蒸留亜鉛生産量×生産量あたり届出排出量 29(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出量改

事業所内埋立 非鉄金属製錬 =PRTR届出事業所内埋立Cd量(金属鉱業・非鉄金属製造業) － 改 － － －
地金輸出入・ Cd地金輸入 =Cd地金輸入量 83 － － －
在庫増分 Cd地金輸出 =Cd地金輸出量 83 － － －

Cd地金在庫増分 =Cd地金期末在庫－Cd地金期初在庫 83 － － －
工業製品製造 ニカド電池製造 =Cd国内需要量(ニカド電池製造) 83 =PRTR届出排出量(電気機械器具製造業) － －

顔料製造 =Cd国内需要量(顔料製造) 83 =PRTR届出排出量(化学工業) － －
合金製造 =Cd国内需要量(合金製造) 83 － － －
めっき製品製造 =Cd国内需要量(めっき製品製造) 83 =溶融亜鉛めっき生産量×生産量あたり届出排出 93(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出 改

その他工業製品製造 =Cd国内需要量(その他工業製品製造) 83 － － －
工業製品輸出入 ニカド電池輸入 =電池輸入重量×ニカド電池Cd含有率 30(輸入重量),83(Cd含有率) 変 － － －

ニカド電池輸出 =電池輸出重量×ニカド電池Cd含有率 30(輸出重量),83(Cd含有率) 変 － － －
社会蓄積
(ストック)

ニカド電池 =Σ(電池国内出荷重量×ニカド電池Cd含有率×使用年数分布(残存率)) 83(Cd含有率),33,84(出荷重量,
推計),6(使用年数)

改 － － －

顔料 =Σ(使用Cd量(顔料製造)×使用年数分布(残存率)) 6(使用年数) － － －
合金 =Σ(使用Cd量(合金製造)×使用年数分布(残存率)) 6(使用年数) － － －
めっき =Σ(使用Cd量(めっき製品製造)×使用年数分布(残存率)) 6(使用年数) － － －
その他工業製品 =Σ(使用Cd量(その他工業製品製造)×使用年数分布(残存率)) 6(使用年数) － － －

使用済み製品排出 ニカド電池 =Σ(電池国内出荷重量×ニカド電池Cd含有率×使用年数分布(使用済み率)) 8(Cd含有率),10-11(出荷重量,
推計),2(使用年数)

改 － － －

顔料用途 =Σ(Cd国内需要量(顔料製造)×使用年数分布(使用済み率)) 6(使用年数) － － －
合金用途 =Σ(Cd国内需要量(合金製造)×使用年数分布(使用済み率)) 6(使用年数) － － －
めっき用途 =Σ(Cd国内需要量(めっき製品製造)×使用年数分布(使用済み率)) 6(使用年数) － － －
その他工業製品 =Σ(Cd国内需要量(その他工業製品製造)×使用年数分布(使用済み率)) 6(使用年数) － － －

使用済み製品回収 ニカド電池回収 =ニカド電池回収重量×ニカド電池Cd含有率 85(電池回収重量),83(Cd含有率) 変 － － －
スクラップ中 合金用途 =合金用途排出Cd量(金属スクラップに全量混入) 6 － － －
への拡散 めっき用途 =めっき用途排出Cd量(金属スクラップに全量混入) 6 － － －
焼却・燃焼 一般廃棄物焼却 =焼却処理量×焼却ごみCd含有量 86(焼却処理量),87(Cd含有量) 改 =焼却処理量×排出係数 86(焼却処理量),87(排出係数) 改

産業廃棄物焼却 =焼却処理量×焼却ごみCd含有量 (未推計) =焼却処理量×排出係数 (未推計) 改
下水汚泥焼却・溶融 =下水汚泥焼却量×下水汚泥Cd含有量 88(焼却量),6(Cd含有量) 追 =下水汚泥焼却Cd量×Cd放出率 6(Cd放出率)
石炭火力発電 =石炭使用量×石炭Cd含有量 89(使用量),90(Cd含有量) 追 =PRTR届出外推計排出量(低含有率物質) － －

副産物・廃棄物
有効利用

一般廃棄物焼却残渣 =焼却残渣有効利用量/焼却残渣発生量×焼却処理量×焼却ごみCd含有率 86(処分量,発生量,処理量),
87(Cd含有量)

追 － － －

産業廃棄物焼却残渣 =焼却残渣有効利用量×焼却残渣Cd含有量 (未推計) － － －
下水汚泥 =Σ(用途別下水汚泥有効利用量×(1－焼却灰搬出割合)×下水汚泥Cd含有率 91(処分量),6(Cd含有量) 追 － － －
下水汚泥焼却灰 =Σ(用途別下水汚泥有効利用量×焼却灰搬出割合×下水汚泥Cd含有率 91(処分量),6(Cd含有量) 追 － － －
製鋼スラグ・非鉄スラグ =スラグ有効利用量×スラグCd含有量 (未推計) 追 － － －
石炭灰 =石炭火力発電Cd量×石炭灰有効利用量/石炭灰発生量 89処分量,発生量) 追 － － －

最終処分 使用済み製品 =使用済み製品最終処分合計 － － － －
ニカド電池 =(ニカド電池排出Cd量－ニカド電池回収Cd量)×直接最終処分率 6(最終処分率) － － －
顔料 =顔料用途排出Cd量×直接最終処分率 6(最終処分率) － － －
合金 =0(金属スクラップに全量混入) 6 － － －
めっき =0(金属スクラップに全量混入) 6 － － －
その他工業製品 =その他工業製品排出Cd量×直接最終処分率 6(最終処分率) － － －

一般廃棄物焼却残渣 =焼却残渣処分量/焼却残渣発生量×焼却処理量×焼却ごみCd含有量 86(処分量,発生量,処理量),
87(Cd含有量)

改 － － －

産業廃棄物焼却残渣 =焼却残渣最終処分量×焼却残渣Cd含有量 (未推計) － － －
下水汚泥 =下水汚泥最終処分量×下水汚泥Cd含有量－下水汚泥焼却灰最終処分Cd量 91(処分量),6(Cd含有量) 変 － － －
下水汚泥焼却灰 =下水汚泥焼却・溶融Cd量－下水汚泥焼却灰有効利用Cd量 － 変 － － －
石炭灰 =石炭火力発電Cd量×石炭灰最終処分量/石炭灰発生量 89(処分量,発生量) 追 － － －

※ 既存のCdマテリアルフローおよび大気排出量の推計方法からの修正点を示す（改：推計方法を修正・改善，変：係数や活動量等のデータを変更，追：部門を追加）
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表 3.1.3 鉛のマテリアルフロー・ストックと大気排出量の推計方法（推計式） 
部門 項目 Pbマテリアルフロー・ストック量 Pb大気排出量

推計方法(計算式) データ出典(文献番号) ※ 推計方法(計算式) データ出典(文献番号) ※
製錬 鉄鋼生産 － － － =PRTR届出排出量(鉄鋼業) －

非鉄金属製錬 =非鉄金属製錬合計 － =非鉄金属製錬合計 － －
銅製錬(粗銅) － － － =粗銅生産量×生産量あたり届出排出量 29(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出量) 改
鉛製錬(粗鉛・電気鉛) =電気Pb生産量 29 =粗鉛生産量×生産量あたり届出排出量 29(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出量) 改
鉛製錬(再生鉛) =再生Pb生産量 92 =再生鉛生産量×生産量あたり届出排出量 92(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出量) 改
亜鉛製錬(電気亜鉛) － － － =電気亜鉛生産量×生産量あたり届出排出量 29(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出量) 改
亜鉛製錬(蒸留亜鉛) － － － =蒸留亜鉛生産量×生産量あたり届出排出量 29(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出量) 改

事業所内埋立 非鉄金属製錬 =PRTR届出事業所内埋立Pb量(金属鉱業・非鉄金属製造業) － 追(改)－ － －
地金輸出入・在庫増分 Pb地金輸入 =電気Pb・再生Pb輸入量 92 － － －

Pb地金輸出 =電気Pb・再生Pb輸出量 92 － － －
Pb地金在庫増分 =電気Pb・再生Pb期初在庫－期末在庫 92 追 － － －

工業製品(1)製造 鉛蓄電池製造 =蓄電池製造合計 － =鉛蓄電池生産量(Pb量換算)×生産量あたり届出排出量 33(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出量) 改
自動車用 =Pb量ベース鉛蓄電池生産量(自動車用) 33 － － －
二輪車用 =Pb量ベース鉛蓄電池生産量(二輪車用) 33 － － －
小形シール鉛 =Pb量ベース鉛蓄電池生産量(小形シール) 33 － － －
産業用 =Pb量ベース鉛蓄電池生産量(その他) 33 － － －

無機薬品製造 =Pb国内需要量(無機薬品) 92 改 =PRTR届出排出量(化学工業) －
鉛管板製造 =Pb国内需要量(鉛管板) 92 － －
はんだ・銅合金塊製造 =Pb国内需要量(はんだ・銅合金塊) 92 － －
その他工業製品製造 =Pb国内需要量(その他) 92 － －

工業製品(1)輸出入 自動車用鉛蓄電池(単体)輸入 =自動車用Pb蓄電池輸入個数×Pb蓄電池平均Pb含有量 30(輸入個数),33(生産Pb量/個数) 追 － － －
その他鉛蓄電池輸入 =その他Pb蓄電池輸入重量×Pb蓄電池Pb含有率 30(輸入重量),30-33(Pb含有率) 追 － － －
無機薬品輸入 =Σ(輸入量(リサージ・鉛丹及びオレンジ鉛・その他のもの)×Pb成分率) 30 追 － － －
自動車用鉛蓄電池(単体)輸出 =自動車用Pb蓄電池輸出個数×Pb蓄電池平均Pb含有量 30(輸出個数),33(生産Pb量/個数) 追 － － －
その他鉛蓄電池輸出 =その他Pb蓄電池輸出重量×Pb蓄電池Pb含有率 30(輸出重量),30-33(Pb含有率) 追 － － －
無機薬品輸出 =輸出量(リサージ・その他のもの・鉛の炭酸塩，Pb量換算) 30 追 － － －

工業製品(2)製造 CRTガラス製造(無機薬品使用) =(CRTガラス生産量-CRTガラス国内再資源化量)×Fガラス割合×FガラスPb含有量 94(生産量),94-95(国内再資源化量),96-97(Fガラス割合・Pb含有量) 改 =PRTR届出排出量(窯業・土石製品製造業(CRTガラスのみ)) － 改
その他製品製造(無機薬品使用) =(無機薬品製造＋無機薬品輸入－無機薬品輸出)－CRTガラス製造 － 改 =PRTR届出排出量(プラスチック製品・ゴム製品・窯業・土石製品製造業(CRTガラス除く)) － 改

機械器具製造(はんだ使用) =はんだ・銅合金塊製造＋はんだ輸入－はんだ輸出 － 改 =PRTR届出排出量(各種機械器具製造業，蓄電池製造のみ除く) － 改
溶融亜鉛メッキ =溶融亜鉛めっき生産量×Pb含有率 (未推計) 改 =溶融亜鉛めっき生産量×生産量あたり届出排出量 93(生産量),本研究で作成(生産量あたり届出排出量) 改

工業製品(2)輸出入 鉛蓄電池(車載)輸入 =鉛蓄電池(車載)輸入合計 － － － －
自動車用 =Σ(車種別輸入台数×車載Pb蓄電池数)×Pb蓄電池平均Pb含有量 99(輸入台数)，33(Pb含有量) － － －
二輪車用 =二輪車輸入台数×Pb蓄電池平均Pb含有量 30(輸入台数),33(Pb含有量) － － －

CRTテレビ輸入 =CRTテレビ輸入台数×1台あたりFガラス重量×FガラスPb含有量 30(輸入台数),97-98(Fガラス重量・Pb含有量),100(出荷比率) － － －
CRTモニタ輸入 =CRTモニタ輸入台数×1台あたり重量×Fガラス割合×FガラスPb含有量 30(輸入台数),97-98(Fガラス割合・Pb含有量),101(1台あたり重量) 追 － － －
鉛蓄電池(車載)輸出 =鉛蓄電池(車載)輸出合計 － － － －

自動車用 =Σ(車種別輸出台数×車載Pb蓄電池数)×Pb蓄電池平均Pb含有量 102(輸出台数),33(Pb含有量) － － －
二輪車用 =二輪車輸出台数×Pb蓄電池平均Pb含有量 102(輸出台数),33(Pb含有量) － － －

CRTテレビ・モニタ輸出 =O(輸出は全量中古品と仮定) － 改 － － －
工業製品国内出荷 自動車用鉛蓄電池 =自動車用鉛蓄電池(単体・車載)合計 － － － －

単体(補修用) =自動車用鉛蓄電池製造Pb量＋単体輸入Pb量－単体輸出Pb量－車載輸出Pb量－(車載国内出荷Pb量－車載輸入Pb量) － 追 － － －

自動車(車載) =Σ(車種別国内販売台数×車載Pb蓄電池数)×Pb蓄電池平均Pb含有量 102-104(国内販売台数),33(Pb含有量) 改 － － －
二輪車(車載) =二輪車国内販売台数×Pb蓄電池平均Pb含有量 104-105(国内販売台数),33(Pb含有量) 改 － － －

その他鉛蓄電池 =その他鉛蓄電池製造Pb量＋輸入Pb量－輸出Pb量 － － － －
CRTガラス =CRTテレビ・モニタ合計 － － － －

CRTテレビ =CRTテレビ国内出荷台数×1台あたりFガラス重量×FガラスPb含有量 100(国内出荷台数),97-98Fガラス重量・Pb含有量) 改 － － －
CRTモニタ =CRTモニタ国内出荷台数×1台あたり重量×Fガラス割合×FガラスPb含有量 100(国内出荷台数),97-98(Fガラス割合・Pb含有量),101(1台あたり重量) 追 － － －

その他(無機薬品) =その他(無機薬品)製造Pb量 － － － －
鉛管板 =鉛管板製造Pb量 － － － －
はんだ(機械器具) =機械器具製造(はんだ使用)Pb量 － － － －
その他工業製品 =その他工業製品製造Pb量 － － － －

社会蓄積（ストック） 自動車用鉛蓄電池 =自動車用鉛蓄電池合計 － － －

自動車(車載) =Σ(車種別保有台数×車載Pb蓄電池数)×Pb蓄電池平均Pb含有量 103・106(保有台数),30(Pb含有量) 改 － － －
二輪車(車載) =二輪車保有台数×Pb蓄電池平均Pb含有量 105-106(保有台数),30(Pb含有量) 改 － － －

その他鉛蓄電池 =Σ(その他鉛蓄電池国内出荷Pb量×使用年数分布(残存率)) 5(使用年数) － － －
CRTガラス =CRTテレビ・モニタ合計 － － － －

CRTテレビ =Σ(サイズ別CRTテレビ国内出荷台数×使用年数分布(残存率)) 100(国内出荷台数),100・107-108より推計(使用年数分布) 改 － － －
CRTモニタ =Σ(CRTモニタ国内出荷Pb量×使用年数分布(残存率)) 107(使用年数) 追 － － －

その他(無機薬品) =Σ(無機薬品(CRT除く)国内出荷Pb量×使用年数分布(残存率)) 5(使用年数) － － －
鉛管板 =Σ(鉛管板国内出荷Pb量×使用年数分布(残存率)) 5(使用年数) － － －
はんだ(機械器具) =Σ(はんだ(電気電子機器)国内出荷Pb量×使用年数分布(残存率)) 5(使用年数) － － －
その他工業製品 =Σ(その他工業製品国内出荷Pb量×使用年数分布(残存率)) 5(使用年数) － － －

使用済み製品等排出 自動車用鉛蓄電池 =自動車用鉛蓄電池(単体・車載)合計 － － － －

単体(補修用) =自動車用鉛蓄電池単体(補修用)国内出荷Pb量 － 追 － － －
自動車(車載) =Σ(車種別使用済み台数×車載Pb蓄電池数)×Pb蓄電池平均Pb含有量 102-106より推計(使用済み台数),33(Pb含有量) 改 － － －
二輪車(車載) =二輪車使用済み台数×Pb蓄電池平均Pb含有量 102-106より推計(使用済み台数),33(Pb含有量) 改 － － －

その他鉛蓄電池 =Σ(その他鉛蓄電池国内出荷Pb量×使用年数分布(使用済み率)) 5(使用年数) － － －
CRTガラス =CRTテレビ・モニタ合計 － － － －

CRTテレビ =Σ(CRTテレビ国内出荷Pb量×使用年数分布(使用済み率)) 100(国内出荷台数),100・107-108より推計(使用年数分布) 改 － － －
CRTモニタ =Σ(CRTモニタ国内出荷Pb量×使用年数分布(使用済み率)) 107(使用年数) 追 － － －

その他(無機薬品) =Σ(無機薬品(CRT除く)国内出荷Pb量×使用年数分布(残存率)) 5(使用年数) － － －
鉛管板 =Σ(鉛管板国内出荷Pb量×使用年数分布(使用済み率)) 5(使用年数) － － －
はんだ(機械器具) =Σ(はんだ(電気電子機器)国内出荷Pb量×使用年数分布(使用済み率)) 5(使用年数) － － －
その他工業製品 =Σ(その他工業製品国内出荷Pb量×使用年数分布(使用済み率)) 5(使用年数) － － －

使用済み製品等回収 自動車用鉛蓄電池 =自動車用鉛蓄電池回収量(Pb量換算) 109 改 － － －
小形シール鉛電池 =小形シール鉛電池回収量×再資源化率 110 変 － － －
産業用鉛蓄電池 (検討中) (検討中) － － －

CRTテレビ =家電リサイクルCRTガラス再商品化量×Fガラス割合×FガラスPb含有量 95(再商品化量),97-98(Fガラス割合・Pb含有量) 改 － － －
CRTモニタ =CRTモニタ再資源化重量×Fガラス割合×FガラスPb含有量 96(再資源化量),97-98(Fガラス割合・Pb含有量) 追 － － －

再資源化 CRTガラス国内再資源化 =CRTガラス回収量(FY2000-2005),0(FY2006-2010) － 追 － － －
焼却・燃焼 一般廃棄物焼却 =焼却処理量×焼却ごみPb含有量 86(焼却処理量),87(Pb含有量) 改 =焼却処理量×排出係数 86(焼却処理量),87(排出係数) 改

産業廃棄物焼却 =焼却処理量×焼却ごみPb含有量 (未推計) 改 =焼却処理量×排出係数 (未推計) 改
下水汚泥焼却・溶融 =下水汚泥焼却量(dry換算)×下水汚泥Pb含有量 88(焼却量),111(Pb含有量) 追 =下水汚泥焼却Pb量×Pb放出率 5(Pb放出率) 追
石炭火力発電 =石炭使用量×石炭Pb含有量 89(使用量),90(Pb含有量) 追 =PRTR届出外推計排出量(低含有率物質) －

副産物・廃棄物有効利用 一般廃棄物焼却残渣 =焼却残渣有効利用量/焼却残渣発生量×焼却処理量×焼却ごみPb含有量 86(処分量,発生量,処理量)87(Pb含有量) 追 － － －
産業廃棄物焼却残渣 =焼却残渣有効利用量×焼却残渣Pb含有量 (未推計) 追 － － －
下水汚泥 =Σ(用途別下水汚泥有効利用量(dry換算)×(1－焼却灰搬出割合)×下水汚泥Pb含有量 91(処分量),111(Pb含有量) 追 － － －
下水汚泥焼却灰 =Σ(用途別下水汚泥有効利用量(dry換算)×焼却灰搬出割合×下水汚泥Pb含有量 91(処分量),111(Pb含有量) 追 － － －
製鋼スラグ・非鉄スラグ =スラグ有効利用量×スラグPb含有量 (未推計) 追 － － －
石炭灰 =石炭火力発電Pb量×石炭灰有効利用量/石炭灰発生量 89(処分量,発生量) 追 － － －

最終処分 使用済み製品等 =使用済み製品等最終処分合計 － － －
自動車用鉛蓄電池 =自動車用鉛蓄電池排出Pb量－回収Pb量－中古車輸出Pb量－使用済み鉛蓄電池輸出Pb量 改 － － －
その他鉛蓄電池 =その他鉛蓄電池排出Pb量×(1－自動車用鉛蓄電池回収Pb量/排出Pb量) － － －
CRTガラス =0(最終処分はなし) － － －
　CRTテレビ =0(最終処分はなし) － 改 － － －
　CRTモニタ =0(最終処分はなし) － 追 － － －
その他(無機薬品) =無機薬品(樹脂製品)排出Pb量×最終処分率 5(最終処分率) － － －
鉛管板 =鉛管板排出Pb量×最終処分率 5(最終処分率) － － －
はんだ(機械器具) =はんだ(電気電子機器)排出Pb量×最終処分率 5(最終処分率) － － －
その他工業製品 =その他工業製品排出Pb量×最終処分率 5(最終処分率) － － －

一般廃棄物焼却残渣 =焼却残渣処分量/焼却残渣発生量×焼却処理量×焼却ごみPb含有量 86(処分量,発生量,処理量)87(Pb含有量) 改 － － －
産業廃棄物焼却残渣 =焼却残渣最終処分量×焼却残渣Pb含有量 (未推計) 改 － － －
下水汚泥 =下水汚泥最終処分量(dry換算)×下水汚泥Pb含有量－下水汚泥焼却灰最終処分Pb量 91(処分量),111(Pb含有量) 追 － － －
下水汚泥焼却灰 =下水汚泥焼却・溶融Pb量－下水汚泥焼却灰有効利用Pb量 － 追 － － －
製鋼スラグ・非鉄スラグ =スラグ有効利用量×スラグPb含有量 追 － － －
石炭灰 =石炭火力発電Pb量×石炭灰最終処分量/石炭灰発生量 89(処分量,発生量) 追 － － －

使用済み製品等輸出 使用済み製品等 =使用済み製品・副産物輸出合計 追 － － －
鉛蓄電池(単体) =使用済み鉛蓄電池輸出重量×鉛蓄電池Pb含有量 112(輸出重量),30,33(Pb含有率) 追 － － －
鉛蓄電池(車載:中古車) =Σ(車種別輸出台数×車載Pb蓄電池数)×Pb蓄電池平均Pb含有量 30(輸出台数),33(Pb含有量) 追 － － －
中古テレビ(CRTガラス) =CRTテレビ輸出台数×1台あたりFガラス重量×FガラスPb含有量 30(輸出台数),97-98(Fガラス重量・Pb含有量) 追 － － －
中古モニタ(CRTガラス) =CRTモニタ輸出台数×1台あたり重量×Fガラス割合×FガラスPb含有量 30(輸出台数),97-98(Fガラス割合・Pb含有量),111(1台あたり重量) 追 － － －
CRTガラス =CRTガラス回収Pb量－国内再資源化Pb量 － 追 － － －

※ 既存のPbマテリアルフローおよび大気排出量の推計方法からの修正点を示す（改：推計方法を修正・改善，変：係数や活動量等のデータを変更，追：部門を追加）
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輸出や在庫入りで国内流通の系外へ出ていることを示す（すなわち、プラス部分からマイナ

ス部分を差し引いた量が国内流通量となる）。なお、産業廃棄物焼却、製錬スラグ有効利用・

処分に係るマテリアルフローおよび大気排出量は十分な基礎データが得られなかったためこ

の結果に含まれていない。 
マテリアルフロー量や大気排出量は Cd、Pb いずれも非鉄金属製錬や廃棄物（使用済み製品）

に係るものの寄与が大きく、これらの部門の推計を精緻化することの重要性が見て取れる。

使用済み製品については特にニカド電池、鉛蓄電池の寄与が顕著である。ただし、セメント

製造や鉄鋼業などについてはマテリアルフローや大気排出量が不明であり、情報を蓄積して

その寄与の大きさを把握する必要がある。また、今回の結果から、廃棄物・副産物の有効利

用に伴うマテリアルフローは廃棄物焼却残渣の Cd を除けば大きくはないと考えられた。 
 

3.1.2.1 カドミウムのマテリアルフロー・ストックと大気排出量 
Cd のマテリアルフロー量はいずれも年々減少している。これは Cd 使用製品の需要減少に

伴うものである。しかしながら、Cd は亜鉛製錬等の副産物として産出するため国内生産量は

ほぼ横ばいであり、国内の Cd 需要減少はほぼ地金輸入の減少となっている。Cd 地金輸入は

既にゼロに近くなっており、国内 Cd 需要減少が続けば副産物である Cd が余剰として生じる

可能性がある。その場合には Cd 地金が副産物（製品）として回収されなくなる可能性もある

が、処理処分が必要な廃棄物等への Cd フローが増加すると考えられるため、状況の変化とフ

ローの推移を注視していく必要がある。 
 

 
(a) Cd 地金流通フロー量                    (b) Cd 製品使用・流通フロー量 

 

 
(c) 使用済み Cd 処理処分フロー量                     (d) Cd 大気排出量 

 
図 3.1.3 カドミウムのマテリアルフロー量と大気排出量の推計結果 
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 Cd の大気排出量も年々減少している傾向がみられる。そのほとんどは非鉄金属製錬からの

排出量減少によるものである。Cd 地金生産量は横ばいであること、主要事業所は排出量を毎

年届出していることから、この減少は排出率の低減による可能性が高い。 
廃棄物焼却からの Cd 大気排出量は約 400～500kg-Cd/年と推計された。既存の推計方法 6)

に従えば約 1100～2000kg-Cd/年と推計され、本研究で用いた排出係数の値に幅があること（今

回は文献値の幅の中間値を用いた）、本研究の推計では産業廃棄物焼却からの排出が含まれて

いないことを考慮しても両者の乖離はやや大きい。既存推計では、各用途の Cd 使用済み量に

可燃ごみ混入割合を設定して求めた Cd 焼却混入量をもとに排出量を算出している。この場合、

Cd 使用済み量の大部分をニカド電池が占めることから、大気排出量はニカド電池の可燃ごみ

混入割合の設定に大きく左右される。その割合は不燃ごみの可燃ごみへの混入率の値（12%）

と設定されているが、不燃ごみとニカド電池では可燃ごみ混入状況は大きく異なる可能性が

あるし、ニカド電池は自治体でも分別されて再資源化へ回るケースもある 113)ことから、可燃

ごみへの混入割合はもっと低いと予想される。この点、実測に基づく排出係数を用いた本推

計はより確からしいと考えられる。ただし、使用済みニカド電池のフローを精緻化した上で

推計値を再度比較検証し、より確かな推計値を得ることも必要である。 
一方、排出係数による推計は 1 時点の排出係数のみでは Cd 流通量やストック量の減少によ

る焼却ごみの Cd 含有量低下と大気排出量減少の影響を反映することができない。このため、

本推計結果をもとに焼却 Cd 量や焼却プロセス内分配率、排ガス除去率等のパラメータに分解

した推計方法を構築することが、時系列的な推計の実施に向けた今後の課題である。 
 

3.1.2.2 鉛のマテリアルフロー・ストックと大気排出量 
Cd のケースと異なり、Pb のマテリアルフロー量は全体として大きな変化はないが、近年は

地金輸出が若干増えている。Pb 製品の使用・流通フロー量においては鉛蓄電池がほとんどを

占めていること、ブラウン管ガラスの需要減少によりブラウン管ガラス製造における無機薬

品使用が 2006 年頃からなくなっていることが特徴的である。 
使用済み Pb 処理処分フロー量における使用済み製品等回収は、その 9 割前後を鉛蓄電池が

占めている。ただし鉛蓄電池の回収量は近年減少しているのに対し、地上波アナログ停波の

影響でブラウン管テレビの回収量が増加しており、総量としてはやや減少傾向にある。また、

これに応じて使用済み製品の輸出に伴う Pb フローが増えている。これは金属回収目的での使

用済み鉛蓄電池の韓国への輸出が増えていることに起因している。最終処分量については横

ばいにあるが、使用済み製品のうち鉛蓄電池およびブラウン管テレビ・モニタ以外は既存推

計に従って排出量の一定割合が最終処分されるとしていること、「特定有害廃棄物等の輸出入

等の規制に関 する法律」（バーゼル法）に規定される手続きを経ない使用済み鉛蓄電池等の

輸出があった場合には、それも最終処分量に含まれていることに注意が必要である。本推計

結果において使用済み製品の最終処分フローは寄与が大きいことから、それらの使用済み製

品の最新の回収・再資源化実態を把握、反映することが必要である。 
Pb の大気排出量は全体的に減少傾向がみられる。減少は主に非鉄金属製錬、ブラウン管ガ

ラス製造、無機薬品製造からの排出量減少によるものである。後者 2 つは Pb 取扱量（使用量）

によるものと考えられるが、非鉄金属製錬からの排出量減少は Cd と同様に排出率の低減によ

るものである可能性が高い。この減少要因についてはさらに詳細な実態把握が望まれる。 
 廃棄物焼却からの Pb 大気排出量は 3t-Pb/年と推計された。これに対し、既存の推計方法 5)

では 10t -Pb/年と推計され、Cd のケースと同様に両者の差が大きい。この要因として、本研

究の推計には産業廃棄物焼却からの排出が含まれていないこと（特に Pb は産業用途製品の使

用済みも多い）、既存の推計方法では使用済み Pb 製品（小形シール鉛電池など）の可燃ごみ

への混入率の値が実態よりも高い可能性があることなどを考えることができる。本研究では

実測値に基づく排出係数を用いて推計しているため、実測値の変動や幅はあるものの排出量

としてはより確からしいと考えられる。ただし、より信頼性の高い排出量データを得るため
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に、使用済み製品の処理フロー実態を定量的に把握し、推計結果を再度比較検証することが

必要と考えられる。 
 

 
(a) Pb 地金流通フロー量                    (b) Pb 製品使用・流通フロー量 

 

 
(c) 使用済み Pb 処理処分フロー量                     (d) Pb 大気排出量 

図 3.1.4 鉛のマテリアルフロー量と大気排出量の推計結果 

            
3.1.3 マレーシアにおける水銀排出実態調査 
3.1.3.1 現地調査結果および考察 
現地調査を行った都市ごみ焼却施設および石炭火力発電所の排ガス中水銀濃度の経時変化

を図 3.1.5、図 3.1.6 に、各統計量を表 3.1.4 に示す。 
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図 3.1.6 石炭火力発電所排ガス中 
水銀濃度の経時変化 

図 3.1.5 都市ごみ焼却施設排ガス中 
水銀濃度の経時変化 
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都市ごみ焼却施設の測定結果について、平均値は中央値の 8.7 倍程度となっており、この

平均値は施設の排ガス中水銀濃度としての代表性はないと考えられた。したがって、この実

測結果から排ガス中水銀濃度を仮定するにあたっては全体の平均値は用いず、低濃度時の仮

定値として 8µg/Nm3以下の時の平均値、高濃度時の仮定値として 20µg/Nm3以上の時の平均値

を使うこととした。これより、この施設における排ガス中水銀濃度の推定値は 1.1-27.6µg/Nm3

となる。主灰および飛灰の水銀含有量分析結果はそれぞれ 0.274mg/kg、0.316mg/kg であった。 
 

表 3.1.4 都市ごみ焼却施設および石炭火力発電所排ガス中水銀濃度の統計量 

 
 

 主灰および飛灰の発生量は施設からの情報より、焼却量 1 トン当たり主灰が 80kg、飛灰が

10kg 程度と推定される。焼却量 1 トンにつき発生する排ガス量はマレーシア環境省の手法に

ならって約 6,500Nm3と仮定する 26）。したがって、焼却された都市ごみ中の水銀が排ガス、主

灰、飛灰のいずれかに分配されると考えると、以上のデータより都市ごみ中の水銀量は

0.032-0.204g/トンと試算された。 
 UNEP Toolkit で設定されている一般廃棄物中の水銀量は 1-10g-Hg/トンであり 20）、日本国

内の調査で推定された一般廃棄物中の水銀濃度は 0.034-0.0784g-Hg/トンである。したがって、

今回の実測結果から推定された対象施設で焼却されている一般廃棄物の水銀濃度は、Toolkit
の設定値の 50 分の 1 から 30 分の 1 程度であり、日本の調査データに近い水銀濃度であった
1）。今後、同じ施設での再測定や他の施設での測定によって信頼性を高めることが必要となる

が、マレーシアの一般廃棄物の水銀濃度は Toolkit の設定値よりも小さい可能性があることが

示唆された。 
この値の妥当性を確認するため、

別の都市ごみ系焼却施設にて同様

の測定を行った結果を図 3.1.7 に示

す。上記の施設に比べやや高いが、

平 均 35.1µg/Nm3 （ 中 央 値 ：

30.8µg/Nm3、標準偏差 11.8µg/Nm3）

であった。この値は、ヨーロッパ等

で 採 用 さ れ て い る 基 準 値

（50µg/Nm3）よりは低かった。残

念ながら、入口の廃棄物、飛灰、焼

却灰等の採取が許可されなかった

ため、収支を出すことはできなかっ

たが、極端に高くはないことが確認

された。 
 一方、石炭火力発電所の測定結果は比較的安定していたため、排ガス中水銀濃度として(平
均値)±(標準偏差)を用いると 4.6-12.4µg/Nm3となる。施設より提供された情報によると、排ガ

ス発生量は 2,500,000 Nm3/時、石炭の消費量は 280 トン/時であった。この結果より原料石炭

１トン燃焼した場合の排ガス低減効率も含めた総括排出係数を求めると、41-111mg-Hg/ 
ton-coal となった。実際に本施設で燃焼されている 3 種類の石炭および主灰の水銀含有量分析

結果は、Coal-A：0.651mg/kg、Coal-B：0.641mg/kg、Coal-C：0.372mg/kg、主灰：0.313mg/kg
であった。石炭中の水銀濃度は UNEP Toolkit で報告されている値よりやや高い値であった 20）。

このことは排ガス低減効率を考慮しないで全て大気へ排出されると考えると 372-651 mg-Hg 

平均値 最大値 最小値 中央値 変動係数

(μg/Nm3) (μg/Nm3) (μg/Nm3) (μg/Nm3) (-)

都市ごみ焼却施設 7.8 35.1 0 0.9 1.4
石炭火力発電所 8.5 39.5 5.2 7.3 0.5
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図 3.1.7 都市ごみ系焼却施設排ガス中 
水銀濃度の経時変化 
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/ton-coal といえるため、本施設の排ガス低減効率は 41-111 mg-Hg/ton-coal と 372-651 mg-Hg 
/ton-coal から、70.2-93.8％と推測された。以上より、都市ごみ焼却施設および石炭火力発電所

については UNEP Toolkit が提供しているデフォルト値よりも範囲を限定できた。 
 次に、UNEP Toolkit のデフォルト値などを用いた過年度の粗推計では、小規模金採掘と鉛

製錬と並んで、セメント産業からの排出が大きな値を示したことから、セメント産業に注目

した。通常、セメント協会によるとセメント 1 トンを製造するのに、1100kg の石灰石と 200kg
の粘土、他の混合物が 100~200kg と言われている 114）。あるマレーシアのセメント工場でヒア

リングを行うと、原料の割合は石灰石：79％、粘土：16％、鉄鉱石：１％、砂：4％との回答

であり、ほぼ日本と同様であった。つまり、セメントの排出の最も大きな寄与はまずは石灰

石中の水銀であることから石灰石中の水銀測定を行った。マレーシアの石灰石の調査結果を

表 3.1.5 に示す。 
表より、石灰石中の水銀濃度は 0.092~3.05mg/kg であることがわかる。平均は 1.60mg/kg で

あった。この値および上記の使用割合を考慮して、セメント 1 トンあたりの石灰石からのみ

の水銀排出量を推測すると、

0.101~3.36g/ton –cement となる。

UNEP Toolkit で報告されている値

では、0.02~0.2 g/ton –cement である

ことから 20）、本調査結果から得た

値はかなり高い値（10 倍~16 倍程

度）であった。分析機器による誤差

等については、分析機器メーカーと

のクロスチェックにより大きな差

がないことは確認した。したがって、

この理由としては、セメント会社で

実際に使用されているものは残念

ながらセメント会社からの協力を

得られず、入手できていないことに

よる。つまり、マレーシアの大学の

地質学者の協力を得て収集したも

のとセメント会社で使用している

ものが異なることが大きな差を生

みだしたと考えられた。ただし、本

サンプルの多くはマレーシアから

採取されたものであることから実際にこの濃度レベルの石灰石が使われている可能性もある。

後の排出ポテンシャルおよび排出量においては、UNEP の排出係数を使用し、本結果は参考

値として扱うこととした。 
 
3.1.3.2 排出ポテンシャルおよび大気への排出量推計 

上記の現状調査および文献調査・ヒアリング等により、マレーシアにおける水銀排出ポテ

ンシャルおよび大気への排出量を推計した。表3.1.6に示す。なお、小規模金採掘（ASGM）

の実態により大きく排出係数が異なり、今後、条約が発効すれば禁止の方向に進むと考えら

れることから、ASGMを入れた場合と、入れない場合の排出量をまとめて記載した。以下、

各排出源について推計方法・根拠を記載する。 
1）石炭燃焼 
 米国エネルギー省情報局(EIA) の2009年度データに示されている総消費量を活動量として

用いるとともに115）、排出係数（input factor）、総括排出係数（overall emission factor）は本調査

での実測値を用いた。そのため大気への排出割合はこの表では算出していない。排出量は

Sample
name

Number of
sample

Average
concentration

[ppm]

Standard
deviation [ppm]

Variation
coefficient [%]

Lime1 11 1.79 0.214 11.9
Lime2 8 1.59 0.245 15.4
Lime3 3 1.55 0.360 23.3
Lime4 2 1.95
Lime5 2 1.87
Lime6 2 1.49
Lime7 1 1.35
Lime8 1 1.17
Lime9 1 1.55
Lime10 1 1.43
Lime11 1 1.41
Lime12 1 2.04
Lime13 1 1.51
Lime14 1 2.77
Lime15 1 3.05
Lime16 1 1.60
Lime17 1 0.922
Lime18 1 0.360
Lime19 2 0.092

表 3.1.5 石灰石中の水銀濃度 
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0.27-0.73トン/年となり、小規模金採掘、セメント、医療廃棄物燃焼についで4番目の排出源と

推測された。また、排出ポテンシャルは最大4.33トンあることから、これは小規模金採掘、

歯科アマルガムについで3番目の排出源であった。 
 
2）石油燃焼・天然ガス燃焼 
 活動量はイギリスの石油会社であるBPのデータ116)を用いた。BPのデータには、マレーシア

の石油の総消費量およびアジア太平洋地域の製品グループ別の供給割合が示されているため、

この供給割合で石油製品が消費されていると考えて製品グループ別の消費量を計算した。

UNEP Toolkitでは製品グループ別に排出係数が設定されているため、対応する排出係数を用い

て排出ポテンシャルを試算した。排出ポテンシャルは、UNEP Toolkitの排出係数を用いると石

油燃焼が0.052～0.517トン/年、天然ガス燃焼が0.001~0.014トン/年となった。 
 

表3.1.6 マレーシアにおける水銀排出ポテンシャルおよび大気への排出量推計結果 

 
 

3)石油精製 

Category Activity rate Potential emission(ton/yr) Distribution to the air Remarks

(103 ton/yr)
Input factor
(g-Hg/ton)

(%):from literature

overall
emission
factor (g-
Hg/ton)

Coal combustion 6,657 0.058-0.65 0.386-4.33 0.04-0.11 0.27-0.73
source: Energy
Information
Administration[2009]

light distillates 7,742 0.001-0.01
middle distillates 9,133 0.001-0.01
fuel oil 2,935 0.01-0.1
others 5,490 0.001-0.01

33842*106

Nm3/yr

0.00003-

0.0004 mg/Nm3
0.001-
0.014

100
0.001-
0.014

Oil refinery 38,000 0.094-0.104 3.57-3.95
0.0047-
0.0052

0.18-0.20
Personal
communication

48 0.032-0.204
0.0015-
0.0098

0.0072-0.18
0.00034-
0.0086

Activity rate is based
on the capacity of
MSWI and opreation
date.

47.41 8-40 0.379-1.90 50% 0.190-0.948
source: Malaysia DOE
Env. Rep.[2010]

40.4 0.716 0.0289 10% 0.00289
source: United States
Geological
Survey[2009]

0.0042 2-50
0.0084-

0.21
20 0.084

Source:Malaysia DOE
Hg Rep. [2006]

0.00005-
0.007 1×103-3×106 0.00005-

21
60%

0.00003-
12.6

source: UNEP[2011]

18,500 0.02-0.2 0.37-3.7 60-80% 0.222-2.96
source: United States
Geological
Survey[2008]

5,354 0.02-0.1
0.107-
0.535

95% 0.102-0.508
source: United States
Geological
Survey[2009]

1,533 0.01-0.07
0.015-
0.107

50-80%
0.0075-
0.086

Source:Malaysia DOE
Hg Rep. [2006]

800 0.02-0.2 0.016-0.16 60-80%
0.0096-
0.128

source: United States
Geological
Survey[2009]

1,000 0.01-0.07 0.01-0.07 100% 0.01-0.07
Source:Malaysia DOE
Hg Rep. [2006]

Others 34481-body 1.0-4.0g/body
0.034-
0.138

100%
0.034-
0.138

source: UNEP[2011]

40000-
120000
items

1-2.5 g/item 0.04-0.3 10% 0.004-0.03

0.48-1.44 10%
0.048-
0.144

0.2-0.8 5% 0.01-0.04

1.2-4.9 2%
0.024-
0.096

0.1-0.3 - -

0.02-0.15 10%
0.002-
0.015

0.2-1.0 10% 0.02-0.1

7.39-45.3 1.20-19.3

7.38-24.3 1.20-6.74

Combustion

Source:Malaysia DOE
Hg Rep. [2006]

Emission (ton/yr)

Batteries with mercury

Intentional
use

Manufacture

Total 

Oil
combustion

Incineration of municipal/general
waste

Incineration of medical waste

Non-ferrous metal (lead),
secondary

Gold mining　(no amalgamation)

Artisanal small-scale gold mining
(ASGM)

Cement

Ferrous metal

Pulp and paper

Thermometers

Electrical switches and relays

BP stastical review of
world energy (2011)

Natural gas combustion

0.052-
0.517

100
0.052-
0.517

Source

Total without ASGM

Lime

Biomass power station

Crematoria

Light sources

Manometers and gauges

Dental filings

Miscellaneous uses
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 マレーシアは産油国であり、2009 年レベルでの原油採掘量は 3,800 万トンであった 117)。ま

ず、採掘過程で水銀を含んだガスが産出されることから、処理の必要がある。この点は労働

衛生上も問題となっており、2011 年には Guidelines on Mercury Management in Oil and Gas 
Industry118)が政府より発行されている。しかしながら、原油中あるいは天然ガスの原ガス中の

水銀濃度は公開されていないため、健康影響を研究している研究者へのヒアリングにより、

排出係数および総括排出係数を設定した 119)。その結果 3.57-3.95 トン/年の排出ポテンシャル

があり、大気への排出量は 0.18-0.20 トン/年と推定された。基本的に石油精製品中の水銀濃度

は管理されているため、ほとんどの水銀は処理プロセスで発生する残渣に移行する。また、

マレーシア環境省による調査報告書では 26)、水銀吸収剤は約 2.9%の水銀を含んでいることが

報告されている。石油会社へのヒアリングでは、基本的にこれらの廃棄物は有害廃棄物処理

施設の Kualiti Alam で処理・処分されているということであった。また輸出も許可されており、

今後、廃棄物としての動きは別途注目を要する。 
 
4)一般廃棄物燃焼 
 マレーシアでは 2002 年ごろまで、都市ごみはごく一部のリサイクルを除けばすべて埋立処

分されていた 120)。現在も都市ごみの処理方法の主流は埋立であり大きな状況の変化はみられ

ないが、埋立による衛生上、安全上の問題に対する関心の高まりから違法なオープンダンピ

ングを取り締まり、許可された場所で汚染防止のためのモニタリングを行いながら埋立処分

地を操業するようになっている。さらに、人口の急増に伴う都市ごみ発生量の増加によって

土地の制約も差し迫った問題となっており、Kuala Lumpur に焼却施設を建設して焼却処分を

進めていくことが期待されている 120)。マレーシアの住宅・地方政府省によると 2006 年のマ

レー半島の都市ごみ発生量は約 2.5 万トン/日と推定されている。現在は少ないながらも観光

地である島には一般廃棄物焼却施設が導入され、また廃棄物固形燃料焼却施設も建設されて

いる。これらの容量と稼働日数とから、48,000 トンという活動量を設定した。排出係数およ

び総括排出係数は本調査により求めたものを利用している。現在では極めて焼却量が少ない

ため大きな排出量とはなっていない。 
また、指定廃棄物（日本での有害廃棄物）の焼却は半島では Kualiti Alam にある施設で大多

数処理されていることから、この施設での調査が必要である。 
 
5)医療廃棄物燃焼 
 マレーシア環境局の報告によると2010年の医療廃棄物発生量は47,406トンである121)。マレ

ーシアでは一般廃棄物については焼却されず埋立処分が行われることが多いが、医療廃棄物

については衛生上の観点から焼却処分を行うことが環境局により推奨されている。そこで、

実際に医療廃棄物の全量が焼却されているとの情報は確認できなかったものの、全量が焼却

されると仮定して排出ポテンシャルを算出した。排出ポテンシャルは、UNEP Toolkitの排出係

数を用いると0.379~1.90トン/年となった。また、マレーシア環境局の報告書では少なくとも

50％が大気へ放出されると仮定されているため26)、最終的に排出量は0.190-0.948トン/年と推

測された。小規模金採掘、セメントに次いで3番目に大きな排出源であった。このことから、

医療廃棄物燃焼はUNEPの排出係数に大きな幅があることも不確定要素であることから実測

が望まれる。 
 
6)非鉄金属製錬 
 マレーシアにおける主要非鉄金属の生産量を調査したところ、鉛、スズの製錬量が多いこ

とがわかった。スズについては排出係数の例が報告されていないため、排出ポテンシャルは

算出できなかった。鉛についてはアメリカ地質調査所（USGS）のデータでは二次製錬という

記述があったため117)、これまでUNEP Toolkitの一次製錬の排出係数を用いてきたが、UNEP 
Toolkitでは二次製錬の排出係数がないため、日本における鉛二次製錬の排出係数（0.716g/ton）
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を用いて122)、排出ポテンシャルを算出した。その結果、0.0289トン/年となり、昨年度までの

推計値から大きく減少し、排出量全体への寄与は小さいものと推定された。 
 
7)水銀アマルガメーションを用いない金製錬 

金を含む鉱石(しばしば硫化鉱に含まれている)には微量の水銀が含まれており、他の天然の

原料に比べるとその水銀含有量が多いことがあると報告されている。2004 年のマレーシアに

おける金の総生産量は 4.2 トンであった 26）。金の生産の 99%以上は Pahang で行われている。

金の製錬の 90%以上はシアン化プロセスを用いて行われており、金はシアン化ナトリウムと

ともに取り出される。マレーシア環境局の報告書においても製錬されている鉱石の水銀量に

ついて具体的な情報は得られていない。UNEP Toolkit の大気への排出の排出係数（総括排出

係数）は金生産 1 トン当たり 20kg-Hg を用いて 20）、大気への排出量は 0.084 トン/年と推測さ

れた。 
 
8)ASGM 
 UNEPが公開している資料123)の中で、マレーシアにおけるASGM従事者は約25,000人と推定

されており、ASGMによる金の生産量は年間7トン程度と報告されている。一方で、マレーシ

ア環境局の報告書では、2004年では4.2トンの金生産のうち、0.05~0.2トンがASGMにより生産

されたと推定している26）。したがって、活動量は0.05~7トンと想定し、ASGMのUNEP Toolkit
の排出係数、大気への分配率を用いて排出ポテンシャル、排出量を試算したところ、排出量

は0.00003~12.6トン/年となった。ASGMの実態により大きく排出係数が異なるため、極めて大

きな開きを持っている。最大値を使うとマレーシアでは最大の排出源となる。なお、

MercuryWatchの情報によると3.5トンと報告されている40）。 
 
9)セメント製造 
 USGSデータに示されている生産量117）、またUNEP Toolkitの排出係数（0.02～0.2g/ton-cement）
20）、大気への分配率20）を用いて計算すると排出ポテンシャルは0.37~3.7トン/年、排出量は0.222
～2.96となった。UNEP Toolkitでは廃棄物を混焼している場合、0.08～0.8g/ton-cementとなるが、

現時点では確認できないため0.02～0.2g/ton-cementを使用した。ASGMを除くと最大の排出源

であった。上記の現状調査において分析した石灰石およびその他粘土、石炭、鉄鉱石などの

値を総合すると、0.203～3.50 g/ton-cementという排出係数になる。この値が本当であるならば、

最大排出量は51.8トン/年となることから、今後の調査が必要である。 
 
10)鉄鋼 
 活動量はWorld Steel Associationのデータに示されている粗鋼生産量を用いた124）。UNEP 
Toolkit tの排出係数は銑鉄生産量についての設定となっている。製鉄プロセスでは鉄鉱石から

焼結・高炉を経て銑鉄が生産され、さらに転炉を経て粗鋼が生産されるが、この転炉におい

ても水銀が排出されること、また銑鉄から粗鋼を得る精錬では炭素が取り除かれて質量が減

少することから、UNEP Toolkitの排出係数0.05g-Hg/tonを転炉工程まで含めて粗鋼生産量1トン

当たりの数値で表わすとすると、より大きな数値となる。マレーシア環境局の報告書では、

世界各地の鉄鉱石の水銀濃度の報告値のばらつきを考慮して、0.02～0.1 g-Hg/tonと排出係数

を設定している26）。この値を用いると、排出ポテンシャルは0.107-0.535トン/年と推定された。

大気への分配率を95％として計算すると排出量は0.102-0.508トン/年となり、石油・天然ガス

燃焼に次ぐ6番目に大きな排出源として推定された。 
 
11）パルプ・製紙 
 マレーシアにはおよそ 20 のパルプ・製紙業者があり、2004 年のパルプおよび紙の生産能

力は 1,533,400 トンであった。2004 年のマレーシアにおける紙の消費量は 1,837,041 トンであ

り、605,324 トンの紙が輸入された 26）。マレーシアにおけるパルプ・製紙産業からの水銀排出
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に関する具体的なデータは得られなかった。UNEP Toolkit によると、排出係数は燃やされる

黒液 1トンあたり 20g-Hgとの報告があるが、紙の生産量当たりの排出係数は示されていない。

代わりに、原料の水銀濃度に基づいて、排出ポテンシャルを推定する。UNEP Toolkit による

と、木材および植生の水銀濃度はドライベースで 0.01~0.07mg/kg 程度であると報告されてい

る 26）。パルプおよび紙の生産量が 1,533,400 トンであるから、原料の水銀濃度（排出係数）を

0.01~0.07mg-Hg/kg と仮定すると、排出ポテンシャルは 0.015~0.107 トン/年程度であると見積

もられる。 
 水銀の一部は製品中に移行し、一部は製造プロセスの残さ焼却で放出されるが、これら全

体が残さに移行し焼却によって 50～80％が放出されると仮定すると、パルプ製紙産業からの

水銀排出量は 0.0075～0.086~54 トン/年と推定された。 
  
12）石灰石製造 
 活動量はUSGSのデータを用いた117）。排出係数については、UNEP Toolkitでは石灰石製造に

おける具体的な排出係数は設定されておらず、全体の水銀排出量に対する比率が非常に小さ

いと考えられるとが述べられているのみである。セメントと同様の排出係数および大気への

分配率を用いて、排出ポテンシャル、排出量を算出した。いずれも小さな値であるが、セメ

ント同様石灰石中水銀濃度によっては水銀排出量は高くなること、セメントと同じ原産を使

用しているかどうかがわからないことから、今後の調査が必要である。 
 
13）バイオマス火力発電および熱利用 
 マレーシアの National Energy Balance の資料には発電に用いられるバイオマス量のデータ

は記載されていない。パルプ・製紙産業でのバイオマス利用については上述どおりである。

おおまかな推計であるが、年間のバイオマス焼却量は 100 万トン未満であるとみられること

から、活動量は 100 万トンとした 26）。パルプ・製紙産業でのバイオマス利用と同じ排出係数

を使い、バイオマスの燃焼によって 100%の水銀が大気に放出されると仮定すると、バイオマ

ス燃焼による大気への水銀排出量は年間 0.01-0.07 トン/年と推定された。 
 
14）火葬 
 マレーシアにおける年間火葬件数は不明であるが、マレーシアの宗教別人口比 125）を見る

とイスラム教徒が最大の 61.3%を占めており、イスラム教は火葬を禁忌としているため、死

者の過半数については火葬されていない。火葬を行っているのは仏教徒の華人に多いと考え

られるため、ここでは華人の死者数を火葬件数と仮定する。なお、マレーシアの人口に占め

る華人の割合は 22.6%である。2010 年の華人の死者数はマレーシア統計局のデータ 126）を用

いた。UNEP Toolkit の排出係数を用いると 0.034~0.138 トン/年となり、火葬炉の排ガス処理

装置が一般的には貧弱であることから、そのまま全量が排出されると考え、同じ値が排出量

と推定された。意図的な使用において歯科アマルガムの使用量がかなり大きいため、この排

出量は日本の値よりも大きいがかけ離れた値ではないと推測された。 
 
15）意図的使用 
 意図的使用としては、温度計、リレースイッチ、蛍光灯等ランプ類、歯科アマルガム、電

池、計測器、その他が挙げられる。これらは、マレーシア環境局の調査報告書から引用し 26）、

記載した。多くの場合、マレーシアでは生産がなされておらず、これらの大気への排出は廃

棄物としての処分時における大気への移行量から算出されている。したがって、廃棄物とな

ってからの行方によっては焼却などの中間処理を経る可能性もあり、その場合は大気への移

行量は変化してくる。ただし、これらの全ての意図的使用を合わせても大気への排出量は

0.108～0.425 トン/年と大きなインパクトはない。逆に、排出ポテンシャルとしては 2.24～8.89
トン/年であるので、廃棄物としての動きについて今後調査が必要である。 
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以上により、マレーシアの水銀排出ポテンシャルは ASGM を含めたケースで 7.39-45.3 トン

/年、含めないケースで、7.38～24.3 トン/年となった。また、大気への排出量は ASGM を含め

たケースで、1.20～19.3 トン/年、含めないケースで 1.20～6.74 トン/年となった。ASGM の有

無は大きな焦点である。マレーシア環境局の報告書では 2004 年、2005 年の金属水銀の輸入

量がスペインから 6.5 トン、9.6 トンであったとの記載がある 26）。上記にも示したように、意

図的に使用する製品の生産はマレーシアではほとんど行われていない。また、表 3.1.6 の排出

ポテンシャルをみてもわかるとおり、歯科アマルガムを除くとせいぜい 4 トン程度である。

マレーシア環境局の報告書では歯科アマルガムも国内生産は非常に少ないと報告されている
26）。したがって、ASGM へはいくらか水銀が流れていると考える方が妥当性があると言えよ

う。MercuryWatch によると 2010 年の ASGM の量は 3.5 トンと報告されている 40）。 
大気への排出については、日本が 20 トン程度であることと比べれば、やや低いと言えるが

1）、人口あたりに直すと同程度以上と言える。ASGM を除けば、セメント、医療系廃棄物（産

業廃棄物）からの寄与が大きい点は日本の現状と似ている。条約においては、セメント、廃

棄物燃焼、石炭火力、石炭ボイラ、非鉄金属製錬が規制対象であるため、マレーシアにおい

てこれらの内、セメント、廃棄物燃焼、石炭火力についての対応が今後必要となる。特に、

セメントについては石灰石の濃度について疑義があり、今後の調査が必要である。 
 

3.2 水銀回収量推計の精緻化 
3.2.1 意図的水銀添加製品系廃棄物の実態、収集・回収システム 
3.2.1.1 日本における水銀フローとその経年変化 

フロー解析の結果の概要を図 3.2.1 に示す。なお、製品以降は蛍光管に注目し、廃製品以降

は、今回対象外としている

ことに注意を要する。これ

によると、原材料段階での

経年変化が非常に大きい

ことがわかる。そこで、輸

出入の推移（図 3.2.2）を見

ると、2003 年以降、輸出が

輸入を大きく上回ること

がわかる。また、1989 年以

降では、輸出量が輸入量を

大きく上回っており、回収

水銀や在庫等も輸出に回

っていると考えられた。輸

出先は、年によって異なる

が、イラン、インド、東南

アジア等、いわゆる発展途

上国へ多く輸出されてお

り、国際的な水銀管理とい

う視点からは、注意を要す

るフローとなっているこ

とが確認された。 
製品については、蛍光管が主たる製品であることにかわりはないが、以前増加傾向にあっ

たバックライトが減少に転じていることがわかった（図 3.2.3）。また、その他の蛍光管も、

全体に減少傾向にあり、蛍光管の性能向上（長寿命化）に加え、LED への転換が一因と考え

られた。今後、この傾向は続くと考えられ、水銀管理の方針を考える上で重要な点になるだ

ろう。 
 

図 3.2.1 蛍光管に焦点を当てた国内の水銀フロー 
（2000 年～2010 年の間の 2 期間について） 

液晶製品

製
品

原
材
料 廃

製
品

国内生産
13‐19
6.7‐15

国内販売
12‐17

昨年度
在庫
70‐190
1.5‐130

国内調達
22‐130
0.6‐280

輸入
5.5‐11
0.003‐3.5

輸出
5.8‐130
72‐260

今年度
在庫
70‐190
0.023‐49

焼却処理
9.1‐13

ストック追加
1.7‐2.3

回収
0.56‐0.63

蛍光管 5.2‐7.0
2.7‐4.9

バックライト 1.1‐2.9
0.2‐1.7

その他回収
汚染土壌
25‐121

直接埋立
1.0‐1.4

2000‐2003年の最小値‐最大値
2004‐2010年の最小値‐最大値

在庫量は減少

その他の製品
0.56‐0.63

単位：t‐Hg/yr

製品製造で最も多くを占めるのは、蛍光管だ
が、バックライトは減少

輸入は減少（ほぼゼロへ）&輸出
は増加
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3.2.1.2 病院・診療所および歯科医院における保有・退蔵実態 
1）保有・退蔵実態 

水銀式体温計、水銀式血圧計、

マーキュロクロムの使用状況お

よび使用時期に関する回答結果

を次に示す。 
・ 水銀式体温計：水銀式体温計

については、診療所でわずか

に使われている（9.6％）が、

病院で使われているところ

はなかった。使用をやめた時

期は、1980 年以前から比較

的最近までばらついている。

しかし、保有しているところ

は少なくなく、病院で 18.2％、

診療所で 26.9％に達している。平均保

有数量は病院で約 50 個、診療所で約 10
個となっている。 

・ 水銀式血圧計：水銀式血圧計について

は、いまだに使用しているところは多

く、病院で 68.2％、診療所で 78.8％に

達している。使用時期も 1995 年以前に

やめたところはない。保有していると

ころはさらに多く、病院、診療所とも

約 86％に達する。平均保有数量は、病

院で約 10 個、診療所で 4 個弱となって

いる。 
・ マーキュロクロム液：マーキュロクロ

ム液は、病院でわずかに使用されてい

る（5％）が、診療所で使われているところはなかった。他方、使用していないが保有し

ているところがある。保有しているところがかなり少ないため、保有数量の回答も少な

く、250mL が 2 件あったほか、0 という回答が 3 件であった。これはほとんどないとい

うことと考えられる。 
・ アマルガム：アマルガムについては、使用しているところが 7％であった。使用していた

時期はばらつきが大きい。保有しているところは 34.8％に達しているが、保有数量は 200g
未満がもっとも多い。 

以上の結果より、国内全体での保有（退蔵）数量を拡大推計した。具体的には、各製品に

ついて、次のように計算した。 
合計保有台数／量＝平均保有率×平均保有台数（保有病院等における）×全病院等数 
すると、結果は表 3.2.1 に示す通り、体温計が約 37 万個、血圧計が約 40 万個、マーキュロ

クロムが約 200L 程度、アマルガムが約 5 トンと推計された。これに対して、水銀量に換算す

るために、体温計 750mg-Hg／個 127)、血圧計 50g-Hg／個 127)、マーキュロクロム 4.2g-Hg／L
を乗じ、アマルガムは水銀量を指していると仮定すると、体温計 278kg-Hg、血圧計 19,750kg-Hg、
マーキュロクロム 1kg-Hg、アマルガム 5,453kg-Hg となり、合計 25 トン-Hg となった。なお、

過去の調査 10)において、家庭における水銀含有製品の保有量を調べた調査では、3 製品（蛍

光管、体温計、温度計）に由来して、世帯当たり約 1g の水銀が存在し、そのうちの 3 割程度

は退蔵（不使用）であることがわかっている。これに全国世帯数をかけると 46 トンとなり、

図 3.2.2 水銀の輸出入量の推移 

図 3.2.3 蛍光管類の国内販売量の推移

(kg-Hg/yr)
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国内の水銀需用量（約 10 トン）の 5 倍近い値となる。これらより、水銀については、退蔵さ

れたものの回収も重要であることが改めてわかる。 
 

2）処分方法や回収促進策 
水銀含有製品の処分の方針や、回収を推進するために国や自治体に望む支援を尋ねた結果

を次に示す。 
・ 保有している製品の今後の処理方針については、血圧計は「今後も使用する」とした割合

がかなり高く、病院では約 4 割、診療所では約 7 割となった。他の製品については、「あ

る時期に、適正な方法で廃棄する」という回答も多かったが、「決めていない」とする回

答が診療所や歯科医院では上回った。 
・ 回収時の支援ニーズとしては、「適切な回収システムを案内してくれる」「医院まで引き取

りにきてくれる」が比較的多い結果となった。歯科医院のアマルガム以外では「全額を負

担してくれる」も多かった。 
これらを総合して考えると、相当量の水銀が、体温計や血圧計、アマルガム等の製品とし

て、病院や診療所、歯科医院にて使用・保管（退蔵）されていることがわかった。血圧計に

ついては、今後も使用が続くと考えられるが、それ以外については、使用は確実に減少／廃

止傾向にある。しかし、その後の処理方法については、「決めていない」とするところが多く、

これらを適切な回収・処理に導くことが重要と考えられた。そのためのニーズとして、行政

等による費用負担等への声も大きいものの、「適切な処理方法に関する情報がほしい」「取り

に来てほしい」といった回答も多く、病院等から退蔵品も含めた製品を徹底して回収するた

めには、適切かつ具体的な回収・処理に関する情報（回収の意義、各地域において水銀製品

を適切に回収・リサイクルできる業者や連絡先等のリスト等）や回収訪問サービス等を提供

することが重要と考えられた。 
 

表 3.2.1 保有（退蔵）数量の推定結果 

    保有率 保有数量 
国内施設

数 
国内退蔵量 

体温計 病院 18.2% 50.5 個/施設 8,794 80,745 個 

  診療所 26.9% 10.9 個/施設 99,083 290,580 個 

  
病院+診療

所 
        371,325 個 

血圧計 病院 86.4% 10.4 個/施設 8,794 79,324 個 

  診療所 86.5% 3.7 個/施設 99,083 315,697 個 

  
病院+診療

所 
        395,021 個 

マーキュロクロム液 病院 9.1% 250.0 mL/施設 8,794 200 Ｌ 

  診療所 5.8% - mL/施設 99,083 -   

  
病院+診療

所 
        200 Ｌ 

アマルガム 歯科医院 34.8% 230.9 g/施設 67,779 5,453 kg 
 
3.2.1.3 台湾における蛍光管の回収システム 
1）台湾におけるリサイクル基金制度 
台湾においては、廃棄物清掃法のもと、容器包装や電池、自動車、タイヤ、電気電子機

器、蛍光管等、14カテゴリーの34品目（表3.2.2）については、製造メーカー等の回収・リ

サイクル義務（費用負担）が課せられ、リサイクル基金管理団体（環境省が運用）が必要
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経費の徴収と配分を、製品群ごとに行っている128)。蛍光管もその対象となっており、メー

カー等は、販売量や種類に応じた回収・リサイクル費用を支払っている。 
 

表3.2.2 リサイクル基金制度で対象としている廃製品 
分類 項目 分類 項目 

容器 1 1.鉄製容器 製品 7 15.一般電池 

2 2.アルミ製容器 8 16.自動車  17.バイク 

3 3.ガラス製容器 9 18.タイヤ 

4 4.紙製容器、5.紙製食器 10 19.鉛蓄電池 
5 プラスチック製容器 

6.PET、7.PVC、8.PE、9.PP、

10.発泡 PS、11.非発泡 PS、

12.その他、13.生分解性プ

ラ 

11 20.潤滑剤 
12 電気／IT 機器 

21.ノート PC、22.躯体、23.マザーボード、24.モニター、

25.ハードディスク、26.プリンター、27.電源、28.キーボー

ド 
13 家電製品 

29.テレビ、30.洗濯機、31.冷蔵庫、32.エアコン、33.ファ

ン 
6 14.農薬容器 14 34.電球（蛍光管） 

 
2）台湾における蛍光管リサイクルシステムとその実態 
台湾におけるリサイクル基金制度に則った蛍光管回収・リサイクルシステムの概要（蛍

光管およびお金の流れ）について、公開情報128)やヒアリング調査により得られた情報をも

とに、図3.2.4に整理する。 
 

 
図3.2.4 台湾における廃蛍光管の回収・リサイクルシステム 

 
・販売および回収リサイクル税 
まず、蛍光管は、製造業者や輸入業者（左上）から小売店等を通じて、会社や家庭へと

販売される。その販売量に応じて、製造業者および輸入業者は、回収リサイクル税を、前
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述のリサイクル基金（資源回収管理基金）に納める。この税率は2012年、31元／kg-蛍光管

となっているが、これは不定期に見直されることになる。この税率は、40Wの直管で約5.5
元であり、台湾国内唯一の蛍光管製造メーカーである東亜光電（会社名：中国電器）にお

けるヒアリングによると、生産コストの約1／3となっているとのことであった。なお、蛍

光管の利用場所は、工場：家庭＝7：3程度で、家庭ではスパイラルタイプの利用が多く、

環形は少ないとのことであり、日本と利用スタイルは異なると考えられた。 
 
・使用後の流れと費用分配 

使用後は、自治体への回収ルートか、直接回収業者（右下）が回収するルートにいき、

そこからリサイクル業者（左下）に持ち込まれる。回収業者は約2,000、リサイクルプラン

トは4ヶ所（3業者；2プラントは、今回ヒアリング調査および視察を行った中台資源科技有

限会社）あるとのことである。 
それらのリサイクル業者において回収された資源（蛍光粉や水銀、ガラス等）は、ほぼ

無料で製造メーカーに渡されており、メーカーにおいて使用する水銀は、100%そこから供

給しているとのことである。 
回収・リサイクルの費用は、資源回収管理基金からリサイクル業者に、補助金として、

リサイクル可能な蛍光管重量・種類に応じて支払われる。その費用は、図3.2.4に示す通り、

蛍光管のタイプ（直管／非直管）および水銀回収率（レベル）に応じて、0～40元／kg-蛍
光管に設定されており、基金管理団体（台湾政府環境省）からリサイクル業者へ厳しい検

査が入っているとのことである。 
その補助金の概ね半分程度は、回収

業者（時に自治体）に支払われており、

それが回収率を上げるインセンティブ

となっていると考えられる。その契約

条件は、それぞれ異なるとのことだが、

割れた物や異物には支払わないとのこ

とであり、良い状態で多く集めるほど

多くのお金が得られる仕組みとなって

いることがわかった。 
なお、基金の約7割が補助金として回

収・リサイクルに使われ、残りの約3
割が基金運用や教育・広報に使われて

いるだろうとの話であった（関係者へ

のヒアリング調査による）。 
 
・回収量および回収率 
 このシステムにおける蛍光管の回収量を図3.2.5に示す。近年は500万トン／年で安定して

おり、2011年の回収量522万トンは、回収率88%に相当するとのことであった。なお、台湾

では、回収率を次のように計算している。 
回収率＝回収量÷（国内生産量＋輸入量） 
※どれも当該年 

 
また、水銀回収率については、次の式で計算されている。※水銀含有量原単位：5.52mg

／100gとする。 
水銀回収率＝当該年の蛍光管からの水銀回収量（kg）×水銀濃度（%） 

÷｛当該年の蛍光管処理量（kg）×水銀含有量原単位※×10-5｝ 
 
 

図 3.2.5 台湾における蛍光管回収量の推移 
（トン-蛍光管／年） 
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3）自治体による回収システム 
高い回収率を実現する要因には、自治体による廃棄物回収方法もある。特に回収システ

ムについて視察を行ったところ、台湾における家庭ごみ収集システムが非常に特徴的であ

ることがわかった。図3.2.6に示す通り、台湾の自治体による家庭ごみ収集は、決まった時

間と場所に回収車両がやってきて数分停車し、その間に市民がごみを持ち込み排出すると

いうもので、日本等のように、決められ

た場所に所定の時間までに出して置い

ておくというものではない。また、可燃

ごみと、資源ごみ回収車（資源ごみ回収

車は1～2台程度）が同時に来るため、市

民の人は、様々なものを同時に持ってき

て、対面で分別しながら排出することに

なる。この資源の一つが蛍光管というこ

とになる。このような回収システムの利

点を活かしつつ、リサイクル基金からの

回収・リサイクル料金支払いに対する自

治体の回収モチベーションの向上、目標

値達成意識、市民啓発・教育の徹底など

により、高い回収率が達成できていると

考えられた。 
 
3.2.1.4 アジアにおける将来の蛍光管需要推計 

アジア各国における蛍光管の需要推定結果を図 3.2.7 に示す。また、2008～2012 年度の落

ち込みは日本の実績データによるものだが、この変化をモデルに組み込むことができなかっ

たため、2013 年以降とのギャップが生じている点に注意が必要である。 
これによると、2030 年には需要は

約 380 億個となり、仮に日本の現在

の製品技術レベルと等しい 6.8mg／
個の水銀含有量とすると、約 260 ト

ンの水銀需要となることがわかる。

UNEP 報告書（2008 年）によると、

2005 年の世界における蛍光管への

水銀需要は約 150 トンとなっている

が、それの倍近い値となる。欧米や

日本等の先進国においては LED が

進むと考えられるが、アジア諸国を

中心に相当量の蛍光管需要が将来

的に続く可能性があると考えられ、

これらの循環や適正処理システムの検討、水銀フリー化（LED 化）等が必要と考えられた。 
 
3.2.2 産業系水銀含有廃棄物の処分・回収に関する基準 
 添加水銀種ごとの環告13号溶出濃度と水銀含有率の関係を表3.2.3に示す。含有率1%以上

では、水銀種によっては埋立判定基準を超えるものがあった。水銀含有率を0.1%まで下げ

ると、すべての形態で0.0005mg/L未満となった。したがって、環告13号試験からは水溶性

の水銀であっても0.1%以下の含有率であれば、キレート剤を適正に添加することによって

埋立判定基準を満たせると考えられる。 

図 3.2.7 アジアにおける蛍光管の需要推定結果

 

図 3.2.6 台北市におけるごみ収集 
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 また、水溶性の高い酸化第二水銀、

塩化第二水銀を選択し、0.1%付近で

の水銀溶出挙動を確認するため、添

加量は 0.05%、0.1%。1%と設定し、

アメリカの溶出試験である TCLP 法

によりキレート処理飛灰を評価した。

その結果を表 3.2.4 に示す。TCLP 法

は一般廃棄物との混合埋立により生

成する有機酸と産業廃棄物との接触

という過酷な条件を前提とする試験方法であ

り、pH の差以上に高濃度の溶出を示す金属類が

みられるとの報告もある 129）。本結果では塩化

第二水銀について、いずれの添加量でも環告 13
号試験の溶出値を上回っていた。アメリカでの

基準については、水銀含有率 0.026%以上のもの

は熱処理等の操作により 0.2mg/L 以下という基

準を満足しなければならないが、本実験のキレ

ートによる安定化では水銀含有率 1%でも基準

を満足していた。0.026%以下の熱処理残さ以外

の廃棄物の基準である 0.025mg/L も、水銀含有率 0.1%以下では満足していた。 
 EU の溶出試験である prEN12457 の 4 つの試験方法のうち液固比 10 の方法である

prEN12457-4 も行った。添加水銀種は塩化第一水銀、酸化第二水銀、塩化第二水銀を選択し、

水銀含有率はそれぞれ 0.05%および 0.1%に設定してキレート処理飛灰の溶出試験を実施した

ところ、すべての条件で溶出濃度は 0.0005mg/L より小さく、検出されなかった。すなわち固

体換算濃度にすると<0.005mg/kg となり、安定型処分場基準の 0.01mg/kg を満たしている。水

溶性の高い水銀種であっても含有率 0.1%以下であれば、キレート処理によって EU の基準に

おいても埋立処分基準を満たすことが確認された。 
キレート処理の効果について長期影響を調査した実験結果を図 3.2.8 に示す。処理から 90

日が経過した試料の水銀溶出量は処理当日よりも大きくなっており、水銀の再溶出の可能性

があることがわかった。塩化第二水銀では 90 日後までに含有率 0.1%の処理飛灰の溶出量が

埋立判定基準を超え、90 日後の溶出量は埋立判定基準 5µg/L の 2 倍程度であった。一方、窒

素雰囲気下および空気雰囲気下で保管した処理物について 35 日後に溶出試験を行うと、窒素

雰囲気下で保管した場合の方が溶出量が小さいという結果が得られ、文献で指摘されている

酸素の影響による再溶出の可能性が考えられた 130）。キレート処理の長期安定性を考慮すると、

水銀含有率 0.05%というのが安全側の目安になるのではないかと考えられる。 

 
3.2.3 アジアにおける余剰水銀量の将来推計 
3.2.3.1 中国における水銀フローの推移 

単位：mg/L

N.D：Not Detected (<0.0005mg/L)

0.05% 0.1% 1%

HgO N.D N.D 0.029

HgCl2 0.0016 0.005 0.052

添加水銀種
水銀含有率

表 3.2.4 HgO および HgCl2添加飛灰におけ

る TCLP 試験溶出濃度と水銀含有率の関係

図 3.2.8 水銀添加飛灰の 13 号溶出量経日変化 

Hg 添加飛灰 HgCl 添加飛灰 HgO 添加飛灰 HgCl2添加飛灰 

表 3.2.3 添加水銀種ごとの環告 13 号溶出濃度と 

水銀含有率の関係 単位：mg/L

N.D：Not Detected (<0.0005mg/L)

0.05% 0.1% 1% 3% 5%

金属水銀 N.D N.D N.D N.D N.D

HgCl N.D N.D N.D 3.2 11

HgO N.D N.D 0.14 1.5 2.9

HgCl2 N.D N.D 0.019 1.52 3.7

添加水銀種
水銀含有率



- 58 - 

 

2010 年～2050 年までの計算結果を図 3.2.9 に示す。また、表 3.2.5 は 2010 年から 5 年ごと

の水銀需給状況と余剰水銀量推移を示す。この計算の仮定は中国が他国と輸出入をしていな

いとの仮定のもとでの計算である。中国においては、2010 年時点では水銀使用量と水銀供給

量の総計がほぼ一致しており、余剰となる水銀量は 57 トン程度と見積もられた。実際に、中

国の 2010 年の水銀輸出入は極めて小さい 40）。 
 

 
図 3.2.9 2010 年～2050 年までの中国における水銀需給状況と余剰水銀量推移 

 
表 3.2.5 中国における水銀需給状況と余剰水銀量推移 

 

0

500

1000

1500

2000
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2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

水
銀

量
(ト

ン
）

年

非鉄金属製錬から回収される水銀(t)

水銀使用量総計

水銀の一次鉱出量（ｔ)

水銀供給量総計

輸出しない場合の中国における余剰水銀量(t)

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

非鉄金属製錬から回収される水銀

大規模亜鉛製錬に流入する水銀 200 221 244 269 297 315 315 315 315

水銀回収施設割合 0% 50% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

流入水銀の施設での回収量（流入の93％が回収） 0 103 227 250 276 293 293 293 293

他の製錬からの水銀（+25%）(t) 0 26 57 63 69 73 73 73 73

非鉄金属製錬から回収される水銀(t) 0 128 283 313 345 366 366 366 366

中国における水銀使用量

電池 140 63 31 24 19 14 11 9 7

歯科アマルガム 51 47 23 18 14 11 8 6 5

計測機器等 227 124 62 48 37 29 22 17 13

ランプ類 198 56 28 22 17 13 10 8 6

電気機器類 29 18 9 7 5 4 3 2 2

その他 73 67 60 46 36 28 22 17 13

製品合計 718 374 214 165 128 99 77 59 46
VCM 780 585 390 195 0 0 0 0 0
ASGM 445 333 222 172 133 103 80 62 48

クロロアルカリ 3 2 1 0 0 0 0 0 0

総計 1946 1294 827 532 261 202 156 121 94

中国における水銀供給量

廃水銀含有製品リサイクル率（％） 5% 7.5% 10% 13.8% 17.5% 21.3% 25% 25% 25%

回収量 (ton of Hg) 36 28 21 23 22 21 19 15 11
VCM からの回収量（ｔ） 367 275 183 92 0 0 0 0 0

クロロアルカリプラントの廃止による廃棄量(t) 0 54 54 54 0 0 0 0 0

非鉄金属製錬から回収される水銀(t) 0 128 283 313 345 366 366 366 366

水銀の一次鉱出量（ｔ) 1600 1142 767 393 18 0 0 0 0

総計 2003 1574 1256 820 386 387 385 381 378

中国における余剰水銀量(t) 57 279 429 288 125 185 229 260 284

中国における余剰水銀保管累計量(t) 57 892 2781 4563 5519 6316 7379 8620 9995
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水銀の一次鉱出の削減に

比べ、水銀の使用量の削減

が 2020 年まで大きくなるこ

とおよび非鉄金属製錬での

水銀回収量（供給源となる）

が増加していくことから、

余剰水銀量が 2020 年までは

年々上昇し、400 トン/年を

超えると見積もられた。そ

の後、水銀使用量の削減割

合が減少し、一次鉱出の削

減率と逆転することから、

各年における余剰水銀量は

2030年まで減少する。VCM
の 2030 年までの全廃によ

り、その後は非鉄金属製錬からの水銀回収量がほぼ供給量となり、水銀使用量の低減傾向は

緩やかになることから、余剰水銀量は再上昇するものと推測された。 
Maxson の試算結果を図 3.2.10 に示す 14)。条約による制約条件や諸条件などが異なっている

ことからその挙動も異なっている。まず、Maxson の報告では 2010 年では余剰水銀は発生せ

ず、水銀は不足していることになっている。この違いの大きな理由は、一次鉱出のデータを

最新の USGS のデータ（1050 トン→1600 トン）36）を用いたことと、Maxson の報告では VCM
に使用される水銀が 2015 年まで 1200 トン/年で維持されることに由来とすると思われる。

VCM の 2010 年での最新値は 780 トン/年であり 39）、大きく異なっている。また、この報告で

は一次鉱出を 2030 年以降も年間 300 トン/年認めており、そのため後半の余剰水銀量が大き

く異なっている。 
 
3.2.3.2 中国以外のアジアにおける水銀フロー推移 

2010 年～2050 年までの計算結果を図 3.2.11 に示す。また、表 3.2.6 は 2010 年から 5 年ごと

の水銀需給状況と余剰水銀量推移を示す。中国以外のアジアにおけるフローを計算した後、

中国の余剰水銀が供給されて利用されるケースについても併記した。アジアの輸出入の統計

は調査したが、例えば、他章で扱っているマレーシアを取り上げれば、マレーシア国内で水

銀を使用した製造プロセスや水銀添加製品の製造工場が無いにもかかわらず、2012 年で 519.3
トンもの水銀が大量に輸入されていると統計上記載されているなど 40)、不可解な点が多く、

アジア全体での検証は困難であった。まず、中国以外のアジアにおいては一次鉱出がなく、

供給源が限られていることから供給量の総計は 50～100 トン程度であった。これに対し、2010
年時点で使用量は 600 トン/年程度あり、それが漸減していくことから、余剰水銀が生まれる

のは 2048 年からであった。つまり、中国以外のアジアでは水銀輸入をせねば水銀需給は成り

立たないことを示している。したがって、中国における余剰水銀量を考慮し、中国も含めた

アジア全体での余剰水銀の推移を試算すると、2010 年～2017 年までは余剰水銀量はマイナス

になっており、これはアジア以外の地域からも輸入せねば成り立たない状況を示していた。

2017 年以降は 2020 年までは余剰水銀量は増加したが、その後、2030 年まで減少し、2030 年

では 33 トン/年程度の余剰水銀量であった。その後は徐々に増加し、2050 年には 300 トン/年
程度となった。 

この推移からはアジア地域での水銀の需給は中国の余剰水銀量をどの程度利用するかに依

存する。日本の寄与については表において日本を除いた場合などの数値を試算しているが、

中国の余剰水銀量に比べ大きなインパクトを示していない。つまり、少なくとも中国の余剰

水銀量を使用するにしても 2017 年まではアジア全体で不足しており、条約で認められている 

図 3.2.10 Maxson による中国における余剰水銀量推移 
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図 3.2.11 2010 年～2050 年までの中国以外のアジア 

における水銀需給状況と余剰水銀量推移 
 

表 3.2.6 中国以外のアジアにおける水銀需給状況と余剰水銀量推移 
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量
(ト

ン
)

年

水銀使用量総計（中国以外のアジア）

水銀供給量総計

中国以外のアジアにおける余剰水銀量(t)

アジア全体における余剰水銀量(t)

中国における余剰水銀量(t)

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

非鉄金属製錬から回収される水銀

日本の非鉄金属製錬から回収される水銀 36 36 36 36 36 36 36 36 36

大規模亜鉛製錬へ流入する水銀（日本、中国以外のアジア） 24 29 33 38 42 42 42 42 42

水銀回収施設割合 0% 50% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

流入水銀の施設での回収量（流入の93％が回収） 0 13 31 35 39 39 39 39 39

他の製錬からの水銀（+25%）(t) 0 3 8 9 10 10 10 10 10

日本、中国以外のアジアで非鉄金属製錬から回収される水銀(t) 0 17 39 44 49 49 49 49 49

中国以外のアジアで非鉄金属製錬から回収される水銀(t) 36 53 75 80 85 85 85 85 85

中国以外のアジアにおける水銀使用量

電池 63 25 13 0 0 0 0 0 0

歯科アマルガム 51 47 44 40 37 34 31 28 25

計測機器等 49 28 11 0 0 0 0 0 0

ランプ類 41 36 32 28 24 21 17 13 9

電気機器類 33 20 19 18 16 16 14 13 11

その他 55 50 45 40 35 35 25 20 15
VCM 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ASGM 287 215 143 111 86 66 51 40 31

クロロアルカリ（中国以外の東アジア、東南アジア） 3 2 1 0 0 0 0 0 0

クロロアルカリ（インド） 6 3 0 0 0 0 0 0 0

クロロアルカリ（インド以外の南アジア） 8 8 8 0 0 0 0 0 0

水銀使用量総計（中国以外のアジア） 596 434 316 237 198 172 138 114 91

水銀使用量総計（日本、中国以外のアジア） 591 430 313 235 196 171 137 112 89

水銀使用量総計（日本、中国以外のアジア及びASGM除外） 304 215 170 124 110 104 85 72 58

中国以外のアジアにおける水銀供給量

日本における廃水銀含有製品からの回収量 (ton-Hg) 5 4 3 2 2 2 2 2 2

廃水銀含有製品リサイクル率（％） 5% 7.5% 10% 13.75% 17.50% 21.25% 25.00% 25% 25%

日本以外のアジアにおける廃製品からの水銀回収量 15 15 16 17 20 23 22 19 15
VCM からの回収量（ｔ） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

クロロアルカリ（中国以外の東アジア、東南アジア）の廃止による廃棄量(t) 0 44 44 44 0 0 0 0 0

クロロアルカリ（インド）の廃止による廃棄量(t) 0 125 125 0 0 0 0 0 0

クロロアルカリ（インド以外の南アジア）の廃止による廃棄量(t) 0 0 0 66 0 0 0 0 0

中国以外のアジアで非鉄金属製錬から回収される水銀(t) 36 53 75 80 85 85 85 85 85

水銀の一次鉱出（ｔ） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

水銀供給量総計 56 72 94 100 106 109 108 105 102

中国以外のアジアにおける日本を除いた水銀供給量総計 15 32 55 61 69 72 71 68 64

中国以外のアジアにおける余剰水銀量(t) -540 -362 -222 -137 -92 -63 -30 -9 11

中国以外のアジアにおける日本を除いた余剰水銀量(t) -576 -398 -258 -173 -128 -99 -66 -45 -25

中国以外のアジアにおける日本とASGMを除いた余剰水銀量(t) -289 -183 -115 -62 -42 -33 -15 -5 6

中国における余剰水銀量(t) 57 279 429 288 125 185 229 260 284

アジア全体における余剰水銀量(t) -483 -82 207 150 33 122 199 251 295

クロロアルカリ廃棄余剰水銀量（t) 0 169 169 110 0 0 0 0 0

中国以外のアジアにおける余剰水銀保管量(t) 0 169 338 448 448 448 448 448 469

アジア全体の余剰水銀保管量(t) 0 223 909 1931 2340 2767 3615 4771 6162
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必要不可欠な製品への水銀使用のための輸出は可能と思われる。また、2017 年以降は中国の

一次鉱出の水銀量を調整することで 2029 年までは余剰水銀量を理論的には解消可能である。

2030 年以降は一次鉱出自体廃止される設定としているが、これ以降は純粋に余剰水銀量が発

生する。水銀使用量として中国以外のアジアにおいて ASGM の使用量をカウントしない

（ASGM に水銀を供給しない）としても余剰水銀の発生時期は変わらなかった。以上の点に

ついて、逆の見方をすると、中国における一次鉱出と余剰水銀の調整がなされない場合は 2017
年からアジアで余剰水銀が発生することから、我が国からの輸出（供給）は控えるべきであ

り、余剰水銀対応を早期に準備する必要がある。 
Maxson の中国以外のアジアのみの余剰水銀量の試算結果を図 3.2.12 に示す。Maxson の報

告では 2030 年あたりから余剰水銀が発生することになっている。今回の結果と大きく異なる

所は、ASGM での使用量が最新のデータに更新されたこと、日本の非鉄金属製錬からの回収

量を倍以上に設定していることと、クロロアルカリの廃止に伴う余剰水銀を他製品に利用で

きるとしている所である。この点は条約において使用できないこととなっていることから大

きく異なり、余剰水銀の

出現時期が異なった。 
また、日本および中国

以外のアジアにおける

非鉄金属製錬から回収

される水銀は 50 トン/年
である。日本の現時点の

回収量は 36 トン/年であ

り 1)、過去の実績として

は 70 トン/年程度であっ

た。水銀量ではなく、廃

棄物量により回収施設

の容量は定められると

思われるが、日本の回収

産業である程度吸収で

きる量ではないかと考

えられる。 
 
3.2.3.3 余剰水銀保管累計量 

まず、日本の場合、上記の計算で 2017 年まではアジア全体で水銀が不足することを考慮し

て、仮に 2018 年より輸出を禁止し、非鉄金属製錬分が余剰水銀量となると仮定すると、2050
年までで 1200 トン程度が保管対象量（永久処分量）となる。中国および中国以外のアジアの

試算結果から余剰水銀保管累計量を図 3.2.13 に示す。中国における余剰水銀保管累計量は、

中国が自国から水銀を輸出をしない場合、2050 年には 10000 トン近くになる。しかし、これ

は一次鉱出もしつつ、余剰水銀も排出するケースであり、本シナリオにおいては最大に近い

見積であると考えられる。中国以外のアジアにおいては、クロロアルカリの廃止により発生

する廃棄金属水銀のみが当初保管対象となり、2048 年以降極めて少量余剰水銀が発生し、合

わせて 470 トン程度である。 
中国の余剰水銀量をアジアで利用した場合、アジア全体で 6000 トン程度となる。さらに、

日本での保管量 1200 トンを引くと、4800 トンとなり、これが現実的な中国での余剰水銀保

管累計量となると考えられる。さらに、一次鉱出を調整すると 3300 トン程度まで抑えること

が可能である。クロロアルカリの廃止に伴うものを除けば、2030 年から余剰水銀が発生する

ことになると見込まれる。 

図 3.2.12 Maxson による中国以外のアジア 
における余剰水銀量推移 
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これらの数値はシナリオや個別廃棄物のデータの推計により大きく変化する。例えば、

3.2.1.4 でアジアの蛍光管需要の将来推計が行われているが、それでは 2030 年でのアジアにお

ける蛍光管への使用量が 230 トンとなっている。回収率の推移や LED の採用など推計を変化

させる要因も多々含まれることから、今後様々なケースでの将来推計が必要となろう。 
 

 
図 3.2.13 2010 年～2050 年までの中国、中国以外のアジア 

における余剰水銀保管量推移 
 
3.3 金属水銀の安定化技術の開発・評価 
3.3.1 生成物の様態と回収率 
転動型ボールミル法においては、2 時間以上混合撹拌させた際の生成物はほぼ黒色粉末と

なっており、遊星ボールミル法のように中間体は見られなかった。試薬(水銀と硫黄)の投入量

および生成物の回収量から回収率を計算した結果を、表 3.3.1 に示す。容器の構造上サンプル

を最後まで回収しにくいが、回収率の平均値は 90％以上となっており、生成物はほぼ回収で

きていたと考えられる。 
 

表 3.3.1 転動型ボールミルにおける水銀回収率 

 
 
気相合成により生成した物質の外観(一例)を図 3.3.1 に示す。容器の周囲に生成した物質は

赤みがかった黒色で、一部は樹枝状の結晶となっていた。また、縦型管の上部にも黒い塊が
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薄く付着しており、これらはスプーンを使ってこそぎ落とさないと回

収できなかった。水銀と硫黄の投入量および生成物の回収量から回収

率を計算した結果を表 3.3.2 に示す。一部の試料では回収率 60％程度

と低い値になった。これは、スプーンによるこそぎ落としだけでは、

管に付着した生成物を回収しきれなかったためであると考えられる。 
先行研究である遊星ボールミル法においては、反応途中でのペース

ト状の中間体が確認され、中間体のままで存在すると、溶出試験結果

は良くないことがわかっている 10）。ただし、このペースト体はさらに

反応時間が長くなるにつれて徐々に硬化し、同時に黒色硫化水銀の生

成が観察され、溶出試験結果も向上す

ることがわかっている。また「投入し

た試料(水銀と硫黄)の質量」に対する

「撹拌後に粉体として回収した生成

物(ペーストを除く生成物)の質量」の

割合を R(％)とすると、反応時間が長

くなるに伴い R の値が大きくなり、

ボール径が大きい程反応の進行が速

く、適切なボール径を選ぶと、ほぼ

100％の回収率が得られている。 
この結果より、気相合成においては

不明分があり、回収率が低いことから、

やはり温度をかけない手法による方が

水銀安定化に従事する作業者への曝露

の観点からは望ましいと言える。転動

型、遊星型については基本的な操作自

身は大きく異なるわけではないことか

ら、回収率および生成物のハンドリン

グの観点からは気相合成法より望まし

い手法といえる。 
 
3.3.2 46 号溶出試験での水銀溶出量 
 転動型ボールミル法による生成物か

らの 46 号溶出試験による水銀溶出量

を図 3.3.2 に示す。水銀溶出量は反応

時間が長くなるのに伴い減少する傾

向にあり、12 時間反応させた場合に

は環境基準(0.5μg/L)を下回ることが

分かった。 
気相合成法における 46 号溶出試験

結果を図 3.3.3 に示す。測定は各試料

3 回ずつ行い、図にはそれらの平均値

を示している。グラフより、反応時間

1 時間の試料は反応時間 30 分の試料

に比べて溶出量が 10 分の 1 程度にま

で低下していることが分かった。また

反応時間 30 分の場合では、硫黄の量

が多い場合や到達温度が高い場合に

図 3.3.1 生成物の外観

表 3.3.2  生成物の回収率 

図 3.3.2 転動型ボールミルによる生成物からの

46 号溶出試験による水銀溶出量 

図3.3.3 気相合成法による生成物からの46号溶出試験

による水銀溶出量 
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溶出量が低下する傾向が見られた。

水銀溶出量の環境基準 0.5μg/L と比

べると、基準を満たすような試料を

生成するには、1 時間程度反応を行う

必要があることが分かった。 
遊星ボールミルにおける 46号溶出

試験結果を図 3.3.4 に示す 10）。なお、

溶出試験にはペースト状の中間体も

含めた容器内の全ての生成物を使用

した。先にも述べたが中間体（ボー

ル径 4.76mm のサンプル）が水銀溶出

量に悪影響を及ぼしており、またボ

ール径が大きい程に溶出量の低下が

早いことが分かる。水銀溶出量の環

境基準値 0.5μg/L を満たすまでに必

要な時間は、ボール径 19.04mm では

30 分、ボール径 9.52mm では 40 分で

あった。またボール径 19.04mm では

水銀溶出量が低かったが、これはボール径が大きい程 1 個のボールが与える衝撃エネルギー

が大きく、中間体の破壊・粉砕が促進されやすいためと考えられる。 
以上より、気相合成法と遊星ボールミル法においては 1 時間程度で 46 号溶出試験を満足す

る水銀安定化物を作ることができるといえる。 
 
3.3.3 ヘッドスペースにおける水銀濃度測定 
 転動型ボールミルでの反応時間 6～36 時間の生成物に関してのヘッドスペースでの測定を

行った。水銀濃度は反応時間と共に減少する傾向が見られたが、12 時間反応させた場合の生

成物でも 135.2μg/m3と作業環境評価基準(25μg/m3)を大幅に上回った。36 時間反応を行った場

合に 21.3μg/m3となり 25μg/m3を下回ることが分かった。ただし、EU で提案されている受け

入れ基準(3μg/m3)は超過した。 
気相合成法による各生成物のヘッドスペースにおける水銀濃度の測定結果を図 3.3.5 に示

す。測定は Hg0と Hg2+で形態別に行ったが、Hg2+の測定値は Hg0に比べて小さい値であった

ので、図にはそれらを合算した総水銀濃度を表示している。グラフより、総水銀濃度は硫黄

の量が多い場合に低くなる傾向を示す

ことが分かった。また、EU で提案さ

れている水銀蒸気圧の受入基準

(3μg/m3)と比べると、反応時間 1 時間

かつ硫黄の水銀に対するモル比が 1.25
以上という条件で、4 試料中 3 試料が

基準を達成していた。 
遊星ボールミル法においては、ボー

ル径 19.04mm、反応時間 60 分、水銀

120g の場合について、水銀と硫黄のモ

ル比を複数(S/Hg=1.0、1.05、1.1 の 3
パターン)設定して反応を行い、生成物

のヘッドスペースにおける水銀濃度を

測定した結果を図 3.3.6 に示す 10）。モ

ル比 1.0 では温度の上昇と共に水銀濃

 
図 3.3.4 遊星ボールミルによる生成物からの 46号
溶出試験による水銀溶出量 10） 
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度が有意に増加しており、40℃では作

業環境評価基準である 25μg/m3を上回

る結果となったが、モル比を 1.05 や

1.1 に増やした場合は、水銀濃度は標

準試薬と同等のレベルまで低下して

おり、EU で提案されている受け入れ

基準(3μg/m3)も達成できている。これ

は余剰硫黄によって生成物からの水

銀揮発が抑制されているためである

と考えられ、水銀の揮発性の観点から

は硫黄をわずかに余剰とする方が望

ましいことが分かった。 
以上より、気相合成法と遊星ボール

ミル法においては、条件設定により

EU で提案されている水銀蒸気圧受入

基準を満足することがわかった。転動

型ボールミル法では 36 時間で作業環

境評価基準をようやく下回る結果で

あり、気相への水銀移行を重視するのであれば、さらなる処理（仕上げのための熱処理、固

化）が必要となると考えられた。 
 
3.3.4  XRPD による測定結果 

転動型ボールミルによる生成物の測定結果(回折図形)を図 3.3.7 に示す。図は見やすくする

ため回折角 22～34 の部分を抜粋してお

り、さらに反応時間 4 時間の試料(4h)
の回折図形では全体のピーク強度に対

し+100cps、6h では+200cps というよう

に、反応時間が長くなるに従って

100cps ずつずらして表示している。図

中の 2θ=23.082 の線は単体の硫黄(S)に
特有の回折角を表しており、黒色硫化

水 銀 (metacinnabar) と 赤 色 硫 化 水 銀

(cinnabar)の線についても同様である。

metacinnabar と cinnabar はどちらも硫化

水銀(HgS)の結晶であるが、回折角が一

部異なっているので、その回折角にお

けるピーク強度を調べることにより判別が可能である。測定結果より、単体の硫黄のピーク

は反応時間 6 時間以降でほぼ存在しないこと、また反応時間が長くなるに伴って metacinnabar
や cinnabar 特有の回折角におけるピークが強くなり、さらに metacinnabar に対する cinnabar
の比率が大きくなる傾向があることが分かった。このことから、水銀と硫黄の反応は約 6 時

間で完了し、また生成した硫化水銀は徐々に metacinnabar から cinnabar へと変化していくと

考えられる。 
気相合成法による生成物の XRPD による測定結果の一部を図 3.3.8 に示す。図は見やすくす

るため回折角 22～34 の部分を抜粋している。また、この図では反応時間によって比較しやす

いように図形を並べてある。図より、硫黄のピークは見られないので、試料中に単体の硫黄

は含まれていなかったと考えられる。また生成した硫化水銀は主に cinnabar の形態を取って

図 3.3.6 遊星ボールミルによる生成物からの 
放出されるヘッドスペース中総水銀濃度 10） 

0.1

1

10

100

0 10 20 30 40 50

M
er

cu
ry

 c
on

ce
nt

ra
ti

on
 [

μg
/m

3 ]
Temperature [°C]

S/Hg=1.0 S/Hg=1.05 S/Hg=1.1

Metacinnabar Cinnabar

図 3.3.7 転動型ボールミルによる生成物の 
XRPD 測定結果 



- 66 - 

 

いたと考えられ、さらに反応時間が長くなるに伴って metacinnabar に対する cinnabar の比率

が若干増加する傾向も見られた。 
遊星ボールミル法のボール径 19.04mmの場合おける生成物の時間変化に伴う XRPD 回折パ

ターンの変化を図 3.3.9 に示す 10）。図中には硫化水銀の結晶である cinnabar と metacinnabar の
標準試薬の回折パターンも示している。回折パターンの比較から、反応の初期段階(反応時間

5～10 分)で生成するペースト状の中間体はピーク強度が弱く、回折各 2θ=32～35°におけるブ

ロードなピークが観察され、非晶質の相が形成されていることが確認できる。その後、反応

時間が経過するのに伴って回折パターンが連続的に変化していく様子が見られ、反応時間 15
分から 20 分にかけて metacinnabar とほぼ同様の回折パターンになることが分かる。その後、

反応時間と共に cinnabar に特有な 2θ=31.22 におけるピークの強度が強くなり、metacinnabar
から cinnabar へと連続的に変化していく様子が分かる。 
 以上のことから、ボールミル型の手法では水銀と硫黄を混合撹拌することで、まず始めに

両者が一様に混合した固溶体

が形成され、この固溶体が固

化・粉砕されることで結晶化

が進み、安定な黒色硫化水銀

が生成するとが分かった。ま

た、黒色硫化水銀が生成して

からは、反応時間の経過と共

に黒色硫化水銀の結晶構造が

徐々に変化し、赤色硫化水銀

への変化が進むことが分かっ

た。それに比べて、気相合成

法では、はじめから赤色硫化

水銀が主として生成すること

がわかり、安定化手法による

違いが表れた。 
 
3.3.5 3 手法の比較 

実験結果から 3 つの手法を比較した

結果を表 3.3.3 に示す。性能面では、そ

れぞれの最適条件において、どの方法

においても時間をかけると水銀溶出量

の環境基準値を満足可能であった。水

銀揮発量に関しては、転動型ボールミ

ル法では EU の暫定基準は満足できず、

作業環境評価基準を満たすには 36 時間

以上必要であった。この点において、

気相合成法や遊星ボールミル法の方が

優れているといえる。これらの安定化

の度合いは XRPD などの X 線手法によ

って裏付けられた。安定化に必要な時

間は転動ボールミルでは 36 時間以上、

遊星ボールミルおよび気相合成では 1
時間以内であった。それぞれの最適条

件における各手法の消費電力量を推定

すると、転動型ボールミル法が 0.18kWh、

図 3.3.9 遊星ボールミルによる生成物の 
XRPD 測定結果 10) 
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気相合成法が 3kWh、遊星ボールミル法が 0.088kWh となり、本実験においては消費電力量の

観点では遊星ボールミルが優位であった。また、気相合成法は加熱の必要性があり、回収率

において不明な部分があることから、水銀安定化物を作成時には水銀漏えいに注意が必要で

あった。最終的には遊星ボールミルによる金属水銀の安定化手法がこの３つの中では優れて

いると考えられた。ただし、遊星ボールミルは導入コストが現時点では高いと考えられるこ

とが難点である。 
表 3.3.3 硫化水銀製造技術の比較 

 
 
3.4 水銀マテリアルフローツールキットの開発 
3.4.1  排出移行先の特定化 
 本研究は、従来の水銀排出インベントリが主に排出係数や実測値を元に大気排出量を与え

ているのに対し、①大気、川・海洋、埋立、土壌および貯蔵（ストック）を含むリサイクル

など排出移行先とその量の特定化、②産業セクターの製造プロセスが有する処理装置（ここ

では主に排ガス処理装置）の水銀捕捉性能が排出移行先に与える影響評価、③使いやすいツ

ールキットの作成を目的としている。これまでに産業セクターからの水銀の大気排出量の計

算が可能であることは検証しており、さらには各セクター別に排出移行先がわかるように、

Vensim の中の主な関数に「セクターラベル」を冠して計算できるように改造した。各産業セ

クターからの水銀移行先を各年度の活動量から推算した結果の例を図 3.4.1～3.4.8 に示す。 
 

 
  図 3.4.1 石炭火力発電            図 3.4.2 石炭燃焼ボイラ 

 
図 3.4.3 石油火力発電            図 3.4.4 セメント 

転動型ボールミル 遊星ボールミル 気相合成
溶出試験（46号法） ○ ○ ○

揮発試験（ヘッドスペース） △ ○ ○
安定化に必要な時間 36時間以上 0.5-1時間 1時間

消費電力 中 低 高
加熱の必要性 無 無 有

作成時の水銀漏えい 無 無 注意
装置導入コスト 安 高 中
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   図 3.4.5 石灰石              図 3.4.6 製鉄 

 
  図 3.4.7 非鉄金属製錬           図 3.4.8 製紙・パルプ 
 
 図 3.4.4 のセメント製造施設は特殊であり、石灰石原料の他に多種のセクターから飛灰や残

渣が副原料として流入するため、主原料（石灰石）依存の大気排出と副原料依存の大気排出

を区別している。図中の副原料からの一部は大気排出量となる。図 3.4.9 および図 3.4.10 に全

セクターからの最終移行先および各セクター別の大気排出量推計の計算結果を示す。 
 

 
図 3.4.9 全セクター合計での最終移行先 
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図 3.4.10 各セクター別の大気排出量推計（2010 年） 

 
図 3.4.10 には前述したセメント副原料からの大気排出量を加味した計算結果を示す。例え

ば石炭火力発電セクターからの副原料（飛灰）の 80%およびその他セクターから流入した副

原料（産廃汚泥、可燃性廃棄物、飛灰など）の 60%がセメント副原料とした場合には、主原

料石灰石から約 2.8 トンに対して 9.3 トンと大きな割合となる。そこで副原料全体の 30%がセ

メントに流入するとすると 4.8 トンとなり、合わせて 7.6 トン、環境省インベントリ（2010
年）の 6.9 トンに近くなった。また、Vensim のマテリアルフローでは基本的に排ガス処理装

置などによる水銀捕捉割合を「低減割合データベース」で与えて水銀排出量を決定している

ため、排ガス処理装置による水銀捕捉割合のデータが提供されていない場合には計算精度が

悪いため計算からは除いていた。特に産業廃棄物セクターのデータは不足しており、ここで

は単純に環境省インベントリからの 2.4 トンを加味した結果も合わせて示した。 
 

3.4.2  排出移行先への影響 
 今回対象としたセクター全体からの排

出先は図 3.4.9 に示すように、リサイクル

が大きな割合を示す。それに対し、土壌や

河川・海洋に排出される水銀量は極めて少

なく、副原料で流通あるいは埋立に移動す

ることがわかる。 
 大気への排出で大きな割合をセメント

製造が占める要因は、低減装置である電気

集塵機（ESP）の水銀捕捉割合が低いこと

および他産業セクターから排出される飛

灰等の副原料が流入することと推察でき

る。大気排出抑制を検討するため、低減装

置を電気集塵機（ESP）からバグフィルタ

（FF）に変更して再計算すると、図 3.4.11
に示すように、約 3 ton の減少が見られ、
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副原料化割合を 60%から 40%に変更することにより、約 4 ton の減少が見られる。このように

Vensim 上で、低減装置の変更と副原料化割合の変更が大気排出抑制に有効であることなどが

予測できることを明らかにした。 
 河川・海洋へ排出された水銀量の約 80 %を下水汚泥からの排出が占めていることが計算か

ら推定された。環境省の報告値と Vensim モデルの差の原因は下水汚泥の河川・海洋への排出

係数にあり、下水道終末処理のフロー追加、整理を検討する必要がある。 
 埋立へ排出された水銀量の約80 %は産業廃棄物であるスラグからの排出が占めていると推

定されるが、非鉄金属製錬からのスラグ排出量、副原料化、リサイクル、埋立割合について

は再度精査する必要がある。また、Vensim 上の市中保有からの排出量についても、データ入

力が追いついていないデータがあるので、データベースの充実が今後の課題である。 
 土壌へ排出された水銀量の約 75 %が石炭火力発電からの排出であるが、排出源の排出係数

の見直し、特に下水汚泥については下水道終末処理のフロー追加、整理を検討する必要があ

る。 
 
3.4.3 ツールキット化 
 Vensim PLE は無料のソフトウェアであり便利ではあるが、上記のデータベースを組み込む

場合に、一般にはデータベースが Excel ファイルで提供される場合が多く、Excel ファイルと

リンクさせるためにここでは有料の Vensim DSS を使用した。Vensim PLE では供給量などの

統計値や低減割合など「低減割合データベース」部分に直接 INPUT データを入力する方法を

とっていたが、Vensim DSS では Excel データを流し込むことができるので、作業が簡便とな

る。また、利用者が入力データを置き換える場合など Vensim 本体に入らずとも計算が可能と

なるので、最終的には Vensim DSS で提供すべきであること推奨される。Vensim PLE のマテ

リアルフローモデルで使用されている定数部分は Switch 定数を切り替えることによって、既

存のデータと Excel データを切り替えて使用できることも確認した。 
 
3.4.4 鉛、カドミウムのマテリアルフローへの適用 
 PbとCdのマテリアルフローを水銀のマテリアルフローをベースに構築する予定でいたが、

Pb と Cd の需要（輸出入）と製品製造に関わる「製品製造フロー」(Level-2)と「製品製造デ

ータベース」（Level-3）の構築が先決であり、Vensim によって全体マテリアルフローを組む

まだには至っていない。全体のマテリアルフローについては、3.1 の「有害金属の環境排出・

廃棄物実態調査およびインベントリ・フローモデルの作成」を参照していただきたい。 
 Pb のマテリアルフローの一部として図 2.4.5 および図 2.4.6 の Pb を含むバッテリーのマテ

リアルフローおよびバッテリー車載の自動車のマテリアルフローを結合して計算させ、この

部分の適正を検討した。鉛の大気排出量、市中保有（自動車）、輸出バッテリー単体、輸出バ

ッテリー車載、中古車輸出に関する計算結果を図 3.4.12 に示す。 
 多数の項目（関数）を扱うことになるので、ここでは Vensim 上のプログラム文法チェック

および「有害金属の環境排出・廃棄物実態調査およびインベントリ・フローモデルの作成」

で与えられた Excel デーベースを参照できるように、Vensim DSS によるリンク方法について

検討した。改善には予想外にかなりの時間を要したが、Vensim 上で本計算で用いた Excel デ
ータとのリンクおよび実行計算が可能であることは確認できた。今後は各製品群のマテリア

ルフローの追加と Excel ベースのマテリアルフローとの照合を行う必要がある。 
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図 3.4.12 バッテリーに関連する鉛のマテリアルフローに基づく結果の一部 

 
3.5 水銀廃棄物処分・保管におけるリスク評価 
3.5.1 埋立地での水銀の排出挙動 
 埋立地の水相における深さ別の酸化水銀濃度およびメチル水銀濃度を図 3.5.1 に示す。時間

の経過とともに水相中の水銀が増加していくこと、拡散によって埋立水銀層より上の土壌層

へも水銀が移動していく傾向が示された。土壌に吸着される水銀量についても同様の傾向を

示し、時間の経過とともに各深さにおいて増加していった。 

 
 
 図 3.5.2 に深さ 9 m 地点での水相中の酸化水銀およびメチル水銀濃度の経時変化を示す。埋

立後 40 年程度までは水銀濃度に大きな変化は見られないが、それ以降に水銀濃度は増加して

図 3.5.1 埋立地での深さ別の水銀濃度（左端：酸化水銀（水相）、中央左：メチル水銀（水

相）、中央右：酸化水銀（固相）、右端：メチル水銀（固相）） 
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いった。約 51 年後には無機水銀濃度が 5027 μg/m3となり、全水銀の排出基準（5000 μg/m3）

を超えるため、浸出水からの水銀除去処理が必要となる。埋立処分から 50 年間浸出水のモニ

タリングを持続的に実施することは困難であり、長期間経過後に初めて顕在化する水銀排出

について注意を要する。 
 

 
 
 図 3.5.3 に埋立地からの累積水銀排出量の経時変化を気候条件別に示す。時間経過とともに

累積水銀排出量は指数的に増加し、100 年後に年間排出量は一定に落ち着く。気候条件は乾

燥しているほど排出量が低く、多雨になるほど多くなった。日本の気候条件の場合、100 年

経過時に埋立地から排出された累積水銀量は約 1 g/m2 となり、排出された水銀の約 80％は

Hg2+であった。 
 

 
 
 
3.5.2 パラメータの感度解析 
 パラメータ値を変化させたときのインパクトファクターを図 3.5.4 に示す。降雨条件、湖沼

底質でのメチル化速度係数ならびに脱メチル化速度係数、底質－水間でのメチル水銀の分配

係数、湖沼長さ、底質厚さ、生物濃縮係数が特にリスク評価に大きな影響を与えるパラメー

タであった。 
 水銀の最終処分地選定の際、環境リスク評価では特にこれらのパラメータ値について正確

な値を用いることで、より精度の高い環境リスク評価が可能となる。 
 
3.5.3 水銀の埋立処分における環境リスク 
 降雨条件を日本のものとし、表 2.5.2 のパラメータ値を用いた場合でのリスク顕在化時間

（Negligible risk time）は 1412 年であった。降雨条件やパラメータ値によってこの値は大きく

図 3.5.2 深さ 9 m 地点での水相中の水銀濃度の経時変化（左：酸化水銀、中央：メチル水

銀）と水銀摂取量の経時変化（右） 
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変化するが、いくつかのケースにおいては水銀の埋立処分における環境リスクが社会的に許

容できない可能性が示唆される。 
図 3.5.4 に示すとおり降雨条件は他のパラメータと比較して影響度が最も大きく、乾燥地域

での降雨条件となると、水銀の環境リスクが永続的に無視できる（＝リスク顕在化時間が無

限大）結果となった。これは湖沼に流入する水銀量と湖沼から流出する水銀量が等しくなる

ためである。日本で水銀を埋立処分する場合、埋立地表面を透水性が低く、長期間の物理的

安定性が期待できるベントナイト層を敷設するなどして、雨水浸透を下げることが現実的か

つ有効な手段として提案される。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 3.5.4 パラメータの感度解析結果（インパクトファクター値） 

A: Precipitation days

B: Precipitation intensity

C: Methylation rate coefficient (Landfill)

D: Demethylation rate coefficient (Landfill)

E: Methylation rate coefficient (Lake sediment)

F: Demethylation rate coefficient (Lake sediment)

G: Distribution constant (HgMe)

I:  Hydraulic retention time

J:  Lake length

K: Sediment depth

L: Biomagnification factor
0.0

0.4

0.8

1.2

1.6

2.0

2.4

2.8

3.2

3.6

A B C D E F G H I J K L

Im
pa

ct
 f

ac
to

r 
(-

)



- 74 - 

 

4.結論 
 本研究により得られた知見を以下に列記する。 
 
1）有害金属の環境排出・廃棄物実態調査およびインベントリ・フローモデルの作成 
1-1）環境排出を考慮した有害金属のマテリアルフロー・ストックの推計 
 事業所を対象としたアンケート調査によって有害金属の PRTR 届出排出量（大気）の算出

方法の実態を把握し、環境排出量としての PRTR データの適用可能性を考察した。その結果、

非鉄金属製錬、蓄電池製造、蛍光ランプ製造、溶融亜鉛めっきなどの事業所については、届

出排出量が大気排出量として利用できる性格の値であると考えられた。ただし、届出のない

事業所からの排出を上乗せ補正することが必須であることも示された。Cd と Pb のマテリア

ルフロー・ストック量と大気排出量について、推計方法の改善を加えた推計モデルの全体を

示し、2001～2010 年度における時系列的な推計を行った。マテリアルフロー量や大気排出量

はいずれも非鉄金属製錬や廃棄物（特にニカド電池、鉛蓄電池）に関するものの寄与が大き

く、これらの部門の推計を精緻化することの重要性が示された。排出係数を用いた一般廃棄

物焼却からの大気排出量を推計し、既存の方法による推計値が未回収電池等の可燃ごみ混入

率設定に起因して過大になっている可能性を指摘した。廃棄物・副産物の有効利用に伴う Cd、
Pb のマテリアルフローは廃棄物焼却残渣の Cd を除けば大きくはないと考えられた。 
 
1-2）マレーシアにおける水銀排出実態調査 
アジアの中進国ともいえるマレーシアを対象に、都市ごみ焼却施設および石炭火力発電所

の現地調査および文献調査、ヒアリングをベースにマレーシアの水銀排出インベントリを作

成した。水銀の大気への排出量は 1.20～19.3 トン/年と推定され、小規模金採掘の寄与が最も

高く、次いで、セメント産業、医療廃棄物燃焼、石炭火力の順であった。小規模金採掘は金

属水銀の輸出入のデータからもある一定の活動はありうると推定された。インベントリの作

成により今後の対応分野を絞ることが可能となった。今後は小規模金採掘に関する情報収集、

排出量が大きいセメント工場、有害廃棄物、医療系廃棄物燃焼施設での排ガス中水銀濃度の

実測を行うことによって、より信頼性の高いインベントリを作成する必要がある。 
 
2）水銀回収量推計の精緻化 
2-1）意図的水銀添加製品系廃棄物の実態、収集・回収システム 
今後の製品由来水銀の回収・リサイクルシステムの在り方を検討するため、水銀含有製品

に着目し、国内における水銀フローを把握した。その結果、日本における主要な水銀含有製

品は蛍光管であることに変わりはないが、原料段階のフロー、輸出入等は数年で大きく変化

していることがわかった。水俣条約等による国際的な動向の中で、今後も、大きな変化の可

能性があると考えられる。 
また、水銀含有製品の保有・退蔵量が多いと考えられる病院や診療所、歯科医院へのアン

ケート調査を行った。回答の得られた病院・診療所約 70 ヶ所および歯科医院約 70 ヶ所の結

果を外挿すると、体温計や血圧計、アマルガム等の製品として使用・保管（退蔵）されてい

る水銀量は、25 トン程度になることがわかった。血圧計については、今後も使用が続くと考

えられるが、それ以外については、使用は確実に減少／廃止傾向にある。しかし、その後の

処理方法については、「決めていない」とするところが多く、これらを適切な回収・処理に導

くことが重要と考えられた。そのためのニーズとして、行政等による費用負担等への声も大

きいものの、「適切な処理方法に関する情報がほしい」「取りに来てほしい」といった回答も

多く、病院等から退蔵品も含めた製品を徹底して回収するためには、適切かつ具体的な回収・

処理に関する情報（回収の意義、各地域において水銀製品を適切に回収・リサイクルできる

業者や連絡先等のリスト等）や回収訪問サービス等を提供することが重要と考えられた。 
さらに、蛍光管の高い回収率を達成している台湾の実態を把握するため、ヒアリングおよ

び視察調査を行った。その結果、台湾においては、販売店（製造メーカーおよび輸入業者）



- 75 - 

 

から販売量に応じた回収リサイクル税を基金に集め、それを回収・リサイクルに補助金とし

て充てるというシステムが構築され、特に補助金のうちの半分程度がリサイクル業者を通じ

て回収業者等に支払われていること、また、自治体における回収方法が特徴的で、市民が排

出時に容易に分別できること、それらにより回収率が 9 割近くにまでなっていると考えられ

た。 
最後に、アジア地域における蛍光管への水銀需要を推定した結果、2030 年には年間 260 ト

ン以上の水銀需要に達する可能性があると考えられ、これらの循環や適正処理システムの検

討が必要と考えられた。 
これらを踏まえて、今後、適切な製品回収やそれが（長期）保管に与える影響について検

討すると同時に、回収を促すための仕組み（病院等への適切な情報提供やキャンペーン等）

や、回収・リサイクルにかかる費用負担も含めた、システムの検討が必要と考えられた。 
 
2-2）産業系水銀含有廃棄物の処分・回収に関する基準 
水銀を都市ごみ焼却飛灰に添加することにより模擬水銀廃棄物を想定し、一般的な安定化

手法であるキレート処理を行って溶出試験により評価した。日本の環告 13 号法の他、アメリ

カの TCLP 試験、EU の prEN12457-4 によってキレート処理物を評価した結果、水溶性の水銀

であっても0.1%以下の水銀含有率であれば概ね現在の安定化手法で埋立判定基準を満足でき

ると推定された。これより、バーゼル条約やスウェーデンが独自に定めている水銀含有率の

基準 0.1%には一定の合理性があると考えられる。しかし、溶解度の大きい塩化第二水銀への

キレートの添加量は相対的に大きく、他の金属の存在やその形態などにも水銀溶出量は影響

される可能性がある。キレート処理の長期安定性の検討からは、水銀溶出量が増加していく

傾向が示されたが、実験の保管環境における酸素の影響も考えられたため、さらなる検討が

必要である。これらの事象を勘案すると、水銀含有率 0.05%というのが安全側の目安になる

のではないかと考えられる。今後はさらに液体キレート剤の安定化の機構などに関する科学

的知見を蓄積し、水銀含有率の基準について検討する必要がある。 
 
2-3）アジアにおける余剰水銀量の将来推計 
水銀の排出が最も多量で、水銀のフロー・ストックの状況の把握が要望されているアジア

を対象に、既存の文献をベースにしながら、最新データおよび条約に定められた制約条件等

を用いて、2010 年~2050 年のアジアにおける水銀需給および余剰水銀量の推移を試算した。

その結果、アジア全体での水銀の輸出入を自由に行えるとすると、余剰水銀量の推移は 2017
年までは発生せず、水銀が不足する結果となった。2018 年以降は余剰水銀が発生し、それら

は中国での余剰水銀量の影響を大きく受ける結果となった。また、最終的な余剰水銀の累積

量は 40 年間でアジア全体で 6000 トン程度となる。さらに、日本での保管量 1200 トンを引く

と、4800 トンとなった。中国がアジアへの金属水銀供給元となるため、この量が中国での余

剰水銀保管累計量となると考えられる。さらに、中国においては一次鉱出を調整すると 3300
トン程度まで抑えることが可能であった。この場合、クロロアルカリの廃止に伴うものを除

けば、2030 年から余剰水銀が発生すると推定された。 
余剰水銀発生量の推移はシナリオに依存する。例えば、製品への水銀使用の削減が急激に

進めば、余剰水銀の発生は早くなると考えられる。また条約の発効前にクロロアルカリの廃

止を行った場合は、その水銀の再利用は規制されない。したがって、様々なシナリオにより

余剰水銀の動向は変化するが、製品や製造工程からの回収水銀が使用された後は非鉄金属製

錬からの回収水銀が主な供給源になり、この水銀を保管・処分していくという図式は変化し

ないと思われる。 
 

3）金属水銀の安定化技術の開発・評価 
本研究ではこれまで検討してきた遊星ボールミルによる水銀安定化物の作成に加え、導入

コストが安い転動型ボールミル法およびヨーロッパおよびアメリカで稼働実績のある気相合
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成法について、実験的に検討した。その結果、転動型ボールミル法については加熱が不要な

ため危険が少なく、また一般的な回転架台などで実施することができる点がメリットである

ことが再確認されたが、水銀安定化物を作成するには長い時間の反応が必要であり、多量の

水銀を処理するのには向いていないことが示唆された。また、単なる転動型ボールミル法の

みの処理では気相への水銀揮発量が日本の作業環境評価基準を満足するのみで EU の暫定基

準は満足しえないことがわかった。今後、仕上げ処理や固化体作成による揮発量の低下など

を加えることによる改善が必要と考えられる。気相合成に関しては、結晶性の良い硫化水銀

が生成され、比較的短時間で安定化を行うことが確認された。しかしながら、加熱を行うた

め、周囲への漏洩の危険が伴い、本研究においても回収率が低かったように、実際に水銀を

処理する上では試料を完全に密閉し加熱できる装置が必要である。 
以上を考えると、遊星ボールミル法は導入コストはやや高いと想定されるが、環境安全性、

生成物の結晶性、反応時間についても気相合成法と同等であり、また、消費電力については

これらの方法の中では最も低いことから、最終的には遊星ボールミル法による金属水銀の安

定化手法がこの３つの中では最も適していると考えられた。 
 

4）水銀マテリアルフローツールキットの開発 
 システムダイナミックスのソフトウェアである Vensim を用い、マテリアルフローツールキ

ットとしての機能および性能を検討した。その結果、Vensim マテリアルフローモデルにより

有害微量金属の移動評価、排出量予測が可能であり、Vensim によるパラメータ変更で予防的

アプローチが可能であることが示された。大気排出を抑制するとリサイクル量が増加し、他

の排出先である河川・海洋や土壌などに影響を与えるため、大気以外に放出される市中保有

からの排出量や下水汚泥などの排出先などを精査する必要があることがマテリアルフロー解

析よりわかった。 
 以上から、現在のところデータベースの不足分はあるが、有害微量金属のマテリアルフロ

ーを予測する十分な機能を有するツールキットの開発の骨格はできたと判断している。今後

はツールキットとしての「使いやすさ」と「取扱説明書」および多言語化に向けての整備を

行う必要がある。 
 
5）水銀廃棄物処分・保管におけるリスク評価 
 埋立地に水銀を処分する場合での環境リスクを評価した。環境動態モデルを用いてシミュ

レーションすることにより、以下の結論が得られた。余剰水銀の埋立処分において、幾つか

のケースでは長期的な（100 年以上）環境リスクが無視できない可能性が示唆された。50 年

後に浸出水中の水銀濃度が排出基準値を超えるなど、浸出水の長期的なモニタリングの必要

性が示唆された。環境リスクに影響力があるパラメータを見出した。これらのパラメータ値

の精査が、より正確な環境リスク評価に求められる。降雨条件は環境リスクへの影響が大き

く、埋立地への雨水浸透を低下させることが現実的かつ有効な手段として提案される。 
 
以上、水銀等有害金属の排出実態やマテリアルフローに関するデータの取得から、そのデ

ータを利用して簡易にマテリアルフローを計算できるツールキットを開発した。また、国内

における水銀回収量の精緻化および国外での余剰となる水銀量の推計を行うとともに、余剰

水銀を環境負荷の低い安定な硫化水銀へと変換する技術を開発し、その安定化物を埋立処分

した場合の環境リスクを評価した。これらの成果から、たとえ余剰水銀が発生したとしても

技術的に適正管理可能であることを示した。本研究で示した枠組みで、順次、調査・検討を

していくことで、水銀等有害金属の循環利用における適正管理は可能と思われる。ただし、

本研究データや想定した各種シナリオでは網羅しきれていないところがあり、以前不確実性

は残っていると認識している。したがって、より精度の高いデータの取得や多方面からのア

プローチなどによる努力が必要である。 
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6.6 公開セミナー等情報発信 
1. 「水銀含有製品および廃棄物を対象とした最新の研究セミナー」を平成 24 年 1 月 27 日

に主催した。 
2. 「水銀および水銀廃棄物の適正管理に関するセミナー」を平成 25 年 2 月 23 日に熊本県水

俣市水俣病情報センターにて開催した。セミナーの模様は熊本日日新聞（平成 25 年 2 月

24 日付朝刊）にて取り上げられた。 
3. NHK クローズアップ現代「動きだした水銀規制 ～水俣の教訓をどう生かす～」（平成 25

年 11 月 7 日放送）で本研究費に関連する研究「金属水銀の安定化技術」が取り上げられ

た。 
4. 廃棄物資源循環学会と共催で、講演会「水銀に関する水俣条約への対応を考える」を平成

26 年 1 月 17 日に日本大学理工学部駿河台校舎 1 号館２階 121 会議室にて開催した。 
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８．研究概要図 

環境排出に注
目したインベ
ントリーおよび
マテリアルフ
ローの作成

水銀など有害金属の循環利用における
適正管理に関する研究

日本型の有害金属管理モデルの構築を目指して
→ アジア圏へ
・水銀の回収・安定化技術に関するGood Practiceの共有・実践
・アジア圏用一時貯留、永久保管を含めた回収システム・シナリオ分析
・Cd、Pbの環境排出を含めたマテリアルフローツールキット開発

必要不可欠な用途のみに利用
は限定

金属水銀の流通は厳しく制限
（EU及びUSA金属水銀輸出禁
止）
UNEP：2013年水銀条約予定

Hg：

余剰水銀の長期保管必要性

EU：廃岩塩鉱での硫化水銀保管、
USA：地上施設で金属水銀保管, 
日本は？アジアは？

Cd,
Pb：

国際的な化学物質管
理戦略（SAICM）で検討, 
E‐waste問題

次の国際規制物質候補
環境排出・フローの把握等広く、
有害金属に関する基礎情報の
収集が必要

海外
調査

環境排出
実態調査

より簡便な水
銀安定化技
術開発

回収推計の
精緻化

水銀回収フローにおける
リスク評価

マテリアルフロー
調査・整理

有害金属含有
廃棄物調査

より環境への排
出の少ない長
期保管、回収シ
ステムの構築
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要旨= International programs focused on the reduction of mercury use are ongoing. Lead and cadmium are 

also candidate substances for international regulation based on a preventative approach.  

The purpose of this study was to collect basic scientific information on appropriate management of the 

cyclical use of hazardous metals such as mercury and establish an appropriate management method. We 

investigated the following research themes: estimation of recovered mercury and increased recovery of 

mercury from products/wastes with intentionally added mercury; development of easy-to-use toolkit for 

mercury and lead material flow using system dynamics; development and evaluation of mercury stabilization 

technology with sulfur for long-term storage and disposal; risk evaluation of mercury exposure in a specific 

landfill site for mercury sulfide using computer simulations; and field surveys to estimate mercury use, 

emission and excess mercury in Asia region.  

To consider approaches to recovery from products/wastes with intentntionally added mercury, domestic 

mercury flow on fluorescent lamps was updated. Also, we conducted a questionnaire survey of hospitals, 

clinics and dentists to recover thermometer, blood pressure gauges, amalgam and so on. There are about 25 

tonnes of mercury in use or in dead storage. A material flow model as easy-to-use toolkit to estimate the 

emission of mercury to the environment including air, water, soil and so on has been verified using Japanese 

data on mercury. We checked the applicability of vapor synthesis method and tumbling ball milling method as 

mercury stabilization technology with sulfur. These methods were compared to a previously developed 

method “planetary ball milling method” from viewpoints of environmental safty, reaction time, energy 

consumption and so on.The environmental risks of the landfill disposal of mercury sulfide have been 

evaluated. The possibility that environmental risks cannot be ignored for several cases was suggested. 

Parameters impacting environmental risk were identified. Reducing rainwater penetration in landfills was 

suggested as a practical, effective measure. As one of field surveys in Asia region, mercury emission inventory 

in Malaysia was established by collecting measurement data at municipal solid waste incinerators and a coal 

fired plant and literature data. Also, we evaluated the amount of excess mercury generated in Asia region from 

2010 to 2050 using statistical data and reasonable scenarios. 

Regarding lead and cadmium, we also constructed an emission inventory, evaluated the use of pollutant 

release and transfer registry (PRTR) data, and extracted and arranged a flow, which needs to be amended to 

develop a better material flow for lead and cadmium. In both lead and cadmium, the contribution of sectors on 

non ferrous metal industry and waste treatment to the emission to the environment and the material flow was 

large, which suggests it is important to investigate these sectors in detail. 

 

キーワード= Mercury, Recovery, Appropriate management, Lead, Cadmium 
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